
備 考

　法律学科
【Department of Law】

4 260 － 1,040

演習 実験・実習

学士
（法学）

【Bachelor of
Law】

昭和46年4月
第1年次

同上

国際学部
【Faculty of
　International Studies】

計

－ －科目 －科目 －科目 －科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（ 定 員 の 移 行 ，
名 称 の 変 更 等 ）

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

　該当なし

別記様式第２号（その１の１）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ ｵｵｻｶｹｲｻﾞｲﾎｳｶﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 大阪経済法科大学　（Osaka University of Economics and Law）

大 学 本 部 の 位 置 大阪府八尾市楽音寺６丁目１０番地

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ｵｵｻｶｹｲｻﾞｲﾎｳﾘﾂｶﾞｸｴﾝ

設 置 者 学校法人　大阪経済法律学園

大 学 の 目 的
　本大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、建学の理念に基づいて、広く知識を授け、
深く専門の学芸を教授研究するとともに、豊かな人間性と国際感覚にあふれた独創的で実践
力に富む人材を育成し、もって社会の発展と平和に貢献することを使命とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

　本学経営学部は、経済学部経営学科を基礎として平成31年4月に届出により設置して以
来、設置計画に基づき、経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能力を修得し、実
践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題に主体的・創造的に対応できる人材の育成
を目指して、着実に教育研究を行ってきた。グローバル化、デジタルトランスフォーメー
ション、SDGｓへの対応など社会・経済環境が大きく変化する中、アフターコロナを見据
え、これらの課題に対応できる経営人材がますます求められている。これらを踏まえ、収容
定員をより適正な規模に増員し、活力ある教育活動によって教育成果をより一層高めること
を目指す。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

経済学部
【Faculty of Economics】

平成28年4月
第1年次

同上

計 900
（880）

－ 3,600
（3,520）

　国際学科
【Department of
　International Studies】

4 200 － 800 学士
（国際学）
【Bachelor of
International
Studies】

　経済学科
【Department of
　Economics】

4 220 － 880

卒業要件単位数
講義

－単位

経営学部
【Faculty of Business
　Administration】

学士
（経済学）
【Bachelor of
Economics】

昭和46年4月
第1年次

大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

大阪府八尾市北本町
2丁目10番45号

　経営学科
【Department of Business
　Administration】

4 220
(200)

－ 880
(800)

学士
（経営学）
【Bachelor of

Business
Administration】

同上令和5年4月
第1年次

法学部
【Faculty of Law】

基本計画書ー1



大学全体

(1,487〔1,479〕)

(1,487〔1,479〕)

0

標本

点

0

（495） （10,163） （0）

0 ㎡

（ 0 ㎡）

378,864.2 ㎡

共　　用

20 室

（補助職員　0人） （補助職員　0人）

（10,163） （0）

1

（1）

1

34,245.8 ㎡

0

（109〔2〕）

図 書 館 専 門 職 員

（1） （0） （1）

（17） （70）

技 術 職 員

事 務 職 員

合 計 378,864.2 ㎡ 0 ㎡

そ の 他

運 動 場 用 地

小 計

15 7 0

該当なし

計

（1）

計

（59） （18）

兼 任
教 員 等教授 准教授 講師 助教 計 助手

人

（0） （117）

（123）

（4）

人 人

1 26 0

（0） （128）

1 23 0 117

人教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等

（15） （7） （0） （1） （23）

（14） （11） （0）

（29） （0） （12） （97） （0）

新

設

分

経済学部　経済学科

経営学部　経営学科

法学部　法律学科

国際学部　国際学科

計

12

計

77

人

（77）

5

（5）

70

0 ㎡

309,955.4 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 309,955.4 ㎡

そ の 他 の 職 員

共用する他の
学校等の専用

計

0 ㎡ 68,908.8 ㎡

人

14

56

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職 種 専　　任 兼　　任

人 人

1

（5） （0）

17

0

人 人

14 11 0

0 ㎡ 0 ㎡ 34,245.8 ㎡

（34,245.8 ㎡）

校 舎 敷 地 64,582.3 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

（ 0 ㎡） （34,245.8 ㎡）

共用する他の
学校等の専用

計

64,582.3 ㎡

4,326.5 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 4,326.5 ㎡

校 舎

専　　用

校

地

等

区 分 専　　用 共　　用

68,908.8 ㎡

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室 数

大学全体

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

28 室 43 室 2 室
5 室

107 室

図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料 機械・器具

大学全体
355,237〔76,082〕 109〔2〕 1,487〔1,479〕 495 10,163

計

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

(351,625〔75,695〕) （109〔2〕）

（495）

355,237〔76,082〕 109〔2〕 1,487〔1,479〕 495 10,163

(351,625〔75,695〕)

（53）

―

― ―

（―） （―） （―）

56 29 0

（―）

（13） （7） （0）

13 7

―

（56）

29 0

（－）

― ― ―

（―） （―）（―） （―）

―

0

（―）

（0）

53

― ―

（0）

12 97

117

（6） （26） （0） （117）

6 26 0

（1） （26） （0）

―

－

123

4 0 4 22 0 128

（14） （4） （22）

97

（―） （―）

― ― ―

合 計

既
設
分

0 －

（56） （29） （0） （12） （97） （0） （－）

（―） （―）

（―）

1 0

5 0

59 18
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※令和4年度入学
定員増(20人)

※令和2年度入学
定員増(60人)

　該当なし

20,000千円 20,000千円 20,000千円 20,000千円 －千円 －千円

　国際学科 4 200 － 740

国際学部

経済学研究科

※平成31年度よ
り学生募集停止
（経済学部経営学
科）

　経営学科 4 200 － 800 学士
（経営学）

1.12 平成31
年度

同上

経営学部

同上

体育館以外のスポーツ施設の概要

8,048.7㎡

 508千円  508千円  508千円  508千円 －千円 －千円

大学全体

　経営学専攻 2 10 － 20 修士
（経営学）

0.85 平成29
年度

同上

　経済学専攻 2 10 － 20

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

13,000千円

4,410.0㎡ 460 428,000冊

テニスコート2面 弓道場1面 アーチェリー場1面

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

13,000千円 13,000千円 －千円 －千円

第２年次

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、資産運用収入、雑収入　等

2,000千円 2,000千円 2,000千円 2,000千円 －千円 －千円

13,000千円

20,000千円

13,000千円

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 の 名 称 大阪経済法科大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

修士
（経済学）

0.90 平成27
年度

大阪府八尾市楽音寺
6丁目10番地

大阪府八尾市北本町
2丁目10番45号

学士
（国際学）

1.12 平成28
年度

同上

第６年次

1,196千円 1,016千円 1,036千円 1,056千円 －千円 －千円

学生１人当り
納付金

第３年次 第４年次 第５年次

教員１人当り研究費等

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次

　法律学科 4 260 －

法学部

　経営学科 4 － －

附属施設の概要

1,040 学士
（法学）

1.07 昭和46
年度

－ 学士
（経営学）

－ 平成26
年度

第１年次 第２年次

体育館
面積

経済学部

大学全体

図書費には電子
ｼﾞｬｰﾅﾙ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
の整備費（運用ｺ
ｽﾄ含む）を含む

同上

　経済学科 4 220 － 820 学士
（経済学）

1.12 昭和46
年度
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学校法人大阪経済法律学園 設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度 入学

定員

編入学

定員

収容

定員

令和５年度 入学

定員

編入学

定員

収容

定員

変更の事由

大阪経済法科大学

経済学部 経済学科  

経営学部 経営学科

220 
200 

－

－

880 
800 

大阪経済法科大学

経済学部 経済学科  

経営学部 経営学科

220 
220 

－

－

880 
  880 定員変更（20） 

法学部  法律学科 260 － 1,040 法学部  法律学科 260 － 1,040 
国際学部 国際学科 200 － 800 国際学部 国際学科 200 － 800 

計

大阪経済法科大学大学院

経済学研究科

経済学専攻(M) 
経営学専攻(M) 

880 

10 
10 

－

－

－

3,520 

20 
20 

計

大阪経済法科大学大学院

経済学研究科

経済学専攻(M) 
経営学専攻(M) 

900 

10 
10 

－

－

－

3,600 

20 
20 

計 20 － 40 計 20 － 40 
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①都道府県内における位置関係の図面

花岡キャンパス

八尾駅前キャンパス

校地校舎図面ー1



②最寄り駅からの距離

八尾駅前キャンパス

大阪府八尾市北本町

（校舎）

至布施

至布施

※① 東花園駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

※② 近鉄八尾駅⇔八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ

※③ 八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

※④ 服部川駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

最寄り駅からの距離

八尾駅前キャンパス

大阪府八尾市北本町

（校舎）

近鉄八尾駅

東花園駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

近鉄八尾駅⇔八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ

八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

服部川駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

最寄り駅からの距離、交通

八尾駅前キャンパス

大阪府八尾市北本町 2 丁目

近鉄八尾駅

近鉄奈良線

近鉄大阪線

※②

東花園駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

近鉄八尾駅⇔八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ

八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

服部川駅⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ

交通機関及び所要時間がわかる

丁目 10－45

近鉄奈良線

近鉄大阪線

約 6.5

近鉄八尾駅⇔八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ 約 0.5km

八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ⇔花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ 約 6km

約 2km

機関及び所要時間がわかる

花岡キャンパス

大阪府八尾市楽音寺

（校舎・運動場）

河内山本駅

東花園駅

※③

6.5km ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約

0.5km 徒歩約

6km   ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約

2km   徒歩約

機関及び所要時間がわかる

花岡キャンパス

大阪府八尾市楽音寺

（校舎・運動場）

河内山本駅

東花園駅

近鉄信貴線

至大和八木

※①

ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約 20 分

徒歩約 5 分

ｽｸｰﾙﾊﾞｽにて約 20

徒歩約 25 分 

機関及び所要時間がわかる図面

花岡キャンパス

大阪府八尾市楽音寺 6 丁目

（校舎・運動場）

服部川駅
近鉄信貴線

※④

分

20 分

丁目 10 

服部川駅

※④

至近鉄奈良

至信貴山口

校地校舎図面ー2



アーチェリー場 

③校舎、運動場等の配置図

■花岡ｷｬﾝﾊﾟｽ配置図

校地面積 66,187.8 ㎡ 
校舎面積 26,324.3 ㎡ 

…校地算入部分 …駐車場、駐輪場（校地不算入）

※申請に係る経営学部は全ての校舎等を使用する。

（他の既設学部、研究科と共用）

本部棟 

クラブ 
ハウス 

文化会館 

体育館 

グラウンド 

テニスコート 弓道場 

クロノス 

Ｃ号館 Ａ号館 

Ｄ号館 

Ｅ号館 

図書館 

図書館別館 

Ｂ号館 

守衛所 

駐車場 

駐輪場 

ｽｸｰﾙﾊﾞｽ 
車庫 

校地校舎図面ー3



■八尾駅前ｷｬﾝﾊﾟｽ配置図

校地面積 2,721.0 ㎡ 
校舎面積 7,921.5 ㎡ 

…校地算入部分

※申請に係る経営学部は全て

の校舎等を使用する。

（他の既設学部、研究科と

共用）

③校舎、運動場等の配置図

校地校舎図面ー4



大阪経済法科大学学則（案） 

第１章 総則 

第１条 本大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、建学の理念に基づいて、広く知識 

を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、豊かな人間性と国際感覚にあふれた

独創的で実践力に富む人材を育成し、もって社会の発展と平和に貢献することを使命と

する。 

第１条の２ 本大学は、前条の目的を達成するため、教育研究活動等の状況について自ら 

点検及び評価を行うとともに、文部科学大臣が指定する認証評価機関による認証評価を 

受けるものとする。 

２  前項の点検及び評価に関する事項については、別にこれを定める。 

第１条の３ 本大学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実 

施するものとする。 

第２章 学部及び学科等 

第２条 本大学に次の学部及び学科を置く。 

経済学部 経済学科 

経営学部 経営学科 

法学部 法律学科 

国際学部 国際学科 

２ 各学部学科の教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

（１） 経済学部経済学科は、経済学を中心とする幅広い専門知識と経済学的思考能力を

有し、内外の経済情勢の変化を踏まえつつ、経済社会が直面する諸問題を理解し、

実学の精神を持って、グローバル化する現代社会の諸課題に創造的に対応できる人

材の育成を目指して、教育研究を行う。 

（２） 経営学部経営学科は、経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能力を修

得し、技術革新やグローバル化の進展によって産業や社会システムが変化する中で、

実践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題に主体的・創造的に対応できる

人材の育成を目指して、教育研究を行う。 

（３） 法学部法律学科は、基礎的な法学教育を土台として、法と政治についての高度な

専門知識を授け、正義と公平を旨とするリーガルマインドをもって現代社会の諸課

題に積極的に取り組む市民の育成を目指して、教育研究を行う。 

（４） 国際学部国際学科は、異文化理解と多文化共生を育み、豊かな国際感覚と優れた

コミュニケーション能力を身につけるとともに、幅広い教養と専門性を備え、チー

ムワークとリーダーシップをもって、国際的なビジネス・市民社会で活躍できる人

材の養成を目指して、教育研究を行う。 

第２条の２ 削除 

第２条の３ 本大学に大学院を置く。 

２ 大学院に関する学則は、別に定める。 

第３条 各学部学科の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 
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学部 学科 入学定員 収容定員 

経済学部 経済学科 220名 880名 

経営学部 経営学科 220名 880名 

法学部 法律学科 260名 1,040名 

国際学部 国際学科 200名 800名 

 

第３章 授業科目 

第４条 本大学の授業科目を共通教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 共通教育科目は、別表１のとおりとする。 

３ 各学部において開設する専門教育科目は、別表２のとおりとする。 

 

第４章 修業年限、履修方法及び単位 

第５条 本大学の修業年限は、４年とする。 

２ 在学年数は、８年を超えることができない。 

第６条 削除 

第７条 各学部学科の学生の卒業に要する単位数は、次のとおりとする。 

 （１）経済学部経済学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 30単位以上 

専門教育科目 80単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

  

（２）経営学部経営学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 20単位以上 

専門教育科目 90単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

 

（３）法学部法律学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 40単位以上 

専門教育科目 70単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教育科目から14単位 

合計 124単位 

 

（４）国際学部国際学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 14単位以上 

専門教育科目 90単位以上 
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その他、共通教育科目及び専門教育科目から20単位 

合計 124単位 

 

２ 各学部の学生の卒業に要する単位数には、他学部の専門教育科目の履修により修得し

た単位を含めることができる。 

３ 履修方法その他細則については、別に定める。 

第７条の２ 年間に修得すべき標準的な単位数は、３１単位とする。 

２ 前項の単位数を下回る学生には、修学指導を実施する場合がある。 

第８条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容を 

もって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

 （１） 講義及び演習は、１５時間の授業をもって１単位とする。 

 （２） 外国語は、３０時間の授業をもって１単位とする。 

 （３） 実験、実習及び体育の実技は、３０時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等の授業科目については、これらの学 

修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な 

学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

第８条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれら

の併用により行うものとする。 

２ 本大学は、文部科学大臣が定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高

度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 前項の授業の方法により修得する単位数は、卒業の要件として修得すべき単位数のう 

ち、６０単位を超えないものとする。 

４ 本大学は、第１項の授業を、外国において履修させることができる。第２項の規定に

より、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させ

る場合についても、同様とする。 

第９条 経済学部経済学科及び法学部法律学科にそれぞれの教育課程に応じた中学校及び

高等学校の教育職員免許状の所要資格を得させるための課程（教職課程）を置く。 

２ 教育職員免許状の所要資格を得ようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免許法 

施行規則に基づき、必要な授業科目の単位を修得しなければならない。 

３ 教育職員免許状の所要資格を得ようとする者のために、開設する授業科目及び単位数 

は、別表３のとおりとする。 

４ 本大学で取得できる教育職員免許状の種類は、次のとおりとする。 

経済学部経済学科 

中学校 教諭 一種免許状（社会） 

高等学校教諭 一種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 一種免許状（公民） 

法学部 法律学科 

中学校 教諭 一種免許状（社会） 

高等学校教諭 一種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 一種免許状（公民） 

 

第５章 授業科目修了の認定及び学士の学位 
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第１０条 学生は、指定された期日内に履修希望の授業科目を届け出て承認を得なければ 

ならない。 

第１１条 授業科目修了の認定は、筆記又は口述による試験その他適当な方法による。た 

だし、演習、実験、実習及び体育の実技等は、平常の成績によることができる。 

第１２条 授業科目修了の認定は、学期末又は学年末に行う。 

第１３条 授業科目修了の認定は、秀・優・良・可・不可に分け、秀・優・良・可を合格 

とし、不可を不合格とする。 

第１４条 合格した授業科目については、所定の単位の修得を認める。 

第１４条の２ 本大学が教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学（外国の大学 

又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位を、本大学に

おける授業科目の履修により修得したものとみなし、本大学の定めるところにより単位

を与えることができる。 

２ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科 

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本大学における授業科目の履修 

とみなし、本大学の定めるところにより単位を与えることができる。 

３ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に大学又は短期大学 

において履修した授業科目について修得した単位を、本大学に入学した後の本大学にお 

ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

４ 本大学が教育上有益と認めるときは、学生が本大学に入学する前に行った短期大学又 

は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本大学 

における授業科目の履修とみなし、本大学の定めるところにより単位を与えることがで 

きる。 

５ 前各項の定めにより、修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編 

入学、転入学等の場合を除き、合わせて６０単位を超えないものとする。 

第１５条 ４年以上在学して、所定の授業科目につき定められた単位を修得した者には、 

教授会の審議を経て、学長が卒業を認定し、学位記を授与する。 

第１６条 前条により卒業した者には、次の区分に従い、学士の学位を授与する。 

 経済学部 経済学科  学 士（経済学） 

経営学部 経営学科  学 士（経営学） 

法 学 部 法律学科  学 士（法 学） 

国際学部 国際学科  学 士（国際学） 

 

第６章 学年・学期及び休業日 

第１７条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

第１８条 学年は、次の２学期に分ける。 

 春学期 ４月１日から ９月３０日まで 

 秋学期 １０月１日から 翌年３月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長が必要と認めるときは、春学期の終期及び秋学期の始

期を変更することができる。 

第１９条 休業日は、次のとおりとする。 

 （１） 日曜日、国民の祝日に関する法律に定める休日、本大学創立記念日（４月２６

日） 
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 （２） 春季休業 ３月２１日から ４月 ７日まで 

 （３） 夏季休業 ８月 １日から ９月３０日まで 

 （４） 冬季休業 １２月２４日から １月 ７日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、学長が必要と認めるときは、休業日を変更し、又は臨時の

休業日を定めることができる。 

 

第７章 入学、転学部、転学科、休学及び退学 

第２０条 入学の時期は、毎学年始めとする。 

第２１条 本大学の第１年次に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者と

する。 

 （１） 高等学校又は中等教育学校の卒業者 

 （２） 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者 

    （通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

 （３） 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者

で文部科学大臣の指定した者 

 （４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者 

 （５） 文部科学大臣の指定した者 

 （６） 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

 （７） その他相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本

大学が認めた者 

第２２条 入学者は、検定によって決定する。入学者検定の方法は、その都度定める。 

第２３条 入学に必要な手続は、別に定める。 

第２４条 本大学に編入学又は転入学を願い出る者があるときは、選考の上、相当年次に

入学を許可することがある。 

２ 前項の規定により、入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 （１） 大学（外国の大学を含む。）に２年以上在学し、所定の単位を修得した者 

 （２） 短期大学（外国の短期大学を含む。）を卒業した者 

 （３） 高等専門学校を卒業した者 

 （４） 専修学校の専門課程のうち文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した

者 

 （５） その他相当の年齢に達し、前各号に規定する者と同等以上の学力があると本大

学が認めた者 

第２５条 本大学に在学する者で、転学部又は転学科を願い出る者があるときは、選考の

上、許可することがある。 

第２６条 第２４条及び第２５条の取扱いに関しては、別に定める。 

第２７条 学生が疾病その他やむを得ない事由のため、休学又は退学を願い出たときは、

これを許可することがある。 

２ 休学の期間は、継続２年以内とし、通算して４年を超えることができない。 

３ 休学期間は、第５条及び第１５条に規定する在学期間に算入しない。 

第２８条 前条により退学した者が再入学を願い出たときは、選考の上、許可することが
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ある。 

２ 前条により休学した者が復学を願い出たときは、許可を得て復学することができる。 

第２８条の２ 入学、転学部、転学科、休学、退学、再入学及び復学は、教授会の審議を

経て、学長が許可する。 

第２９条 他の大学へ入学又は転学を願い出ようとする者は、教授会の審議を経て、学長

の許可を受けなければならない。 

 

第８章 留学及び外国人留学生 

第３０条 本大学と学生交換に関する協定を締結している外国の大学又はその他の外国の

大学に留学を希望する者があるときは、これを許可することがある。 

２ 外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本大学に入学を願い出る

者があるときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。 

３ 前項の外国人留学生に対しては、第４条に掲げるもののほか、日本語科目及び日本事

情に関する科目を置く。日本語科目及び日本事情に関する科目について、その開設する

授業科目及び単位数は、別表４のとおりとする。 

第３０条の２ 留学及び外国人留学生の入学は、教授会の審議を経て、学長が許可する。 

第３１条 留学及び外国人留学生の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第９章 聴講生、科目等履修生及び単位互換履修生 

第３２条 特定の授業科目について聴講を願い出る者があるときは、選考の上、聴講生と

して許可することがある。 

２ 聴講生の取扱いに関しては、別に定める。 

第３２条の２ 特定の授業科目について科目等履修を願い出る者があるときは、本学学生

の修学の妨げにならない限り、選考の上、科目等履修生として許可することがある。 

２ 科目等履修生がその履修した授業科目の試験を受け、合格した科目については、単位

を与える。 

３ 科目等履修生の取扱いに関しては、別に定める。 

第３２条の３ 本大学と協定のある他大学の学生で、協定に基づき本大学が提供する授業

科目について履修を願い出る者があるときは、選考の上、単位互換履修生として許可す

ることがある。 

２ 単位互換履修生の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第１０章 賞罰 

第３３条 特に学術、課外活動等において顕著な功績があり、他の学生の模範となる者は、

これを表彰する。 

第３４条 学生に本大学の規則に違反し、又は学生の本分に反する行為があると認めたと

きは、懲戒を加える。 

第３５条 懲戒処分は、訓告、停学及び退学とする。退学は、次の各号の一に該当する者

について行う。 

 （１） 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 （２） 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

 （３） 正当の理由がなくて出席が常でない者 
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 （４） 本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

２ 学生懲戒の取扱いに関しては、別に定める。 

 

第１１章 入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、 

入学金、授業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料 

第３６条 本大学に入学を出願する者は、別表５に定める入学検定料を納付しなければな

らない。 

２ 科目等履修生として出願する者は、別表６に定める科目等履修生検定料を納付しなけ

ればならない。 

３ 転学部又は転学科を出願する者は、別表７に定める転学部検定料又は転学科検定料を

納付しなければならない。 

第３７条 本大学に入学を許可された者は、別表８に定める入学金を納付しなければなら

ない。 

第３８条 学生は、別表９に定める授業料を納付しなければならない。 

２ 所定の期間内に休学願を提出しこれが許可された場合は、前項にかかわらず、別表１ 

０に定める在籍料を納付しなければならない。 

第３８条の２ 本大学は、大学等における修学の支援に関する法律に基づき、入学金及び

授業料の減免を実施する。 

２ 前項の減免の取扱いについては、別に定める。 

第３９条 聴講生は、別表１１に定める聴講料を納付しなければならない。 

第３９条の２ 科目等履修生は別表１２に定める履修登録料及び履修料を納付しなければ 

ならない。 

第４０条 入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、入学金、授

業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料等の徴収については別に定める。 

第４１条 既納の入学検定料、科目等履修生検定料、転学部検定料、転学科検定料、入学

金、授業料、在籍料、聴講料、履修登録料及び履修料等は、別に定めのある場合を除き

返還しない。 

第４２条 授業料、在籍料その他の学費の納付を怠った者は、除籍する。 

２ 前項により除籍された者が復籍を願い出たときは、選考の上許可することがある。 

 

第１２章 教職員組織 

第４３条 本大学に、学長、教授、准教授、講師、助教、助手及び事務職員を置く。 

２ 教職員に関する規定は、別に定める。 

第４３条の２ 学長は、大学を代表し、建学の理念に基づき、学則その他制規の定めると

ころにより学務を統括運営する。 

 

第１３章 図書館 

第４４条 本大学に図書館を置く。 

２ 図書館に関する規定は、別に定める。 

 

第１４章 附属研究機関 

第４５条 本大学に次の附属研究機関を置く。 
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 （１） 21 世紀社会総合研究センター 

 （２） 地域総合研究所 

 （３） アジア研究所 

 （４） アジア太平洋研究センター 

２ 前項に規定する研究機関に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１５章 教授会 

第４６条 本大学に学部教授会を置く。 

第４７条 削除 

第４８条 削除 

第４９条 削除 

第５０条 各学部教授会は、各学部所属の教授、准教授、講師、助教及び助手をもって構

成され、各学部長が招集して議長となる。 

第５１条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるも

のとする。 

 （１） 学生の入学、再入学及び卒業 

 （２） 学位の授与 

 （３） 教育課程編成に関する事項 

 （４） 学生の転学部、転学科、他大学への入学又は転学、休学、退学、復学及び留学

に関する事項 

 （５） 学生の懲戒処分に関する事項 

 （６） 教員資格審査に関する事項 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を

聴くことが必要なものとして、学長が定めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長（以下、「学長等」という。）

がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を

述べることができる。 

第５２条 各学部の教授会に関する規定は、別に定める。 

 

第１６章 大学協議会 

第５３条 本大学に大学の運営に関する重要事項について審議するため、大学協議会を置 

く。 

第５４条 削除 

第５５条 削除 

第５６条 大学協議会に関する規定は、別に定める。 

 

附則 

 本学則は昭和４６年４月１日から実施する。 

 本学則（改正）は昭和４８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和４９年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５０年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５２年４月１日から施行する。 
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 本学則（改正）は昭和５３年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５４年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５５年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５６年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５６年１０月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５７年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和５９年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６０年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６１年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６２年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は昭和６３年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成元年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成２年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成３年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成３年９月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成４年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成５年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成６年４月１日から施行する。 

ただし、第３６条第２項の規定は、平成６年度の科目等履修生出願者から適用する。 

 本学則（改正）は平成７年４月１日から施行する。ただし、第３６条第１項別表５の入

学検定料は、平成７年度の入学出願者から、第３８条別表８（１）の授業料は、平成７年

度入学者の入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成７年８月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成８年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の授

業料は、平成８年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成９年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の授

業料は、平成９年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１０年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１０年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１１年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１１年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１２年４月１日から施行する。ただし、第３８条別表８（１）の

授業料は、平成１２年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１３年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１３年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１４年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１４年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１５年４月１日から施行する。ただし、別表８（１）の授業料は、

平成１５年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１６年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成１７年４月１日から施行する。ただし、別表８及び別表９の入学
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金及び授業料は、平成１７年度入学者については入学手続時から適用する。 

 本学則（改正）は平成１８年４月１日から施行する。 

 本学則（改正）は平成１９年４月１日から施行する。 

附則 

１ この学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

附則 

１ この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成２０年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

附則 

１ この学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

ただし、別表１、別表２、別表３（１）及び別表４の新規開設科目については、平成

２１年度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 平成２２年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２２年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２３年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２４年度以前の入学者

にも適用する。 

３ 経済学部経済学科及び法学部法律学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわ

らず、平成２５年度、平成２６年度及び平成２７年度については次のとおりとする。  

 

 

 

 

 

附則 

１ こ

の学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２５年度以前の入学者

にも適用する。 

学 部 

学 科 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

経済学部 

経済学科 
９２０名 １，０４０名 １，１６０名 

法 学 部 

法律学科 
８６０名 ９２０名 ９８０名 
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３ 経済学部経済学科及び経済学部経営学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかか

わらず、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度については、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２６年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１及び別表２の新規開設科目等については、平成２６年度以前の入学

者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表３の新規開設科目等については、平成２７年度以前

の入学者にも適用する。 

３ 国際学部国際学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、平成２８年度、

平成２９年度及び平成３０年度については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表１、別表２及び別表４の新規開設科目等については、平成２８年度以前

の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 平成２９年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。 

  ただし、別表２（１）の２及び別表２（３）の新規開設科目については、平成２９年

度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第２条、第３条、第７条、第１６条、別表１、別表２、別表３及び別表５から別表１

２までの改正は、平成３１年度入学者から適用し、平成３０年度以前の入学者について

は、なお従前の例による。ただし、別表１（１）（３）及び別表２（１）（３）（４）の新

規開設科目等については、平成３０年度以前の入学者にも適用する。 

学 部 

学 科 
平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

経済学部 

経済学科 
８８０名 ８４０名 ８００名 

経済学部 

経営学科 
１６０名 ３２０名 ４８０名 

学 部 

学 科 
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

国際学部 

国際学科 
１４０名 ２８０名 ４２０名 
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３ 経済学部経済学科、経営学部経営学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわ

らず、平成３１年度、平成３２年度及び平成３３年度については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 経済学部経営学科については、改正後の学則にかかわらず、当該学科に在籍する者が

在籍しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附則 

１ この学則は、平成３２年４月１日から施行する。 

２ 国際学部国際学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、平成３２年度、

平成３３年度及び平成３４年度については次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。ただし、別表

１（１）（２）（３）及び別表２（３）（４）の新規開設科目等については、令和元年度以

前の入学者にも適用する。 

附則 

この学則は、令和２年４月１日から施行する。 

附則 

１ この学則は、令和２年６月１日から施行する。 

２ 改正後の第８条の２の規定は、令和２年度春学期から適用する。 

附則 

１ この学則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 第７条、別表１、別表２及び別表４の改正は、令和３年度入学者から適用し、令和２

年度以前の入学者の卒業要件及び授業科目等については、なお従前の例による。ただし、

別表２（１）（３）（４）の新規開設科目等については、令和２年度以前の入学者にも適

用する。 

附則 

この学則は、令和３年５月１日から施行する。 

附則 

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 経済学部経済学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、令和４年度、

令和５年度及び令和６年度については次のとおりとする。 

学 部 

学 科 
平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

経済学部 

経済学科 
６８０名 ７２０名 ７６０名 

経営学部 

経営学科 
２００名 ４００名 ６００名 

学 部 

学 科 
平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

国際学部 

国際学科 
６２０名 ６８０名 ７４０名 
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附則 

１ この学則は、 令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。ただし、別表

３の新規開設科目については、令和３年度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和３年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。ただし、別表

２（４）の新規開設科目については、令和３年度以前の入学者にも適用する。 

附則 

１ この学則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 令和４年度以前の入学者の授業科目については、なお従前の例による。ただし、別表

２（２）の新規開設科目については、令和４年度以前の入学者にも適用する。 

３ 経営学部経営学科の収容定員は、改正後の第３条の規定にかかわらず、令和５年度、

令和６年度及び令和７年度については次のとおりとする。 

 

学 部 

学 科 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

経済学部 

経済学科 
８２０名 ８４０名 ８６０名 

学 部 

学 科 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

経営学部 

経営学科 
８２０名 ８４０名 ８６０名 
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単位 備　　考

文章表現入門 2

キャリア開発Ａ 2

キャリア開発Ｂ 2

数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1

［英語圏留学コース］

英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2

［一般外国語コース］

視聴覚英語 2

英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

＜人文分野＞

哲学 2

倫理学 2

論理学 2

日本史 2

日本近現代史 2

東洋史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

＜社会分野＞

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2

化学と生活 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

数理論理学 2

生物学 2

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2

＜別表１＞
（１）令和5年度　共通教育科目（経済学部経済学科）

学科目 授　業　科　目

＜自然分野＞

＜情報分野＞

　　　２科目４単位必修

 
共
通
教
育
科
目

 
一
般
教
養
科
目

　　　 いずれかの
　　　外国語１種類
　　　２科目４単位
       選択必修

共通教育科目から３０単位以上を修得すること（ただし、いずれか１種類の外国語４単位を含む。）

 
基
礎
科
目
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単位 備　　考学科目 授　業　科　目

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

Ｗｅｂデザイン 2

環境論 2

平和学 2

マスコミ論 2

東アジア学入門 2

東西文化交流史 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会とビジネス 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

数的推理(数の性質） 2

数的推理(確率と図形） 2

判断推理(論理） 2

判断推理(図形） 2

文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2

学校ボランティア 2

健康科学論 2

心とからだの病理学 2

身体運動科学 2

スポーツ論 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

人権の諸問題 2

多文化共生論 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

資源・エネルギーと環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境と生態 2

環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

環境演習Ａ 2

環境演習Ｂ 2

キャリアデザインＡ 2

キャリアデザインＢ 2

キャリア演習Ａ 2

キャリア演習Ｂ 2

＜情報分野＞

 

 

 
総
合
科
目

＜学際分野＞

＜学際分野＞

＜健康分野＞

学則ー15



単位 備　　考学科目 授　業　科　目

ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2

身体管理論 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2

アジアの都市文化 2

東アジア文化総合演習 2

英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1

中国語会話 1

韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2

フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2

韓国語研修Ⅰ 2

韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2

ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2

中国語検定 2

中国漢語水平考試(HSK） 2

韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2

 
技
能
資
格
関
連
科
目

 
外
国
語
研
修
科
目

 

 

＜健康分野＞

＜異文化理解分野＞

R
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単位 備       考

文章表現入門 2

数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1

英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2

視聴覚英語 2

英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

哲学 2

倫理学 2

論理学 2

日本史 2

日本近現代史 2

東洋史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

数理論理学 2

生物学 2

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

Ｗeｂデザイン 2

環境論 2

平和学 2

マスコミ論 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

（２）令和5年度　共通教育科目（経営学部経営学科）

学科目 授業科目

共通教育科目から２０単位以上を修得すること（ただし、いずれか１種類の外国語４単位を含
む。）

　　　 いずれかの
　　　外国語１種類
　　　２科目４単位
       選択必修

 
一
般
教
養
科
目

 
共
通
教
育
科
目

 
基
礎
科
目
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単位 備       考学科目 授業科目

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

数的推理（数の性質） 2

数的推理（確率と図形） 2

判断推理（論理） 2

判断推理（図形） 2

文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2

学校ボランティア 2

心とからだの病理学 2

スポーツ論 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

人権の諸問題 2

多文化共生論 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

資源･エネルギーと環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2

英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1

中国語会話 1

韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2

フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2

 

 
総
合
科
目

 
外
国
語
研
修
科
目
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単位 備       考学科目 授業科目

韓国語研修Ⅰ 2

韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2

ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2

中国語検定 2

中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 2

韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2

 
技
能
資
格
関
連
科
目

 

 

R
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単位 備　　考

基礎演習Ａ 2

基礎演習Ｂ 2

情報処理基礎 2

データサイエンス基礎 2

文章表現入門 2

キャリア開発Ａ 2

キャリア開発Ｂ 2

数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1

［英語圏留学コース］

英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2

［一般外国語コース］

視聴覚英語 2

英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

＜人文分野＞

哲学 2

倫理学 2

論理学 2

日本史 2

日本近現代史 2

東洋史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

＜社会分野＞

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2

化学と生活 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

数理論理学 2

生物学 2

＜情報分野＞

（３）令和5年度　共通教育科目（法学部法律学科）

学科目 授　業　科　目

 
共
通
教
育
科
目

 
基
礎
科
目

共通教育科目から４０単位以上を修得すること（ただし、いずれか１種類の外国語４単位を含む。）

　　　２科目４単位必修

　　　 いずれかの
　　　外国語１種類
　　　２科目４単位
       選択必修

 
一
般
教
養
科
目

＜自然分野＞
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単位 備　　考学科目 授　業　科　目

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

Ｗｅｂデザイン 2

環境論 2

平和学 2

マスコミ論 2

東アジア学入門 2

東西文化交流史 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会とビジネス 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

数的推理(数の性質） 2

数的推理(確率と図形） 2

判断推理(論理） 2

判断推理(図形） 2

文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2

学校ボランティア 2

健康科学論 2

心とからだの病理学 2

身体運動科学 2

スポーツ論 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

人権の諸問題 2

多文化共生論 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

資源・エネルギーと環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境と生態 2

環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

環境演習Ａ 2

環境演習Ｂ 2

キャリアデザインＡ 2

＜学際分野＞

＜健康分野＞

 
総
合
科
目

＜情報分野＞

＜学際分野＞
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単位 備　　考学科目 授　業　科　目

キャリアデザインＢ 2

キャリア演習Ａ 2

キャリア演習Ｂ 2

ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2

身体管理論 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2

アジアの都市文化 2

東アジア文化総合演習 2

英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1

中国語会話 1

韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2

フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2

韓国語研修Ⅰ 2

韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2

ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2

中国語検定 2

中国漢語水平考試(HSK） 2

韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2

 

＜健康分野＞

＜異文化理解分野＞

 

 
外
国
語
研
修
科
目

 
技
能
資
格
関
連
科
目

R
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単位 備       考

文章表現入門 2

基礎体育A 1

基礎体育B 1

哲学 2

日本史 2

日本近現代史 2

西洋史 2

考古学 2

文化人類学 2

文学 2

言語学 2

教育学 2

心理学 2

日本国憲法 2

法学 2

政治学 2

経済学 2

地理学 2

社会学 2

日本事情入門 2

現代日本事情 2

科学技術史 2

化学と生活 2

統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2

数理論理学 2

生物学 2

情報システム論 2

ソフトウェア論 2

ネットワーク論 2

ワープロ実践 2

表計算実践 2

データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2

ワープロ応用 2

表計算応用 2

プログラミング実践 2

情報科学演習 2

環境論 2

環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2

平和学 2

マスコミ論 2

地域文化論 2

芸術学 2

河内学 2

現代社会学 2

現代社会と人権 2

現代社会と教育 2

現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2

現代社会とビジネス 2

現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2

人権の諸問題 2

海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2

世界の農業 2

地球と環境 2

環境と経営 2

環境と社会 2

環境と海洋 2

環境と生態 2

環境保全論 2

（４）令和5年度　共通教育科目（国際学部国際学科）

学科目 授業科目

 
共
通
教
育
科
目

共通教育科目から１４単位以上を修得すること
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単位 備       考学科目 授業科目

環境演習A 2

環境演習B 2

ビジネスリテラシー 2

総合演習a 2

総合演習b 2

フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2

中国語総合演習A 2

中国語総合演習B 2

ロシア語総合演習A 2

ロシア語総合演習B 2

日本語総合演習A 2

日本語総合演習B 2

中国語会話 1

韓国語会話 1

日本語読解 1

日本語会話 1

日本語表現 1

中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4

健康科学論 2

心とからだの病理学 2

身体運動科学 2

スポーツ論 2

生涯スポーツA 1

生涯スポーツB 1

フィットネス実習A 1

フィットネス実習B 1

トレーニング演習A 2

トレーニング演習B 2

身体管理論 2

スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2
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単位 備       考

経済学基礎 2

現代経済事情 2

情報処理基礎 2

データサイエンス基礎 2

ミクロ経済学Ⅰ 2

ミクロ経済学Ⅱ 2

ミクロ経済学Ⅲ 2

マクロ経済学Ⅰ 2

マクロ経済学Ⅱ 2

マクロ経済学Ⅲ 2

社会経済学Ⅰ 2

社会経済学Ⅱ 2

経済史Ⅰ 2

経済史Ⅱ 2

経済数学Ⅰ 2

経済数学Ⅱ 2

経済統計学Ⅰ 2

経済統計学Ⅱ 2

経済学史Ⅰ 2

経済学史Ⅱ 2

社会思想 2

上級ミクロ経済学Ⅰ 2

上級ミクロ経済学Ⅱ 2

上級マクロ経済学Ⅰ 2

上級マクロ経済学Ⅱ 2

ゲーム理論 2

行動経済学 2

企業経済論 2

厚生経済学 2

公共経済論 2

計量経済学Ⅰ 2

計量経済学Ⅱ 2

景気循環論 2

経済成長論 2

経済学特別講義Ⅰ 2

経済学特別講義Ⅱ 2

日本経済史Ⅰ 2

日本経済史Ⅱ 2

欧米経済史 2

経済史特別講義 2

日本経済論Ⅰ 2

日本経済論Ⅱ 2

経済政策論 2

経済政策論応用 2

産業組織論（独占） 2

産業組織論（寡占と競争） 2

環境経済論 2

資源・エネルギー経済論 2

農業経済論 2

地域経済 2

地域生活と経済 2

経済地理Ⅰ 2

経済地理Ⅱ 2

都市経済論Ⅰ 2

都市経済論Ⅱ 2

交通概論 2

財政学（財政と制度） 2

財政学（経費と租税） 2

地方財政論 2

金融論Ⅰ 2

金融論Ⅱ 2

地域金融論 2

国際経済学 2

世界経済論 2

国際金融論 2

 
経
済
学
科

＜別表２＞
（１）令和5年度　経済学部　経済学科
　　　専門教育科目

学科 授業科目
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単位 備       考学科 授業科目

開発経済論 2

アジア経済概論 2

中国経済論 2

アメリカ経済論 2

ヨーロッパ経済論 2

社会政策 2

社会保障 2

労働経済学 2

経済学部生のための経営学入門 2

経営管理論Ⅰ 2

経営管理論Ⅱ 2

近代経営史 2

マーケティング概論 2

ファイナンス論 2

初級簿記 4

中級簿記 4

工業簿記 4

上級簿記 2

経営情報概論 2

地域フィールドスタディ 2

海外フィールドスタディ 2

Practical Business English Ⅰ 2

Practical Business English Ⅱ 2

Economic Issues in English Ⅰ 2

Economic Issues in English Ⅱ 2

Business Economics 2

Japanese Economy 2

外国書講読Ａ 2

外国書講読Ｂ 2

経済学部生のための法学入門 2

経済と憲法 2

基礎演習Ａ 2

基礎演習Ｂ 2

演習ⅠＡ 2

演習ⅠＢ 2

演習ⅡＡ 2

演習ⅡＢ 2

演習ⅢＡ 2

演習ⅢＢ 2

卒業論文 4

経済理論演習 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＢ 2

公務員特別演習ⅠＡ 2

公務員特別演習ⅠＢ 2

公務員特別演習ⅡＡ 2

公務員特別演習ⅡＢ 2

公務員特別演習ⅢＡ 2

日本史概説Ⅰ 2
日本史概説Ⅱ 2
外国史Ⅰ 2
外国史Ⅱ 2
人文地理学Ⅰ 2
人文地理学Ⅱ 2
自然地理学Ⅰ 2
自然地理学Ⅱ 2
地誌Ⅰ 2
地誌Ⅱ 2
社会学概説 2
哲学概説Ⅰ 2
哲学概説Ⅱ 2

 

教職課程関連
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単位 備       考学科 授業科目

倫理学概説Ⅰ 2
倫理学概説Ⅱ 2
宗教学概説 2
心理学概説 2

インタ－ンシップ（学外研修） 2

海外インタ－ンシップ 2

ファイナンシャルプランナ－ 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

（必修）

（選択必修）

経済理論コース基本科目

ゲーム理論

行動経済学

企業経済論

厚生経済学

公共経済論

計量経済学Ⅰ

計量経済学Ⅱ

経済政策論

経済政策論応用

産業組織論（独占）

産業組織論（寡占と競争）

環境経済論

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

国際経済学

ファイナンス論

国際経済コース基本科目

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

欧米経済史

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

環境経済論

経済地理Ⅰ

経済地理Ⅱ

国際経済学

世界経済論

 

経済学基礎、演習ⅢＡ、演習ⅢＢの3科目6単位必修

インターンシップ関連

ミクロ経済学Ⅰ、ミクロ経済学Ⅱ、ミクロ経済学Ⅲ、マクロ経済学Ⅰ、マクロ経済学Ⅱ、マクロ経済学Ⅲ、
社会経済学Ⅰ、社会経済学Ⅱ、経済史Ⅰ、経済史Ⅱ、経済数学Ⅰ、経済数学Ⅱ、経済統計学Ⅰ、経
済統計学Ⅱ、経済学史Ⅰ、経済学史Ⅱ、社会思想から14単位選択必修

技能資格等関連

16単位

選択必修

16単位

選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

国際金融論

開発経済論

アジア経済概論

中国経済論

アメリカ経済論

ヨーロッパ経済論

Economic Issues in English Ⅰ

Economic Issues in English Ⅱ

Business Economics

Japanese Economy

都市経済コース基本科目

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

環境経済論

農業経済論

地域経済

地域生活と経済

経済地理Ⅰ

経済地理Ⅱ

都市経済論Ⅰ

都市経済論Ⅱ

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

地方財政論

地域金融論

社会政策

社会保障

労働経済学

地域フィールドスタディ

現代日本経済コース基本科目

現代経済事情

ゲーム理論

行動経済学

企業経済論

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

産業組織論（独占）

産業組織論（寡占と競争）

都市経済論Ⅰ

都市経済論Ⅱ

財政学（財政と制度）

財政学（経費と租税）

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

地域金融論

国際経済学

国際金融論

労働経済学

ファイナンス論

 

16単位

選択必修

16単位

選択必修
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単位 備       考

経営学基礎 2

会計学基礎 2

マーケティング基礎 2

ビジネス情報基礎 2

データサイエンス基礎 2

経営管理論Ⅰ 2

経営組織論Ⅰ 2

経営戦略論Ⅰ 2

経営管理論Ⅱ 2

マーケティング戦略論Ⅰ 2

現代産業論Ⅰ 2

現代産業論Ⅱ 2

初級簿記 4

会計学 2

経営情報論Ⅰ 2

ビジネス統計学Ⅰ 2

企業論 2

民法概論 2

ビジネスプレゼンテーション 2

商業学 2

日本経営史 2

経営学史 2

経済学基礎 2

経営組織論Ⅱ 2

経営戦略論Ⅱ 2

人的資源管理論 2

生産管理論Ⅰ 2

生産管理論Ⅱ 2

世界経営史 2

中小企業経営論 2

国際経営概論 2

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2

経営立地論 2

経営心理学 2

経営倫理論 2

リスクマネジメント論 2

リーダーシップ論 2

ベンチャービジネス論 2

キャリアマネジメント論 2

CSR経営論 2

ダイバーシティ論 2

SDGsと企業 2

サプライチェーンマネジメント論 2

流通システム論 2

マーケティング戦略論Ⅱ 2

マーケティングリサーチ 2

ビジネス統計学Ⅱ 2

広告心理論 2

社会心理学 2

製品開発論 2

ホスピタリティ論 2

観光論 2

スポーツマネジメント論 2

貿易論Ⅰ 2

貿易論Ⅱ 2

証券論 2

銀行論 2

保険論 2

コーポレートファイナンス論 2

ファイナンシャル・プランニングⅠ 2

ファイナンシャル・プランニングⅡ 2

販売管理論Ⅰ 2

販売管理論Ⅱ 2

消費者行動論 2

（２）令和5年度　経営学部　経営学科
　　　専門教育科目

学科 授業科目

　
経
営
学
科
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単位 備       考学科 授業科目

中級簿記 4

工業簿記 4

上級簿記 2

管理会計論 2

原価計算論 2

税務会計 2

監査論 2

経営分析Ⅰ 2

経営分析Ⅱ 2

財務会計論Ⅰ 2

財務会計論Ⅱ 2

財務会計論Ⅲ 2

会計学特殊講義Ⅰ 2

会計学特殊講義Ⅱ 2

会計学特殊講義Ⅲ 2

会計学特殊講義Ⅳ 2

経営情報論Ⅱ 2

情報処理論Ⅰ 2

情報処理論Ⅱ 2

情報管理論 2

ICTビジネス論 2

海外フィールドスタディ 2

Practical Business EnglishⅠ 2

Practical Business EnglishⅡ 2

Global Strategic Management 2

Financial and Investment Analysis 2

Advanced Practical Business English 2

International Business in English 2

Information Technology in Business in English 2

Marketing in English 2

Accounting in English 2

日本経済論Ⅰ 2

日本経済論Ⅱ 2

世界経済論 2

商法・会社法概論 2

企業コンプライアンスとリスク管理 2

雇用関係法 2

租税法Ⅰ 2

租税法Ⅱ 2

基礎演習A 2

基礎演習B 2

専門演習ⅠA 2

専門演習ⅠB 2

専門演習ⅡA 2

専門演習ⅡB 2

卒業研究A 2

卒業研究B 2

卒業論文 4

ビジネスキャリア基礎A 2

ビジネスキャリア基礎B 2

ビジネスキャリア研究A 2

ビジネスキャリア研究B 2

ビジネスキャリア実践A 2

ビジネスキャリア実践B 2

インターンシップⅠ 1

インターンシップⅡ 1

インターンシップⅢ 1

インターンシップⅣ 1

海外インターンシップ 2

ファイナンシャルプランナー 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4
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単位 備       考学科 授業科目

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

現代企業戦略コース基本科目

経営組織論Ⅱ

経営戦略論Ⅱ

生産管理論Ⅰ

生産管理論Ⅱ

世界経営史

中小企業経営論

国際経営概論

経営立地論

リスクマネジメント論

ベンチャービジネス論

SDGsと企業

サプライチェーンマネジメント論

流通システム論

貿易論Ⅰ

貿易論Ⅱ

コーポレートファイナンス論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

経営情報論Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ

世界経済論

商法・会社法概論

企業コンプライアンスとリスク管理

人材・組織マネジメントコース基本科目

経営組織論Ⅱ

人的資源管理論

世界経営史

中小企業経営論

国際経営概論

経営心理学

経営倫理論

リスクマネジメント論

リーダーシップ論

キャリアマネジメント論

CSR経営論

ダイバーシティ論

SDGsと企業

ビジネス統計学Ⅱ

社会心理学

ホスピタリティ論

スポーツマネジメント論

ファイナンシャル・プランニングⅠ

ファイナンシャル・プランニングⅡ

　

（必修）
経営学基礎、会計学基礎、マーケティング基礎、経営管理論Ⅰ、経営組織論Ⅰ、経営戦略論Ⅰ、卒業研
究A、卒業研究Bの8科目16単位必修

（選択必修）
・経営管理論Ⅱ、マーケティング戦略論Ⅰ、現代産業論Ⅰ、現代産業論Ⅱ、初級簿記、会計学、経営情
報論Ⅰ、ビジネス統計学Ⅰ、企業論、民法概論、ビジネスプレゼンテーション、商業学、日本経営史、経
営学史、経済学基礎から14単位以上選択必修
・ビジネスキャリア基礎Ａ、ビジネスキャリア基礎Ｂ、ビジネスキャリア研究Ａ、ビジネスキャリア研究Ｂ、ビジ
ネスキャリア実践Ａ、ビジネスキャリア実践Ｂから4単位以上選択必修

24単位以上

選択必修

24単位以上

選択必修
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単位 備       考学科 授業科目

経営情報論Ⅱ

情報管理論

日本経済論Ⅰ

日本経済論Ⅱ

雇用関係法

マーケティング戦略コース基本科目

経営戦略論Ⅱ

人的資源管理論

生産管理論Ⅰ

生産管理論Ⅱ

ビジネスプランニング実践Ⅰ

ビジネスプランニング実践Ⅱ

ベンチャービジネス論

サプライチェーンマネジメント論

流通システム論

マーケティング戦略論Ⅱ

マーケティングリサーチ

ビジネス統計学Ⅱ

広告心理論

社会心理学

製品開発論

ホスピタリティ論

観光論

販売管理論Ⅰ

販売管理論Ⅱ

消費者行動論

情報処理論Ⅰ

情報処理論Ⅱ

情報管理論

ICTビジネス論

会計専門職・企業財務コース基本科目

中級簿記

工業簿記

上級簿記

管理会計論

原価計算論

税務会計

監査論

経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ

財務会計論Ⅰ

財務会計論Ⅱ

財務会計論Ⅲ

証券論

銀行論

保険論

コーポレートファイナンス論

ファイナンシャル・プランニングⅠ

ファイナンシャル・プランニングⅡ

CSR経営論

経営情報論Ⅱ

商法・会社法概論

企業コンプライアンスとリスク管理

租税法Ⅰ

租税法Ⅱ

　

24単位以上

選択必修

24単位以上

選択必修
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単位 備　　考

法学の基礎 2

日本の政治 2

経済学入門 2

世界の政治 2

戦後法制史 2

法思想史概論 2

日本法制史Ⅰ 2

日本法制史Ⅱ 2

法哲学Ⅰ 2

法哲学Ⅱ 2

西洋法制史Ⅰ 2

西洋法制史Ⅱ 2

東洋法制史概論 2

法社会学Ⅰ 2

法社会学Ⅱ 2

憲法概論 2

憲法学Ⅰ 2

憲法学Ⅱ 2

憲法学Ⅲ 2

行政法総論Ⅰ 2

行政法総論Ⅱ 2

行政救済法Ⅰ 2

行政救済法Ⅱ 2

政策法務論 2

自治体法務 2

税法Ⅰ 2

税法Ⅱ 2

教育法 2

公務員のための憲法 2

公務員のための行政法 2

刑法総論（概論） 2

刑法各論（概論） 2

刑法Ⅰ 2

刑法Ⅱ 2

刑事政策 2

刑事裁判と法 2

刑事手続法 2

少年犯罪と法 2

公務員のための刑事法Ⅰ 2

公務員のための刑事法Ⅱ 2

民法総則Ⅰ 2

民法総則Ⅱ 2

物権法Ⅰ 2

物権法Ⅱ 2

債権総論Ⅰ 2

債権総論Ⅱ 2

債権各論Ⅰ 2

債権各論Ⅱ 2

家族法Ⅰ 2

家族法Ⅱ 2

民事裁判と法 2

民事訴訟法概説 2

民事執行・保全法 2

倒産処理法 2

不動産と法規制 2

国際私法概説 2

知的財産法Ⅰ 2

知的財産法Ⅱ 2

ビジネス法務 2

（３）令和5年度　法学部　法律学科
　　　専門教育科目

学科 授　業　科　目

　
法
律
学
科
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

会社法概論 2

商法Ⅰ 2

商法Ⅱ 2

商取引法概論 2

支払決済法 2

経済法 2

金融と法 2

スポーツ・ビジネス法務 2

労働基準法 2

労働契約法 2

労使関係法 2

雇用政策法 2

社会保険法 2

社会福祉法 2

国際法概論 2

国際法各論Ⅰ 2

国際法各論Ⅱ 2

国際経済関係法 2

国際機構法 2

政治過程論Ⅰ 2

政治過程論Ⅱ 2

行政学Ⅰ 2

行政学Ⅱ 2

政治思想史Ⅰ 2

政治思想史Ⅱ 2

政治学原論 4

日本政治史Ⅰ 2

日本政治史Ⅱ 2

西洋政治史Ⅰ 2

西洋政治史Ⅱ 2

国際政治学Ⅰ 2

国際政治学Ⅱ 2

国際関係史Ⅰ 2

国際関係史Ⅱ 2

国際政治思想 2

政治地理学 2

政治制度論Ⅰ 2

政治制度論Ⅱ 2

比較政治学Ⅰ 2

比較政治学Ⅱ 2

政治学特講 2

ヨーロッパ政治論 2

アメリカ政治論 2

中国政治論 2

２１世紀日本の議会と行政 2

２１世紀諸外国の議会と行政 2

英米法政論 2

中国法政論 2

英書講読Ⅰ 2

英書講読Ⅱ 2

子どもと法 2

ジェンダーと法 2

国際平和学 2

ＮＰＯ・ＮＧＯ論 2

地域政策 2

情報と法 2

地域生活と法 2

医療と法 2

環境の法と政策 2

環境訴訟論 2

警察学入門 2

警察法令概論 2
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

犯罪心理学Ⅰ 2

犯罪心理学Ⅱ 2

パーソナリティ心理学Ⅰ 2

パーソナリティ心理学Ⅱ 2

スポーツ法概論 2

社会調査論Ⅰ 2

社会調査論Ⅱ 2

Business Law and FinanceⅠ 2

Business Law and FinanceⅡ 2

Politics and Law in JapanⅠ 2

Politics and Law in JapanⅡ 2

World Issues in EnglishⅠ 2

World Issues in EnglishⅡ 2

現代東アジアの国際関係 2

グローバル化と企業の社会的責任（ＣＳＲ）論 2

グローバル・ルールと国際社会 2

比較税制論Ⅰ 2

比較税制論Ⅱ 2

海外フィールドスタディ 2

演習ⅠＡ 2

演習ⅠB 2

演習ⅡＡ 2

演習ⅡＢ 2

演習ⅢＡ 2

演習ⅢＢ 2

法曹特別演習Ａ 2

法曹特別演習Ｂ 2

法曹特別演習Ｃ 2

法曹特別演習Ｄ 2

公務員特別演習ⅠＡ 2

公務員特別演習ⅠＢ 2

公務員特別演習ⅡＡ 2

公務員特別演習ⅡＢ 2

公務員特別演習ⅢＡ 2

公務員特別演習ⅢＢ 2

ビジネス・ロー特別演習 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅠＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅡＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅢＢ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＡ 2

ＩＣＴ特別演習ⅣＢ 2

日本史概説Ⅰ 2
日本史概説Ⅱ 2
外国史Ⅰ 2
外国史Ⅱ 2
人文地理学Ⅰ 2
人文地理学Ⅱ 2
自然地理学Ⅰ 2
自然地理学Ⅱ 2
地誌Ⅰ 2
地誌Ⅱ 2
社会学概説 2
哲学概説Ⅰ 2
哲学概説Ⅱ 2
倫理学概説Ⅰ 2
倫理学概説Ⅱ 2
宗教学概説 2
心理学概説 2

教職課程関連

インターンシップ関連
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

インタ－ンシップ（学外研修） 2

海外インタ－ンシップ 2

ファイナンシャルプランナー 4

販売士 2

宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定初級 1

ビジネス実務法務検定中級 2

法学検定初級 1

法学検定中級 2

法学検定上級 4

簿記検定初級 1

簿記検定中級 2

簿記検定上級 4

法学の基礎は必修

法曹・法律専門職コース基本科目

憲法学Ⅱ

行政法総論Ⅰ

行政法総論Ⅱ

行政救済法Ⅰ

行政救済法Ⅱ

税法Ⅰ

税法Ⅱ

刑法各論（概論）

刑法Ⅰ

刑法Ⅱ

刑事裁判と法

刑事手続法

民法総則Ⅱ

物権法Ⅰ

物権法Ⅱ

債権総論Ⅰ

債権総論Ⅱ

債権各論Ⅰ

債権各論Ⅱ

家族法Ⅰ

家族法Ⅱ

民事裁判と法

民事訴訟法概説

商法Ⅰ

商法Ⅱ

会社法概論

労働基準法

公務員コース基本科目

憲法学Ⅱ

行政法総論Ⅰ

行政法総論Ⅱ

行政救済法Ⅰ

技能資格等関連

(選択必修）
戦後法制史、憲法概論、憲法学Ⅰ、刑法総論（概論）、民法総則Ⅰ、政治過程論Ⅰ、国際政治学Ⅰか
ら6単位選択必修

　

16単位

選択必修
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

行政救済法Ⅱ

政策法務論

自治体法務

公務員のための憲法

公務員のための行政法

刑法各論（概論）

刑事政策

刑事裁判と法

刑事手続法

少年犯罪と法

公務員のための刑事法Ⅰ

公務員のための刑事法Ⅱ

民法総則Ⅱ

物権法Ⅰ

物権法Ⅱ

債権総論Ⅰ

債権総論Ⅱ

債権各論Ⅰ

債権各論Ⅱ

家族法Ⅰ

家族法Ⅱ

不動産と法規制

労働基準法

社会保険法

社会福祉法

国際法概論

国際法各論Ⅰ

国際法各論Ⅱ

政治学原論

行政学Ⅰ

行政学Ⅱ

国際政治学Ⅱ

国際関係史Ⅰ

国際関係史Ⅱ

警察学入門

海外フィールドスタディ

企業キャリアコース基本科目

行政法総論Ⅰ

税法Ⅰ

民法総則Ⅱ

物権法Ⅰ

物権法Ⅱ

債権総論Ⅰ

債権総論Ⅱ

債権各論Ⅰ

債権各論Ⅱ

家族法Ⅰ

家族法Ⅱ

民事裁判と法

民事執行・保全法

倒産処理法

不動産と法規制

国際私法概説

知的財産法Ⅰ

ビジネス法務

会社法概論

商法Ⅰ

商法Ⅱ

商取引法概論

　

16単位

選択必修

16単位

選択必修
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

支払決済法

経済法

金融と法

スポーツ・ビジネス法務

労働基準法

労働契約法

労使関係法

雇用政策法

社会保険法

社会福祉法

国際法概論

国際政治学Ⅱ

ヨーロッパ政治論

アメリカ政治論

中国政治論

ジェンダーと法

情報と法

社会調査論Ⅰ
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単位 備　　考

異文化理解Ⅰ 2

異文化理解Ⅱ 2

日本史概論Ⅰ 2

日本史概論Ⅱ 2

世界史概論Ⅰ 2

世界史概論Ⅱ 2

国際政治学Ⅰ 2

国際社会と法 2

市民社会と法 2

日本と国際法 2

Intensive English W/R　Ⅰ 2

Intensive English W/R　Ⅱ 2

Intensive English L/S　Ⅰ 2

Intensive English L/S　Ⅱ 2

日本語１ 2 　　　留学生科目

日本語２ 2 　　　留学生科目

日本語３ 2 　　　留学生科目

日本語４ 2 　　　留学生科目

Exam Prep. Ⅰ 2

Exam Prep. Ⅱ 2

情報処理基礎 2

データサイエンス基礎 2

メディアリテラシー 2

コミュニケーション論 2

ことばと文化 2

日本経済入門 2

世界経済入門 2

経営学概論 2

国際ビジネス概論 2

日本文化論 2

比較文化論 2

多文化共生社会論 2

Japanese Culture 2

Japanese History 2

Japanese Society 2

Japanese Geography 2

Japanese Law and Society 2

Comparative Culture 2

Comparative Legal System 2

ジェンダー論 2

宗教学 2

社会思想史 2

アジア史 2

アメリカ史 2

アメリカ外交史 2

ヨーロッパ史 2

現代中国事情 2

現代東南アジア事情 2

現代オセアニア事情 2

現代アメリカ事情 2

現代ヨーロッパ事情 2

現代中東事情 2

Regional Studies（Asia） 2

Regional Studies（Oceania） 2

Regional Studies（America） 2

Regional Studies（Europe） 2

国際政治学Ⅱ 2

国際関係論 2

比較政治学 2

対外政策論 2

安全保障と国際法 2

（４）令和5年度　国際学部　国際学科
　　　専門教育科目

学科 授　業　科　目

　
国
際
学
科

10単位以上を修得すること

Intensive English W/R Ⅰ、Intensive English W/R

Ⅱ、Intensive English L/S Ⅰ、Intensive English L/S

Ⅱの4科目8単位を含め、20単位以上を修得すること

ただし、外国人留学生は、当該英語科目に係る必修

要件を、日本語１、 日本語２、日本語３、 日本語４の4

科目8単位の修得をもって満たすことができる
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

国際紛争の平和的解決と国際法 2

核問題と安全保障 2

International Relations and Law
（Introduction to International Law）

2

国際協力法 2

国際人権法 2

国際社会と人の移動 2

International Migration 2

Multiculturalism in Modern Society 2

異文化適応論 2

政治地理学 2

NPO・NGO論 2

地方自治と国際協力 2

国際機構論 2

比較税制論 2

社会保障の国際比較 2

都市計画の国際比較 2

資源・エネルギー論 2

Advanced English W/R　Ⅰ 2

Advanced English W/R　Ⅱ 2

Advanced English L/S　Ⅰ 2

Advanced English L/S　Ⅱ 2

日本語５ 2 　　　留学生科目

日本語６ 2 　　　留学生科目

日本語７ 2 　　　留学生科目

日本語８ 2 　　　留学生科目

Academic WritingⅠ 2

Academic WritingⅡ 2

Business Communication　Ⅰ 2

Business Communication　Ⅱ 2

Exam　Prep．Ⅲ 2

Exam　Prep．Ⅳ 2

Exam　Prep．Ⅴ 2

Exam　Prep．Ⅵ 2

Comprehensive English　Ⅰ 2

Comprehensive English　Ⅱ 2

Current Affairs 2

Readings for Global Issues Ⅰ 2

Readings for Global Issues Ⅱ 2

翻訳実践 2

観光英語 2

貿易英語 2

日本語文章表現Ⅰ 2

日本語文章表現Ⅱ 2

日本語コミュニケーション技法Ⅰ 2

日本語コミュニケーション技法Ⅱ 2

アカデミックライティング 2

テクニカルライティング 2

情報セキュリティ論 2

ビジネスアプリケーション 2

クラウド活用実践 2

データマイニング 2

Webデザイン実践 2

メディア論 2

グローバル化とメディア 2

ソーシャルメディア論 2

メディアと広告 2

ジャーナリズム論 2

社会心理学 2

異文化コミュニケーション 2

プレゼンテーション実践 2

ディベート実践　 2

ビジネス交渉 2

日本経済論 2

　

〈国際コミュニケーションコース〉

Advanced English W/R Ⅰ、Advanced English W/R Ⅱ、Advanced English L/S Ⅰ、Advanced 

English L/S Ⅱの4科目8単位を含め、30単位以上を修得すること

ただし、外国人留学生は、当該英語科目に係る必修要件を、日本語５、 日本語６、日本語７、 日本

語８の4科目8単位の修得をもって満たすことができる

〈グローバルキャリアコース〉

Advanced English W/R Ⅰ、Advanced English W/R Ⅱ、Advanced English L/S Ⅰ、Advanced 

English L/S Ⅱの4科目8単位を含め、10単位以上を修得すること

ただし、外国人留学生は、当該英語科目に係る必修要件を、日本語５、 日本語６、日本語７、 日本

語８の4科目8単位の修得をもって満たすことができる
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単位 備　　考学科 授　業　科　目

世界経済論 2

経済政策概論 2

国際経済学概論 2

環境経済論 2

国際金融概論 2

比較経済論 2 　

Japanese Economy 2

中国経済論 2

東南アジア経済論 2

アメリカ経済論 2

ヨーロッパ経済論 2

ロシア経済論 2

航空経済論 2 　

Contemporary Economic Issues 2

経営管理概論 2

経営戦略論 2

Business Management 2

会計学概論 2

税法 2

国際会計論 2

経営情報概論 2

マーケティング論 2

流通システム論 2

ビジネス統計 2

国際経営論 2

外国為替論 2

貿易商務論 2

貿易金融論 2

国際取引と法（契約と決済） 2

国際取引と法（紛争処理） 2

国際ビジネスと知的財産 2

観光概論 2

観光資源論 2

国際観光論 2

航空実務 2

クルーズ・ビジネス論 2

ホスピタリティ論 2

Tourism and World Heritages 2

医療ビジネス論 2

基礎演習A 2

基礎演習B 2

専門演習ⅠA 2

専門演習ⅠB 2

専門演習ⅡA 2

専門演習ⅡB 2

専門演習ⅢA 2

専門演習ⅢB 2

海外語学研修 2

フィールド・プロジェクトⅠ 2

フィールド・プロジェクトⅡ 2

国際キャリア開発A 2

国際キャリア開発B 2

国際キャリアデザインA 2

国際キャリアデザインB 2

国際キャリア演習A 2

国際キャリア演習B 2

インターンシップ 2

海外インターンシップ 2

　

〈グローバルキャリアコース〉

30単位以上を修得すること

〈国際コミュニケーションコース〉

10単位以上を修得すること

基礎演習A、基礎演習Bの

2科目4単位必修

海外語学研修、フィールド・プロジェクトⅠの

いずれか１科目2単位選択必修

学則ー41



単位 備　　考

4

4

4

4

2

2

4

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

（１）日本語科目

単位 備　　考

2

2

2

2

2

2

1 選択

1 選択

1 選択

2 選択

2 選択

単位 備　　考

日本事情入門 2 選択

現代日本事情 2 選択

日本語会話

日本語表現

共
通
教
育
科
目

一
般
教
養
科
目

日本語総合演習Ａ

日本語総合演習Ｂ

（２）日本事情に関する科目

学科目 授　業　科　目

日本語Ⅳ

選択必修
経済学部、経営学部、法学部のみ開設
国際学部の科目は、別表２（４）において定める

日本語Ⅴ

日本語Ⅵ

日本語読解

＜別表４＞
日本語及び日本事情に関する科目

授　業　科　目

日本語Ⅰ

日本語Ⅱ

日本語Ⅲ

生徒指導・進路指導論

社会科教育法

社会・地理歴史科教育法

社会・公民科教育法

＜別表３＞
各教科の指導法及び教育の基礎的理解に関する科目等

授　業　科　目

教育課程論

道徳理論と指導法

総合的な学習の時間の指導法

特別活動論

教育の方法及び技術（情報通信技術の活用含む）

教育原理

教職論

教育行政学

教育心理学

特別支援教育概論

教育実践指導論

教育実習Ⅰ

教育実習Ⅱ

教職実践演習

教育相談論
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＜別表５＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

入学検定料 35,000 35,000 35,000 35,000

＜別表６＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

科目等履修生検定料 5,000 5,000 5,000 5,000

＜別表７＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

転学部検定料 5,000 5,000 5,000 5,000

転学科検定料 5,000 － － －

＜別表８＞
（１）平成17年度以降入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

入学金 200,000 200,000 200,000 200,000

ただし、次の（２）に掲げる者を除く。

（２）平成17・18年度3年次編入・転入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目

入学金

＜別表９＞
（１）平成17年度以降入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

1年次授業料（年額） 996,000 996,000 996,000 996,000

２年次授業料（年額） 1,016,000 1,016,000 1,016,000 1,016,000

３年次授業料（年額） 1,036,000 1,036,000 1,036,000 1,036,000

４年次授業料（年額） 1,056,000 1,056,000 1,056,000 1,056,000

経済学部 法学部

250,000 250,000
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ただし、次の（２）に掲げる平成17･18年度3年次編入・転入学者を除く。

（２）平成16年度以前入学者、平成17・18年度3年次編入・転入学者

（単位：円）
　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目

授業料（年額）

＜別表１０＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

在籍料（各学期） 60,000 60,000 60,000 60,000

＜別表１１＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

聴講料（1単位につき） 5,000 5,000 5,000 5,000

＜別表１２＞
（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　学部
費目 経済学部 経営学部 法学部 国際学部

履修登録料 5,000 5,000 5,000 5,000

履修料（1単位につき） 10,000 10,000 10,000 10,000

956,000 956,000

授業料はスライド制とし、「人事院勧告による国家公務員給与改定率（定昇率含む。）」に準じて毎年度
改定する。

経済学部 法学部
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大阪経済法科大学学則 変更事項を記載した書類 

 

 

＜変更の事由及び変更点＞ 

 

 令和５年度からの経営学部経営学科の収容定員増に伴い、以下のとおり、学

則変更を行う。 

 

（１）経営学部経営学科の入学定員を２００名から２２０名に、収容定員を８

００名から８８０名に変更する。（第３条） 

 

（２）経営学部経営学科の学生の卒業に要する単位数を変更する。（第７条） 

 

（３）附則を追加する。 

 

（４）経営学部経営学科の学生の卒業に要する共通教育科目の単位数を変更す

る。（別表１（２）） 

 

（５）経営学部経営学科の専門教育科目の新規開設、廃止、名称変更及び位置

変更を行うとともに、経営学部経営学科の必修科目、選択必修科目、コー

ス名称、コース基本科目、コース基本科目の選択必修単位数を変更する。（別

表２（２）） 

 

以上 
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大阪経済法科大学学則 変更部分の新旧対照表 

 

下線は変更箇所を示す。 

現 行 変更案 変更理由 

 

［第１条～第２条の３ 略］ 

 

 

［第１条～第２条の３ 略］ 

 

 

 

第３条 各学部学科の入学定員及び収

容定員は、次のとおりとする。 

第３条 各学部学科の入学定員及び収

容定員は、次のとおりとする。 

 

 

学部 学科 
入学 

定員 

収容 

定員 

経済 

学部 

経済 

学科 
220名 880名 

経営 

学部 

経営 

学科 
200名 800名 

法学部 
法律 

学科 
260名 

1,040

名 

国際 

学部 

国際 

学科 
200名 800名 

 

 

学部 学科 
入学 

定員 

収容 

定員 

経済 

学部 

経済 

学科 
220名 880名 

経営 

学部 

経営 

学科 
220名 880名 

法学部 
法律 

学科 
260名 

1,040

名 

国際 

学部 

国際 

学科 
200名 800名 

 

 

経営学部経営学科の

入学定員及び収容定

員を変更する 

 

［第４条～第６条 略］ 

 

［第４条～第６条 略］ 

 

第７条 各学部学科の学生の卒業に

要する単位数は、次のとおりとす

る。 

（１） 経済学部経済学科 

 ［略］ 

 

（２）経営学部経営学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 30単位以上 

専門教育科目 80単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教

育科目から 14単位 

合計 124単位 

 

（３）法学部法律学科 

 ［略］ 

 

（４）国際学部国際学科 

 ［略］ 

第７条 各学部学科の学生の卒業に

要する単位数は、次のとおりとす

る。 

（１） 経済学部経済学科 

 ［略］ 

 

（２）経営学部経営学科 

授業科目 単位数 

共通教育科目 20単位以上 

専門教育科目 90単位以上 

その他、共通教育科目及び専門教

育科目から 14単位 

合計 124単位 

 

（３）法学部法律学科 

 ［略］ 

 

（４）国際学部国際学科 

 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

経営学部経営学科の

学生の卒業に要する

単位数を変更する 
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［第７条第２項～第５６条 略］ 

 

 

［第７条第２項～第５６条 略］ 

 

 

 

 

附則 

１ この学則は、令和５年４月１日か

ら施行する。 

２ 令和４年度以前の入学者の授業科

目については、なお従前の例による。

ただし、別表２（２）の新規開設科

目については、令和４年度以前の入

学者にも適用する。 

３ 経営学部経営学科の収容定員は、

改正後の第３条の規定にかかわら

ず、令和５年度、令和６年度及び令

和７年度については次のとおりとす

る。 

学部 

学科 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

経営学部 

経営学科 
820 名 840 名 860 名 

 

附則を追加する 
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変更理由

年度変更

単位 備考 単位 備考

文章表現入門 2 文章表現入門 2

数的処理ⅠＡ 2 数的処理ⅠＡ 2

数的処理ⅠＢ 2 数的処理ⅠＢ 2

基礎体育Ａ 1 基礎体育Ａ 1

基礎体育Ｂ 1 基礎体育Ｂ 1

英語ＣⅠ 2 英語ＣⅠ 2

英語ＣⅡ 2 英語ＣⅡ 2

英語ＣⅢ 2 英語ＣⅢ 2

英語ＣⅣ 2 英語ＣⅣ 2

視聴覚英語 2 視聴覚英語 2

英語表現 2 英語表現 2

ドイツ語Ⅰ 2 ドイツ語Ⅰ 2

ドイツ語Ⅱ 2 ドイツ語Ⅱ 2

フランス語Ⅰ 2 フランス語Ⅰ 2

フランス語Ⅱ 2 フランス語Ⅱ 2

中国語Ⅰ 2 中国語Ⅰ 2

中国語Ⅱ 2 中国語Ⅱ 2

韓国語Ⅰ 2 韓国語Ⅰ 2

韓国語Ⅱ 2 韓国語Ⅱ 2

ロシア語Ⅰ 2 ロシア語Ⅰ 2

ロシア語Ⅱ 2 ロシア語Ⅱ 2

哲学 2 哲学 2

倫理学 2 倫理学 2

論理学 2 論理学 2

日本史 2 日本史 2

日本近現代史 2 日本近現代史 2

東洋史 2 東洋史 2

西洋史 2 西洋史 2

考古学 2 考古学 2

文化人類学 2 文化人類学 2

文学 2 文学 2

言語学 2 言語学 2

教育学 2 教育学 2

心理学 2 心理学 2

日本国憲法 2 日本国憲法 2

法学 2 法学 2

政治学 2 政治学 2

経済学 2 経済学 2

地理学 2 地理学 2

社会学 2 社会学 2

科学技術史 2 科学技術史 2

数的処理ⅡＡ 2 数的処理ⅡＡ 2

数的処理ⅡＢ 2 数的処理ⅡＢ 2

統計学Ⅰ 2 統計学Ⅰ 2

統計学Ⅱ 2 統計学Ⅱ 2

数理論理学 2 数理論理学 2

生物学 2 生物学 2

情報システム論 2 情報システム論 2

ソフトウェア論 2 ソフトウェア論 2

ハードウェア論 2 ハードウェア論 2

ネットワーク論 2 ネットワーク論 2

ワープロ実践 2 ワープロ実践 2

表計算実践 2 表計算実践 2

データベース実践 2 データベース実践 2

デジタルプレゼンテーション 2 デジタルプレゼンテーション 2

Ｗeｂデザイン 2 Ｗeｂデザイン 2

環境論 2 環境論 2

平和学 2 平和学 2

マスコミ論 2 マスコミ論 2

［　　略　　］ ［　　略　　］

＜別表１＞
（１）令和4年度　共通教育科目（経済学部経済学科）

＜別表１＞
（１）令和5年度　共通教育科目（経済学部経済学科）

現行 変更案

（２）令和4年度　共通教育科目（経営学部経営学科） （２）令和5年度　共通教育科目（経営学部経営学科）

学科目 授業科目 学科目 授業科目

共
通
教
育
科
目

基
礎
科
目

共通教育科目から30単位
以上を修得すること（ただ
し、いずれか1種類の外国
語4単位を含む。）

共
通
教
育
科
目

基
礎
科
目

共通教育科目の
単位数の変更

共通教育科目から20単位
以上を修得すること（ただ
し、いずれか1種類の外国
語4単位を含む。）

　　いずれかの
　　外国語１種類
　　２科目４単位
　　選択必修

　　いずれかの
　　外国語１種類
　　２科目４単位
　　選択必修

一
般
教
養
科
目

一
般
教
養
科
目
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変更理由現行 変更案

地域文化論 2 地域文化論 2

芸術学 2 芸術学 2

河内学 2 河内学 2

現代社会学 2 現代社会学 2

現代社会と人権 2 現代社会と人権 2

現代社会と教育 2 現代社会と教育 2

現代社会と健康 2 現代社会と健康 2

現代社会と日本語 2 現代社会と日本語 2

現代社会と科学 2 現代社会と科学 2

現代社会と観光 2 現代社会と観光 2

現代社会とメディア 2 現代社会とメディア 2

数的推理（数の性質） 2 数的推理（数の性質） 2

数的推理（確率と図形） 2 数的推理（確率と図形） 2

判断推理（論理） 2 判断推理（論理） 2

判断推理（図形） 2 判断推理（図形） 2

文章理解Ⅰ 2 文章理解Ⅰ 2

文章理解Ⅱ 2 文章理解Ⅱ 2

資料解釈 2 資料解釈 2

学校ボランティア 2 学校ボランティア 2

心とからだの病理学 2 心とからだの病理学 2

スポーツ論 2 スポーツ論 2

ワープロ応用 2 ワープロ応用 2

表計算応用 2 表計算応用 2

プログラミング実践 2 プログラミング実践 2

情報科学演習 2 情報科学演習 2

人権の諸問題 2 人権の諸問題 2

多文化共生論 2 多文化共生論 2

海運と港湾 2 海運と港湾 2

日本の水産業と世界の水産業 2 日本の水産業と世界の水産業 2

日本の農業 2 日本の農業 2

世界の農業 2 世界の農業 2

地球と環境 2 地球と環境 2

資源･エネルギーと環境 2 資源･エネルギーと環境 2

環境と経営 2 環境と経営 2

環境と社会 2 環境と社会 2

環境と海洋 2 環境と海洋 2

環境保全論 2 環境保全論 2

環境フィールドスタディⅠ 2 環境フィールドスタディⅠ 2

環境フィールドスタディⅡ 2 環境フィールドスタディⅡ 2

ビジネスリテラシー 2 ビジネスリテラシー 2

総合演習ａ 2 総合演習ａ 2

総合演習ｂ 2 総合演習ｂ 2

スポーツ指導論 2 スポーツ指導論 2

スポーツ管理論 2 スポーツ管理論 2

生涯スポーツＡ 1 生涯スポーツＡ 1

生涯スポーツＢ 1 生涯スポーツＢ 1

フィットネス実習Ａ 1 フィットネス実習Ａ 1

フィットネス実習Ｂ 1 フィットネス実習Ｂ 1

トレーニング演習Ａ 2 トレーニング演習Ａ 2

トレーニング演習Ｂ 2 トレーニング演習Ｂ 2

東アジア近現代史 2 東アジア近現代史 2

東アジア女性史 2 東アジア女性史 2

英語総合演習Ａ 2 英語総合演習Ａ 2

英語総合演習Ｂ 2 英語総合演習Ｂ 2

中国語総合演習Ａ 2 中国語総合演習Ａ 2

中国語総合演習Ｂ 2 中国語総合演習Ｂ 2

ロシア語総合演習Ａ 2 ロシア語総合演習Ａ 2

ロシア語総合演習Ｂ 2 ロシア語総合演習Ｂ 2

英語コミュニケーション演習 4 英語コミュニケーション演習 4

中国語コミュニケーション演習 4 中国語コミュニケーション演習 4

韓国語コミュニケーション演習 4 韓国語コミュニケーション演習 4

英語会話 1 英語会話 1

中国語会話 1 中国語会話 1

韓国語会話 1 韓国語会話 1

英語研修Ⅰ 2 英語研修Ⅰ 2

英語研修Ⅱ 2 英語研修Ⅱ 2

ドイツ語研修Ⅰ 2 ドイツ語研修Ⅰ 2

ドイツ語研修Ⅱ 2 ドイツ語研修Ⅱ 2

共
通
教
育
科
目

共
通
教
育
科
目

外
国
語
研
修
科
目

外
国
語
研
修
科
目

一
般
教
養
科
目

一
般
教
養
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目
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変更理由現行 変更案

フランス語研修Ⅰ 2 フランス語研修Ⅰ 2

フランス語研修Ⅱ 2 フランス語研修Ⅱ 2

中国語研修Ⅰ 2 中国語研修Ⅰ 2

中国語研修Ⅱ 2 中国語研修Ⅱ 2

韓国語研修Ⅰ 2 韓国語研修Ⅰ 2

韓国語研修Ⅱ 2 韓国語研修Ⅱ 2

ロシア語研修Ⅰ 2 ロシア語研修Ⅰ 2

ロシア語研修Ⅱ 2 ロシア語研修Ⅱ 2

英検 2 英検 2

ＴＯＥＩＣ 2 ＴＯＥＩＣ 2

ＴＯＥＦＬ 2 ＴＯＥＦＬ 2

ＩＥＬＴＳ 2 ＩＥＬＴＳ 2

実用独語技能検定 2 実用独語技能検定 2

実用仏語技能検定 2 実用仏語技能検定 2

中国語検定 2 中国語検定 2

中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 2 中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 2

韓国語能力試験 2 韓国語能力試験 2

ハングル能力検定試験 2 ハングル能力検定試験 2

ロシア語能力検定試験 2 ロシア語能力検定試験 2

ＩＴ資格初級 1 ＩＴ資格初級 1

ＩＴパスポート 2 ＩＴパスポート 2

基本情報技術者 4 基本情報技術者 4

福祉住環境コーディネーター 2 福祉住環境コーディネーター 2

環境社会検定 2 環境社会検定 2

年度変更

年度変更（４）令和4年度　共通教育科目（国際学部国際学科） （４）令和5年度　共通教育科目（国際学部国際学科）

［　　略　　］ ［　　略　　］

共
通
教
育
科
目

共
通
教
育
科
目

外
国
語
研
修
科
目

（３）令和4年度　共通教育科目（法学部法律学科） （３）令和5年度　共通教育科目（法学部法律学科）

［　　略　　］ ［　　略　　］

外
国
語
研
修
科
目

技
能
資
格
関
連
科
目

技
能
資
格
関
連
科
目

RR
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変更理由

年度変更

年度変更

学科 単位 備   考 学科 単位 備   考

経営学基礎 2 経営学基礎 2

会計学基礎 2 会計学基礎 2

マーケティング基礎 2 名称変更、位置変更

商業学 2 位置変更

ビジネス情報基礎 2 ビジネス情報基礎 2

データサイエンス基礎 2 データサイエンス基礎 2

経営管理論Ⅰ 2 経営管理論Ⅰ 2

経営管理論Ⅱ 2 位置変更

経営組織論Ⅰ 2 経営組織論Ⅰ 2

経営組織論Ⅱ 2 位置変更

人的資源管理論 2 位置変更

経営戦略論Ⅰ 2 経営戦略論Ⅰ 2

経営戦略論Ⅱ 2 位置変更

経営管理論Ⅱ 2 位置変更

マーケティング概論 2 名称変更、位置変更

マーケティング戦略論Ⅰ 2 マーケティング戦略論Ⅰ 2

マーケティング戦略論Ⅱ 2 位置変更

現代産業論Ⅰ 2 現代産業論Ⅰ 2

現代産業論Ⅱ 2 現代産業論Ⅱ 2

初級簿記 4 初級簿記 4

会計学 2 会計学 2

経営情報論Ⅰ 2 経営情報論Ⅰ 2

経営情報論Ⅱ 2 位置変更

情報管理論Ⅰ 2 名称変更、位置変更

情報管理論Ⅱ 2 廃止

ビジネス統計学Ⅰ 2 ビジネス統計学Ⅰ 2

ビジネス統計学Ⅱ 2 位置変更

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2 位置変更

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2 位置変更

外国書講読A 2 廃止

外国書講読B 2 廃止

企業論 2 企業論 2

ビジネス法入門 2 廃止

民法概論 2 新規開設

ビジネスプレゼンテーション 2 位置変更

商業学 2 位置変更

日本経営史 2 位置変更

経営学史 2 新規開設

経済学基礎 2 新規開設

経営組織論Ⅱ 2 位置変更

経営戦略論Ⅱ 2 位置変更

人的資源管理論 2 位置変更

生産管理論Ⅰ 2 生産管理論Ⅰ 2

生産管理論Ⅱ 2 生産管理論Ⅱ 2

企業形態論 2 廃止

世界経営史 2 世界経営史 2

日本経営史 2 位置変更

中小企業政策論 2 廃止

中小企業経営論 2 中小企業経営論 2

産業技術論Ⅰ 2 廃止

産業技術論Ⅱ 2 廃止

経営工学概論 2 廃止

国際経営概論 2 国際経営概論 2

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2 位置変更

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2 位置変更

国際ビジネス論 2 廃止

経営立地論Ⅰ 2 経営立地論 2 名称変更

経営立地論Ⅱ 2 廃止

経営心理学 2 経営心理学 2

経営倫理論 2 経営倫理論 2

＜別表２＞
（１）令和5年度　経済学部　経済学科
　　　専門教育科目

 
経
営
学
科

［　　略　　］ ［　　略　　］

 
経
営
学
科

現行 変更案

（２）令和5年度　経営学部　経営学科
　　　専門教育科目

授業科目

＜別表２＞
（１）令和4年度　経済学部　経済学科
　　　専門教育科目

（２）令和4年度　経営学部　経営学科
　　　専門教育科目

授業科目
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変更理由現行 変更案

公共経営論 2 廃止

リスクマネジメント論 2 位置変更

リーダーシップ論 2 位置変更

ベンチャービジネス論 2 位置変更

キャリアマネジメント論 2 新規開設

CSR経営論 2 新規開設

ダイバーシティ論 2 新規開設

SDGsと企業 2 新規開設

流通産業論 2 廃止

サプライチェーンマネジメント論 2 新規開設

流通システム論 2 流通システム論 2

マーケティング戦略論Ⅱ 2 位置変更

マーケティングリサーチ 2 マーケティングリサーチ 2

ビジネス統計学Ⅱ 2 位置変更

広告心理論 2 広告心理論 2

社会心理学 2 社会心理学 2

製品開発論 2 製品開発論 2

ホスピタリティ論 2 ホスピタリティ論 2

観光論 2 観光論 2

国際観光論 2 廃止

スポーツマネジメント論 2 スポーツマネジメント論 2

貿易論Ⅰ 2 貿易論Ⅰ 2

貿易論Ⅱ 2 貿易論Ⅱ 2

輸送論Ⅰ 2 廃止

輸送論Ⅱ 2 廃止

外国為替 2 廃止

証券論 2 証券論 2

銀行論Ⅰ 2 銀行論 2 名称変更

銀行論Ⅱ 2 廃止

保険論 2 保険論 2

ベンチャービジネス論 2 位置変更

リスクマネジメント論 2 位置変更

コーポレートファイナンス論 2 コーポレートファイナンス論 2

ファイナンシャル・プランニングⅠ 2 ファイナンシャル・プランニングⅠ 2

ファイナンシャル・プランニングⅡ 2 ファイナンシャル・プランニングⅡ 2

ビジネスプレゼンテーション 2 位置変更

リーダーシップ論 2 位置変更

販売管理論Ⅰ 2 販売管理論Ⅰ 2

販売管理論Ⅱ 2 販売管理論Ⅱ 2

消費者行動論 2 新規開設

中級簿記 4 中級簿記 4

工業簿記 4 工業簿記 4

上級簿記 2 上級簿記 2

連結会計論 2 廃止

コンピュータ会計 2 廃止

財務会計論 2 名称変更、位置変更

管理会計論 2 管理会計論 2

原価計算論 2 原価計算論 2

税務会計Ⅰ 2 税務会計 2 名称変更

税務会計Ⅱ 2 廃止

監査論 2 監査論 2

経営分析Ⅰ 2 経営分析Ⅰ 2

経営分析Ⅱ 2 経営分析Ⅱ 2

国際会計論 2 廃止

財務会計論Ⅰ 2 名称変更、位置変更

財務会計論Ⅱ 2 新規開設

財務会計論Ⅲ 2 新規開設

会計学特殊講義Ⅰ 2 新規開設

会計学特殊講義Ⅱ 2 新規開設

会計学特殊講義Ⅲ 2 新規開設

会計学特殊講義Ⅳ 2 新規開設

経営情報論Ⅱ 2 位置変更

情報処理論Ⅰ 2 情報処理論Ⅰ 2

情報処理論Ⅱ 2 情報処理論Ⅱ 2

情報管理論 2 名称変更、位置変更

ICTビジネス論Ⅰ 2 ICTビジネス論 2 名称変更

ICTビジネス論Ⅱ 2 廃止

海外フィールドスタディ 2 海外フィールドスタディ 2

Practical Business EnglishⅠ 2 Practical Business EnglishⅠ 2

Practical Business EnglishⅡ 2 Practical Business EnglishⅡ 2

 
経
営
学
科

 
経
営
学
科
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変更理由現行 変更案

Global Strategic Management 2 Global Strategic Management 2

Financial and Investment Analysis 2 Financial and Investment Analysis 2
Advanced Practical Business English 2 Advanced Practical Business English 2

International Business in English 2 International Business in English 2

Information Technology in
Business in English

2
Information Technology in
Business in English

2

Marketing in English 2 Marketing in English 2

Accounting in English 2 Accounting in English 2

日本経済論Ⅰ 2 日本経済論Ⅰ 2

日本経済論Ⅱ 2 日本経済論Ⅱ 2

世界経済論 2 世界経済論 2

ビジネス取引法 2 廃止

ビジネス金融法 2 廃止

企業法 2 廃止

商法・会社法概論 2 新規開設

企業コンプライアンスとリスク管理 2 企業コンプライアンスとリスク管理 2

商取引法 2 廃止

雇用関係法 2 雇用関係法 2

租税法 2 租税法Ⅰ 2 名称変更

租税法Ⅱ 2 新規開設

ビジネス紛争処理法 2 廃止

ビジネスと知的財産 2 廃止

基礎演習A 2 基礎演習A 2

基礎演習B 2 基礎演習B 2

専門演習ⅠA 2 専門演習ⅠA 2

専門演習ⅠB 2 専門演習ⅠB 2

経営学特別演習ⅠA 2 廃止

経営学特別演習ⅠB 2 廃止

会計学特別演習ⅠA 2 廃止

会計学特別演習ⅠB 2 廃止

ICTビジネス特別演習ⅠA 2 廃止

ICTビジネス特別演習ⅠB 2 廃止

BLP特別演習ⅠA 2 廃止

BLP特別演習ⅠB 2 廃止

専門演習ⅡA 2 専門演習ⅡA 2

専門演習ⅡB 2 専門演習ⅡB 2

経営学特別演習ⅡA 2 廃止

経営学特別演習ⅡB 2 廃止

会計学特別演習ⅡA 2 廃止

会計学特別演習ⅡB 2 廃止

ICTビジネス特別演習ⅡA 2 廃止

ICTビジネス特別演習ⅡB 2 廃止

BLP特別演習ⅡA 2 廃止

BLP特別演習ⅡB 2 廃止

卒業研究A 2 卒業研究A 2

卒業研究B 2 卒業研究B 2

卒業論文 4 卒業論文 4

ビジネスキャリア基礎A 2 ビジネスキャリア基礎A 2

ビジネスキャリア基礎B 2 ビジネスキャリア基礎B 2

ビジネスキャリア研究A 2 ビジネスキャリア研究A 2

ビジネスキャリア研究B 2 ビジネスキャリア研究B 2

ビジネスキャリア実践A 2 ビジネスキャリア実践A 2

ビジネスキャリア実践B 2 ビジネスキャリア実践B 2

ビジネスキャリア実践C 2 廃止

ビジネス実践 2 廃止

インターンシップⅠ 1 インターンシップⅠ 1

インターンシップⅡ 1 インターンシップⅡ 1

インターンシップⅢ 1 インターンシップⅢ 1

インターンシップⅣ 1 インターンシップⅣ 1

海外インターンシップ 2 海外インターンシップ 2

ファイナンシャルプランナー 4 ファイナンシャルプランナー 4

販売士 2 販売士 2

宅地建物取引士 4 宅地建物取引士 4

社会保険労務士 4 社会保険労務士 4

旅行業務取扱管理者 2 旅行業務取扱管理者 2

ビジネス実務法務検定 2 ビジネス実務法務検定 2

法学検定初級 1 法学検定初級 1

法学検定中級 2 法学検定中級 2

法学検定上級 4 法学検定上級 4

簿記検定初級 1 簿記検定初級 1

 
経
営
学
科

 
経
営
学
科
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変更理由現行 変更案

簿記検定中級 2 簿記検定中級 2

簿記検定上級 4 簿記検定上級 4

必修要件の変更

選択必修要件の変更

ビジネスデザインコース 現代企業戦略コース コース名称変更

基本科目 基本科目

生産管理論Ⅰ 経営組織論Ⅱ コース基本科目の変更

生産管理論Ⅱ 経営戦略論Ⅱ 選択必修単位数の変更

世界経営史 生産管理論Ⅰ

経営工学概論 生産管理論Ⅱ

国際経営概論 世界経営史

国際ビジネス論 中小企業経営論

経営立地論Ⅰ 国際経営概論

経営立地論Ⅱ 経営立地論

経営倫理論 リスクマネジメント論

流通産業論 ベンチャービジネス論

流通システム論 SDGsと企業

ベンチャービジネス論 サプライチェーンマネジメント論

リスクマネジメント論 流通システム論

リーダーシップ論 貿易論Ⅰ

経営分析Ⅰ 貿易論Ⅱ

経営分析Ⅱ コーポレートファイナンス論

ICTビジネス論Ⅰ 経営分析Ⅰ

ICTビジネス論Ⅱ 経営分析Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ 経営情報論Ⅱ

Practical Business EnglishⅡ Practical Business EnglishⅠ

Global Strategic Management Practical Business EnglishⅡ

International Business in English 世界経済論

Information Technology in
Business in English

商法・会社法概論

ビジネス取引法 企業コンプライアンスとリスク管理

企業コンプライアンスとリスク管理

組織・人材マネジメントコース 人材・組織マネジメントコース コース名称変更

基本科目 基本科目

企業形態論 経営組織論Ⅱ コース基本科目の変更

日本経営史 人的資源管理論 選択必修単位数の変更

中小企業政策論 世界経営史

中小企業経営論 中小企業経営論

経営工学概論 国際経営概論

（選択必修）
・経営管理論Ⅱ、マーケティング戦
略論Ⅰ、現代産業論Ⅰ、現代産業
論Ⅱ、初級簿記、会計学、経営情
報論Ⅰ、ビジネス統計学Ⅰ、企業
論、民法概論、ビジネスプレゼン
テーション、商業学、日本経営
史、経営学史、経済学基礎から14
単位以上選択必修
・ビジネスキャリア基礎Ａ、ビジネス
キャリア基礎Ｂ、ビジネスキャリア
研究Ａ、ビジネスキャリア研究Ｂ、
ビジネスキャリア実践Ａ、ビジネス
キャリア実践Ｂから4単位以上選択
必修

 
経
営
学
科

 
経
営
学
科

（必修）
経営学基礎、会計学基礎、卒業研
究A、卒業研究Bの4科目8単位必
修

（選択必修）
・経営管理論Ⅰ、経営管理論Ⅱ、
経営組織論Ⅰ、経営組織論Ⅱ、
人的資源管理論、経営戦略論
Ⅰ、経営戦略論Ⅱ、マーケティン
グ概論、マーケティング戦略論Ⅰ、
マーケティング戦略論Ⅱ、現代産
業論Ⅰ、現代産業論Ⅱ、初級簿
記、会計学、経営情報論Ⅰ、経営
情報論Ⅱ、情報管理論Ⅰ、情報
管理論Ⅱ、ビジネス統計学Ⅰ、ビ
ジネス統計学Ⅱ、ビジネスプラン
ニング実践Ⅰ、ビジネスプランニ
ング実践Ⅱ、外国書講読Ａ、外国
書講読Ｂ、企業論、ビジネス法入
門から20単位以上選択必修
・インターンシップⅠ、インターン
シップⅡ、インターンシップⅢ、イ
ンターンシップⅣ（以上、各1単
位）、海外インターンシップ（2単
位）から2単位以上選択必修

（必修）
経営学基礎、会計学基礎、マーケ
ティング基礎、経営管理論Ⅰ、経
営組織論Ⅰ、経営戦略論Ⅰ、卒
業研究A、卒業研究Bの8科目16
単位必修

2
0
単
位
以
上
選
択
必
修

2
4
単
位
以
上
選
択
必
修
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変更理由現行 変更案

国際経営概論 経営心理学

経営心理学 経営倫理論

経営倫理論 リスクマネジメント論

公共経営論 リーダーシップ論

社会心理学 キャリアマネジメント論

ベンチャービジネス論 CSR経営論

リスクマネジメント論 ダイバーシティ論

リーダーシップ論 SDGsと企業

経営分析Ⅰ ビジネス統計学Ⅱ

経営分析Ⅱ 社会心理学

Practical Business EnglishⅠ ホスピタリティ論

Practical Business EnglishⅡ スポーツマネジメント論

Global Strategic Management ファイナンシャル・プランニングⅠ

International Business in English ファイナンシャル・プランニングⅡ

日本経済論Ⅰ 経営情報論Ⅱ

日本経済論Ⅱ 情報管理論

ビジネス取引法 日本経済論Ⅰ

企業法 日本経済論Ⅱ

企業コンプライアンスとリスク管理 雇用関係法

雇用関係法

企画マーケティングコース マーケティング戦略コース コース名称変更

基本科目 基本科目

中小企業政策論 経営戦略論Ⅱ コース基本科目の変更

中小企業経営論 人的資源管理論 選択必修単位数の変更

経営心理学 生産管理論Ⅰ

経営倫理論 生産管理論Ⅱ

流通産業論 ビジネスプランニング実践Ⅰ

流通システム論 ビジネスプランニング実践Ⅱ

マーケティングリサーチ ベンチャービジネス論

広告心理論 サプライチェーンマネジメント論

社会心理学 流通システム論

製品開発論 マーケティング戦略論Ⅱ

ホスピタリティ論 マーケティングリサーチ

観光論 ビジネス統計学Ⅱ

国際観光論 広告心理論

ベンチャービジネス論 社会心理学

ビジネスプレゼンテーション 製品開発論

販売管理論Ⅰ ホスピタリティ論

販売管理論Ⅱ 観光論

ICTビジネス論Ⅰ 販売管理論Ⅰ

ICTビジネス論Ⅱ 販売管理論Ⅱ

Practical Business EnglishⅠ 消費者行動論

Practical Business EnglishⅡ 情報処理論Ⅰ

Marketing in English 情報処理論Ⅱ

ビジネス取引法 情報管理論

企業コンプライアンスとリスク管理 ICTビジネス論

ビジネスと知的財産

会計専門職コース 会計専門職・企業財務コース コース名称変更

基本科目 基本科目

中級簿記 中級簿記 コース基本科目の変更

工業簿記 工業簿記 選択必修単位数の変更

上級簿記 上級簿記

原価計算論 管理会計論

財務会計論 原価計算論

連結会計論 税務会計

管理会計論 監査論

経営分析Ⅰ 経営分析Ⅰ

経営分析Ⅱ 経営分析Ⅱ

税務会計Ⅰ 財務会計論Ⅰ

税務会計Ⅱ 財務会計論Ⅱ

企業形態論 財務会計論Ⅲ

経営倫理論 証券論

 
経
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学
科

 
経
営
学
科

2
0
単
位
以
上
選
択
必
修

2
0
単
位
以
上
選
択
必
修

2
0
単
位
以
上
選
択
必
修

2
4
単
位
以
上
選
択
必
修

2
4
単
位
以
上
選
択
必
修

2
4
単
位
以
上
選
択
必
修
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変更理由現行 変更案

ビジネスプレゼンテーション 銀行論

コーポレートファイナンス論 保険論

ファイナンシャル・プランニングⅠ コーポレートファイナンス論

ファイナンシャル・プランニングⅡ ファイナンシャル・プランニングⅠ

Practical Business EnglishⅠ ファイナンシャル・プランニングⅡ

Practical Business EnglishⅡ CSR経営論

Accounting in English 経営情報論Ⅱ

日本経済論Ⅰ 商法・会社法概論

日本経済論Ⅱ 企業コンプライアンスとリスク管理

租税法 租税法Ⅰ

企業法 租税法Ⅱ

企業コンプライアンスとリスク管理

年度変更

年度変更

＜別表３＞ ～ ＜別表１２＞ ＜別表３＞ ～ ＜別表１２＞

（３）令和4年度　法学部　法律学科
　　　専門教育科目

（３）令和5年度　法学部　法律学科
　　　専門教育科目

 
経
営
学
科

 
経
営
学
科

［　　略　　］

［　　略　　］

［　　略　　］

［　　略　　］

（４）令和4年度　国際学部　国際学科
　　　専門教育科目

（４）令和5年度　国際学部　国際学科
　　　専門教育科目

［　　略　　］

［　　略　　］

修 修
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学則の変更の趣旨等を記載した書類

目次

【１】学則変更（収容定員変更）の内容 ・・・p.2

【２】学則変更（収容定員変更）の必要性 ・・・p.2

【３】学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 ・・・p.9

【４】2 以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画 ・・・p.21

学則変更の趣旨等ー1



学則の変更の趣旨等を記載した書類

【1】学則変更（収容定員変更）の内容 

令和 5 年 4 月から、大阪経済法科大学学則第 3 条に定める経営学部経営学科の入学定員を 200 人

から 220 人に、収容定員を 800 人から 880 人に変更する。 
以上の変更により、本学の入学定員及び収容定員は次の表のとおりとなる。

現行（令和４年度） 変更後（令和５年度）

学部 学科 入学定員 収容定員 学部 学科 入学定員 収容定員

経済学部 経済学科 220 人 880 人 経済学部 経済学科 220 人 880 人 
経営学部 経営学科 200 人 800 人 経営学部 経営学科 220 人 880 人 
法学部 法律学科 260 人 1,040 人 法学部 法律学科 260 人 1,040 人 
国際学部 国際学科 200 人 800 人 国際学部 国際学科 200 人 800 人 

計 880 人 3,520 人 計
900 人 

（20 人増） 

3,600 人 
（80 人増） 

【2】学則変更（収容定員変更）の必要性 

1. 大阪経済法科大学の沿革と経営学部の収容定員増

本大学は、昭和 46 年の創立以来、学ぶ意欲を持ち、そのための努力を惜しまない者すべてに門戸

が開かれた高等教育機関として尽力し、地元関西を中心に、産業界の第一線に立つビジネスパーソン

を始め、弁護士や公認会計士、税理士等の高度専門職業人、地方議会議員、公務員、教員等として、

社会の様々な分野で活躍する卒業生を輩出している。

近年においては、現代社会の変化に対応した人材養成に一層努めるため、次のとおり、収容定員増、

学部学科の設置、大学院研究科の設置及び改組転換を行ってきた。

平成 25 年 4 月 収容定員変更認可（経済学部経済学科入学定員 200 人から 320 人、 
法学部法律学科入学定員 200 人から 260 人） 

平成 26 年 4 月 経済学部経営学科（入学定員 160 人）届出設置 
経済学部経済学科定員変更（入学定員 320 人から 160 人） 

平成 27 年 4 月 大学院経済学研究科経済学専攻（入学定員 20 人）認可設置 
平成 28 年 4 月 国際学部国際学科（入学定員 140 人）認可設置 
平成 29 年 4 月 大学院経済学研究科経営学専攻（入学定員 10 人）届出設置 

大学院経済学研究科経済学専攻定員変更（入学定員 20 人から 10 人） 
平成 31 年 4 月 収容定員変更認可（経済学部経済学科入学定員 160 人から 200 人） 

経営学部経営学科（入学定員 200 人）届出設置（経済学部経営学科を改組転換） 
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令和 2 年 4 月 収容定員変更認可（国際学部国際学科入学定員 140 人から 200 人） 
令和 4 年 4 月 収容定員変更認可（経済学部経済学科入学定員 200 人から 220 人） 
 
以上により、本学は、学士課程教育として、経済学部経済学科、経営学部経営学科、法学部法律学

科、国際学部国際学科という 4 学部 4 学科（入学定員 880 人、収容定員 3,520 人）の体制に加え、

修士課程教育として経済学研究科経済学専攻・経営学専攻という 1 研究科 2 専攻（入学定員 20 人、

収容定員 40 人）の体制を構築している。 
今般、収容定員変更を申請する経営学部は、教育研究上の目的を「経営学を中心とする幅広い専門

知識と多様な応用能力を修得し、技術革新やグローバル化の進展によって産業や社会システムが変化

する中で、実践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題に主体的・創造的に対応できる人材の

育成を目指して、教育研究を行う」（学則第 2 条第 2 項（2））と定め、社会的要請に応える人材の育

成を推進しているが、下記 2 に記述する必要性に基づき、経営学部が平成 31 年度（令和元年度）の

開設から令和 4 年度に完成年度を迎えるのを機に、収容定員変更の認可申請を計画するに至った。 
 
2. 経営学部の定員増の必要性 
本学経営学部は、平成 31 年度（令和元年度）の設置以来、設置計画を着実に履行し、教育研究上

の目的を達成するため、学位授与の方針（DP）及び教育課程の編成・実施の方針（CP）に基づいて

教育活動を行ってきた。特色ある教育課程を編成・実施し、着実に教育実績を維持・向上させてきた

結果、コロナ禍という未曾有の危機により令和 3 年度入試では志願者数は減少したものの、開設以来

一貫して、競争的な入学者選抜を経て入学者を確保してきた。 
経営学部開設以来 3 年間の成果に基づき、コロナ禍を機に急速に変化する企業の経営課題に対し

て、実践的な解決力をもって対応できる人材を養成していくためには、より適正な入学定員・収容定

員を新たに定める必要性があると考えるに至った。今般の収容定員変更は、以下に述べる必要性から、

収容定員を変更し、文部科学省中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針」（令和 2 年 1 月

22 日とりまとめ）に沿って、専門的・順次的・組織的な教育課程をさらに充実させ、企業・社会が求

める有為な人材をより多く輩出していくためのものである。 

 

（1）経営学部における収容定員設定の考え方 

本学経営学部は、経済学部経営学科を基礎として、入学定員 160 人を 200 人に変更し、平成 31 年

度（令和元年度）に開設した。経営学部の開設時には、演習を中心とする少人数・双方向型の教育を

重視する観点から、比較的小規模な入学定員としたが、本学経営学部の現状に合わせて、より適正な

入学定員に変更し、企業経営をめぐる環境変化に対応して、より多様に展開・発展する経営学に関す

る教育をより充実させたいと考えている。 

【表１】は大阪府の私立大学のうち、経営学部経営学科を設置している本学を含む 11 大学の令和

4 年度入学定員等を示したものである。立命館大学、近畿大学という大規模総合大学を除く大阪府下

私立大学経営学部（総合経営学部含む）の入学定員の平均は 315.3 人、経営学部経営学科のみの平均

は 282.8 人である。このことから、大阪府下私立大学の経営学部においては、入学定員規模は概ね

300 人程度が一般的であると考えられ、本学経営学部の定員規模は、入試難易度が近い近隣他大学と

比較しても、明らかに小規模である。 

学則変更の趣旨等ー3



【表１】大規模総合大学を除く大阪府下私立大学経営学部の令和 4 年度入学定員 

 大学 学部 学科 入学定員 入試難易度 *1 

1 追手門学院大学 経営学部 経営学科 443 人 50.0 
2 摂南大学 経営学部 経営学科 280 人 50.0 
3 大阪経済大学 経営学部 経営学科*2 330 人 47.5 

4 大阪経済法科大学 
（本学） 

経営学部 経営学科 200 人 45.0 

5 桃山学院大学 経営学部 経営学科 295 人 45.0 

6 大阪学院大学 経営学部 
経営学科 

ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ経営学科 
（合計） 

280 人 
100 人 

（380 人） 

42.5 
42.5 
－ 

7 大阪産業大学 経営学部 
経営学科 
商学科 
（合計） 

300 人 
200 人 

（500 人） 

42.5 
42.5 
－ 

8 四天王寺大学 経営学部 経営学科 160 人 42.5 

9 大阪商業大学 総合経営学部 
経営学科 
商学科 
（合計） 

400 人 
150 人 

（550 人） 

40.0 
40.0 
－ 

10 太成学院大学 経営学部 現代ビジネス学科 70 人 40.0 

11 大阪成蹊大学 経営学部 
経営学科 

ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 
（合計） 

140 人 
120 人 

（260 人） 

37.5 
35.0 
－ 

大阪府下大学平均 
（経営学部の平均）   315.3 人 － 

大阪府下大学平均 
（経営学科のみの平均）   282.8 人 － 

*1 入試難易度は学校法人河合塾が発表した 2022 年度入試予想ランキング表(令和 3 年 6 月)を参照。 
*2 大阪経済大学はビジネス法学科及び第２部経営学科を除く。 

 

このような大阪府下私立大学経営学部の定員規模は、大阪府を中心に近畿一円から志願者・入学者

があるという進学需要とともに、現代社会の要請に応じて拡大・高度化する経営学の教育研究を充実

させる必要性を背景にしたものであると考えられる。 

経営学は、日本学術会議「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 経営学分

野」にもあるとおり、経営管理論・商学・会計学・経営情報学といった諸領域で構成されており、そ

れぞれが理論、実証、歴史などの多様なアプローチで研究されている。さらに昨今では、企業経営に

おいても、グローバル化や環境・人権問題の重要性が高まり、SDGs への対応が求められるなど、経

営学はより幅広い経済・社会課題への対応が求められている。また、社会・経済へのコロナ禍の影響

を含め、予測困難な時代を迎え、企業を取り巻く環境変化に適応することができる、経営学に関する

幅広い専門知識と実践的な課題解決力を備えた人材へのニーズが高まると思われる。 
本学経営学部の入学定員が大阪府下他大学と比較して小規模であることから、拡大・高度化する現

代の経営学の教育研究を充実させていく上で限界があり、本学経営学部の更なる発展において見直す

べき段階を迎えている。「（3）経営学部における教育研究の充実からの必要性」で述べるとおり、本

学経営学部は、「教学マネジメント指針」に沿って、学位授与の方針（DP）に基づき、学修目標をよ

り明確にし、順次的・組織的な教育課程へと見直しを行う予定である。よって、このような新たな教

育課程の実施に対応して、現在の収容定員を変更し、より多様かつ高度な経営学の教育研究を実現し
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たいと考えている。

なお、高校生等を対象とした入学意向アンケート、企業等を対象とした採用意向アンケートを実施

した際に配布した経営学部の概要を記載したリーフレットでは、変更後の入学定員を 240 人としてい

た。しかし、18 歳人口減の中長期的影響や入国制限による留学生の減少などを総合的に勘案し、入

学者選抜機能を適正な水準で維持し、教育の質を維持・向上する観点から、さらに慎重に検討した結

果、変更後の入学定員を 220 人（現在の入学定員の 1.10 倍）とした。これは、経営学部設置以来の平

均入学定員超過率が1.12倍であるという入学者受入れ実績をもとに定員数を見直すものとも言える。 

このように、収容定員の変更は、本学経営学部の教育研究をさらに充実させるための必要最小限の

ものである。収容定員を変更した後も、教員組織の充実を図り、これまで重視してきた演習を中心と

する少人数・双方向型教育を通じたきめ細かな指導は引き続き維持・充実させる。

（2）学生募集面からの必要性 

本学経営学部のこの間の志願者数と志願倍率の推移を見ると、【表２】のとおりである。

本学経営学部は、平成 31 年度（令和元年度）の開設以来、入学定員を大きく上回る志願者を集め

ており、競争的な入学者選抜を経て入学者を確保してきた。

注）令和 4 年度の入学者数は令和 4 年 3 月 15 日時点の入学予定者数を記載。入学定員充足率は入学者数が未確定

のため記載していない。

平成29年度 平成30年度
平成31年度
/令和元年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度

160人 160人 200人 200人 200人 200人

168人 175人 217人 246人 213人 226人

105% 109% 108% 123% 106% -

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

75人 70人 85人 85人 85人 90人

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

85人 90人 115人 115人 115人 110人

留学生試験 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

873人 819人 2,447人 1,374人 917人 2,053人

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

1,699人 2,818人 4,770人 2,671人 1,404人 3,258人

留学生試験 59人 87人 142人 164人 118人 142人

合計 2,632人 3,724人 7,360人 4,209人 2,439人 5,454人

※志願者数合計には帰国生入試、社会人試験を含む

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

11.6倍 11.7倍 28.8倍 16.2倍 10.8倍 22.8倍

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

20.0倍 31.3倍 41.5倍 23.2倍 12.2倍 29.6倍

全体 16.5倍 23.3倍 36.8倍 21.0倍 12.2倍 27.3倍

【表２】　経営学部の志願者数と志願倍率の推移

入学定員充足率

募集人員

志願者数

志願倍率

入学定員

入学者数

経営学部経営学科経済学部経営学科
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前身の経済学部経営学科においても志願者は年々増加していたが、経営学部開設を機に大きく志願

者が増加し、初年度の平成 31 年度入試では、志願倍率が 36.8 倍となった。 
続く令和 2 年度入試では、前年度入試で非常に高い倍率となったことから志願者に敬遠されたこと

に加え、推薦試験における推薦基準の引き上げなど入試制度の見直しを行ったことも相俟って志願者

数は減少したが、志願倍率は依然として 21.0 倍と高かった。 

そして、令和 3 年度入試では新型コロナウイルス感染症の拡大による未曾有の事態の中で、全国的

にも人文・社会科学系大学の志願者が大幅に減少したが、本学においてもその影響は大きく、志願者

数は減少した。それにも関わらず、志願倍率は全体（留学生志願者を含む）で 12.2 倍（総合型選抜・

学校推薦型選抜 10.8 倍、一般選抜 12.2 倍）という水準を維持している。これは、令和 3 年度入試の

私立大学全体の志願倍率が 7.74 倍（社会科学系 8.04 倍、経営学部 9.04 倍）であったこと（日本私立

学校・振興共済事業団「令和 3（2021）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」より）に照らして

も、高い水準と言える。 

さらに、令和 4 年度入試では、志願者数は回復傾向にある。総合型選抜・学校推薦型選抜の志願者

数は 2,053 人と平成 31 年度入試の実績近くとなり、志願倍率は 22.8 倍となった。また、一般選抜の

志願者数は 3,258 人、志願倍率は 29.6 倍と高い水準となっている。 

これらは、本学経営学部に対する進学需要の高さを示しており、より適正な入学定員・収容定員を

設定する必要があることを示している。 

この度の収容定員変更は、このような学生募集状況を踏まえ、本学に対する進学需要に合わせて、

入学定員・収容定員を変更しようとするものであり、本学の志願者数からすれば、入学者選抜機能を

維持しながら、入学定員に見合う入学者を確保することは十分に可能である。 
 
（3）経営学部における教育研究の充実からの必要性 

グローバル化の更なる進展、コロナ禍を機に急速に進展する DX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）、国際関係の複雑化、SDGs の推進など、企業経営をめぐる経済・社会環境の変化に対応でき

る人材を養成するため、開設以来の教育実践を踏まえ、経営学部の教育課程をさらに充実させる必要

がある。 
 
＜社会的背景＞ 

現在のわが国では、新型コロナウイルス感染症の流行を機に企業活動における DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）が急速に進展し、それを担う人材の養成の必要性が高まっている。さらに、

SDGs で取り上げられる様々な世界的課題について、国際社会の一員として持続可能な社会の実現に

向けた取組みに参画することが一層求められている。 
まず、企業活動の情報化は、新型コロナウイルス感染症の流行以前から進んでいたが、この流行に

より、その進展は加速した。それに伴い、情報化に対応できる人材の需要は高まっている。特に、ビ

ジネスの場においては、情報技術の扱い方のみならず、実践的に情報を活用できる人材が求められて

おり、「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度」に準拠した情報教育、経営情報学

やビジネス統計学に関する教育の充実を図る必要が高まっている。 
次に、2015（平成 27）年に国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）への対応が求

められる。日本政府が設置した SDGs 推進本部が定めた「2021 SDGs アクションプラン」において
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は、「SDGs が達成された、しなやかで強靱な、経済と環境の好循環のあるウィズコロナ、ポスト・

コロナの時代を実現するには、社会全体の行動変容が必要であり、あらゆる関係者が一体となって取

り組んでいく必要がある」と主張されている。これに対し、日本経済団体連合会（経団連）は、SDGs
の実現に関して、「Society 5.0 for SDGs」というスローガンを掲げ、「IoT や AI、ロボットなどの

革新技術を最大限活用して人々の暮らしや社会全体を最適化した未来社会」という Society 5.0 の実

現することで、「経済成長と健康・医療、農業・食料、環境・気候変動、エネルギー、安全・防災、

人やジェンダーの平等などの社会的課題の解決とが両立し、一人ひとりが快適で活力に満ちた生活が

できる社会が実現する。こうした未来の創造は、国連で掲げられた SDGs の理念とも軌を一にする

ものである」（2017 年、経団連「企業行動憲章改定にあたって」）という提言を行なっており、こ

のような課題に取り組むことができる人材の育成が求められている。そのため、気候変動をはじめ環

境問題や社会的平等、人権問題が企業・社会に及ぼす影響を学び、CSR やダイバーシティ経営、SDGs
と企業経営に関する教育の充実を図る必要が高まっている。 
 
＜本学経営学部の教育実績の向上＞ 

本学経営学部は、まだ完成年度を経ていないため卒業生は輩出していないが、既設の経済学部経営

学科では、「学生の確保の見通し等を記載した書類」の「人材需要の動向等社会の要請」で詳述する

とおり、就職実績においても概して全国平均と同等以上の成果をあげることができている。また、

2016 年度から 2020 年度にかけて公認会計士試験の合格者を 2 人、税理士試験の科目合格者を 8 人

輩出するなど、高度専門職業人の養成を行っているほか、平均すると毎年 10 人前後の学生が大学院

に進学している。 
経営学部では、演習を中心に、1 年次から全学生が課題解決型学習に取り組むなど、「実践の中か

ら真理を探究する実学の精神」を持った人材の育成という建学の理念を重視した教育を展開してい

る。これらは企業や地域社会と協働した取組みという側面を持つものであり、企業人や専門家として

実務経験を持つ教員が多いという本学経営学部の強みも活かし、充実させていく。 
また、卒業研究に必要なスキルの涵養と研究への動機づけを目的として、毎年 12 月頃に「学生研

究発表大会」を開催しているが、本大会では演習内及び演習間での健全な競争が肯定的作用をもたら

しており、学生の学修意欲を高める教育機会として有効に機能している。学生研究発表大会には、2
年生・3 年生のほぼ全ての演習から出場し、全ての学部生・教員が参加するもとで、研究成果の発表

と討論を行うなど、活発な議論が行われている。令和 2 年度・令和 3 年度はコロナ禍の影響により、

制限した規模とせざるを得なかったが、全学部的な取組みとして、今後も継続・発展させていく考え

である。 
これらの課題解決型学習や研究発表大会の取組みは、講義科目等を通じて得た専門知識を総合し、

実践的な課題解決力、主体性とコミュニケーション能力、変化への対応力・創造力といった能力を修

得することに貢献している。 
これらに加え、学生のキャリア意識を高まりとともに、インターンシップに積極的に参加するよう

指導しており、ほとんどの経営学部生は 3 年次までにインターンシップに参加している。まだ経営学

部は完成年度を経ていないため、卒業生は輩出するに至っていないが、これらの取組みは、学生の希

望進路を実現し、民間企業を中心に社会に有為な人材を多く輩出することにつながると考えている。 
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＜コース制改編による教育課程の充実＞ 

本学経営学部では、収容定員増を機に、現在のコース名称について、学生が希望する進路や関心に

より適合した名称とするため、「現代企業戦略コース」、「人材・組織マネジメントコース」、「マーケ

ティング戦略コース」、「会計専門職・企業財務コース」へと変更する。 
各コースの教育課程の内容は、「【3】学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容」に

おいて詳述するが、学生が関心を持つ研究対象や将来の希望進路に基づき履修すべき科目と順序を示

すものであり、専門的・順次的・組織的な教育課程を編成するためのものである。 
このようなコース制を中心とする経営学部の教育課程が十分に機能するには、少人数での学修指導

が可能となるよう、同一コース内において複数クラスを設定する等、十分な演習クラス数が確保され

なければならない。現在は 10 クラス程度にとどまる演習クラス数を、経営管理、経営戦略、経営組

織、人材マネジメント、経営情報、マーケティング、企業財務、会計専門職など経営学の多様な専門

領域に対応して、演習クラスを 12 クラス程度に増やすことで、これまで以上に、学生の幅広いニー

ズに応え、企業・社会が求める人材需要に応えることができると考える。 

 

（4）地域的な必要性 

本学が所在する大阪府においては、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマに掲げる「大阪・

関西万博」が 2025（令和 7）年に開催予定である。この万博では、コンセプトとして「未来社会の実

験場」が掲げられ、未来を担う若者からアイデアを発信し、交流しあうことを推奨している。このイ

ベントは、想定来場者数2800万人という世界的な大規模イベントとしての経済波及効果が期待され、

歴史的建造物や文化遺産、伝統芸能・大衆演芸・食文化など多彩な文化資源を活かした付加価値の高

い観光の実現、コロナ禍を機に急速に進展する DX（デジタルトランスフォーメーション）による社

会変革、地球環境問題への新たな挑戦など、今後の企業・産業のあり方に関わる諸問題も扱われる。 

アフターコロナを見据え、この大阪・関西万博を機に、大阪・関西経済が活性化されることが期待

されており、それに伴い企業経営に携わる人材の需要が高まると思われる。収容定員変更後に受け入

れる学生は、まさにこの時期にマッチするものであり、「大阪・関西万博」を機に拡大する地域の人

材需要にも応えるものと考える。 

 
（5）大学の規模拡大による経営基盤の安定確保と大学活力の向上 

本学は、上記で述べたように、教育の充実と発展に向け、コース制など教育課程の充実を進め、演

習を中心とする少人数・双方向型教育を重視してきた。そして、施設に関しては、八尾市街の中心に

おいて、少人数・双方向型教育、キャリア教育に適し、充実した ICT 設備を備えた都市型の八尾駅

前キャンパスを平成 24 年 4 月に開校し、また、緑豊かな自然に囲まれ、各種教育施設、多彩な文化・

スポーツ施設を有する花岡キャンパスの整備を一層進める等、教育環境の充実に取り組んできた。 
さらに、令和 2 年初以来の新型コロナウイルス感染症の拡大に対応し、1）学業生活特別支援金の

給付（令和 2 年度：全学生 1 人当たり 5 万円、令和 3 年度：同 3 万円）や学生への昼食無償提供な

どの支援、2）学生貸出用ノート PC とモバイルルーターの整備、サーバー整備、遠隔授業用の機材

や教材の購入など遠隔授業実施のための環境整備、3）消毒液やマスク、サーモカメラ、教室・食堂・

事務室等への飛沫防止パーティションの設置、教室の全熱交換機の増設などの感染予防対策、4）学

生、教職員を対象とした新型コロナワクチン職域接種を行うなど、大規模な予算を投入して、「感染
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予防と教育研究活動の両立」の方針のもと、対面授業と遠隔授業を併用して大学教育を維持できるよ

う様々な対策を実施してきた。 
このような教育の質保証に向けた教育改革、教育環境の整備等の取組み、また新型コロナウイルス

対応をはじめ危機管理をさらに推し進めていく上で、それを支える経営基盤の安定確保が不可欠であ

る。収容定員変更により学生数が増加し授業料収入が増加することは、より良い教育環境と教育の質

保証につながるものである。 
また、収容定員変更による在学生数の増加は、経営学部の教育活動の活性化とともに、スポーツ・

文化等の課外活動やボランティア活動の活性化に寄与し、地域社会の活性化にもつながる。教育の質

保証に向けた不断の努力に基づく大学の規模の拡大は、多くの学生が集団の中で多様な考え方に触

れ、討論等を通じて切磋琢磨し、資質や能力を伸ばしていく上で、より良い教育環境を作り出すと考

えている。 
 
 
【3】学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 
今般の令和 5 年度収容定員変更にかかる認可申請に合わせて、令和 5 年度から教育課程の一部変

更を行う。これは平成 31 年度（令和元年度）の経営学部設置以来の教育の経験と実績を踏まえたも

のであり、これまでの教育課程を継承しつつ、社会環境の変化により、新たに生じた社会的な人材需

要ニーズに応えるためのものである。 
教育課程の変更は、「教学マネジメント指針」において示されているとおり、「編成に当たっては、

授業科目が過不足なく設定されているかや、各授業科目相互の関係、履修順序や履修要件の検証」を

行い、教育効果を高めることを主たる目的としている。そのため、学位授与の方針（DP）と各授業

科目の関係を示す「カリキュラムマップ」、教育課程の編成・実施の方針（CP）に基づく各授業科目

の相互関係や履修順序を示す「カリキュラムツリー」を改めて作成し、経営学部開設以来 3 年間の教

育実践に基づいて教育課程を総合的に点検し、科目の統廃合・精選と新設、必修要件の見直し等を行

った。 
このように、収容定員変更に伴う教育課程の変更は、社会的な人材需要ニーズに応え、本学経営学

部の教育をより充実させようとするものであり、収容定員を変更する前と比較して、同等以上の内容

が担保されている。以下では、収容定員増を機に変更する経営学部の教育課程等について述べる。 
 
1. 教育課程の変更内容について 
上記のとおり、収容定員変更に合わせて、「教学マネジメント指針」を踏まえた教育課程の見直し

を行う。具体的には、まず、各コースの学修目標に対応したコア科目を精選する。次に、各コースの

学修目標に基づく専門的・順次的・組織的な教育課程に編成し、必修要件等を強化する。これらを通

じて設置科目を精選し、一部科目を廃止または統合し、新設する。 
 
（1）コースの設定 

本学経営学部では、経営学の専門教育科目を体系的に学修するため、1 年次における経営学の基礎

的な学修に基づいて、希望するコースを 2 年次に選択することとしている。また、各コースの学びの

学則変更の趣旨等ー9



中心と位置付けられる科目を「コース基本科目」とし、各コースで 24 単位を選択必修とする。「コー

ス基本科目」をコースの教育目標・学修目標に合わせてより精選したこと、選択必修要件を 20 単位

から 24 単位に増やしたことなど、収容定員を変更する以前と比較して、より体系的・順次的な教育

課程へと充実・発展させるものである。 
また、経営学部で設置されている 4 コース、「ビジネスデザインコース」、「組織・人材マネジメン

トコース」、「企画マーケティングコース」、「会計専門職コース」は、各コースの教育目標・学修目標

を学生が希望する進路や関心により適合し、学修意欲をより高めるものへと変更することを目的に、

「現代企業戦略コース」、「人材・組織マネジメントコース」、「マーケティング戦略コース」、「会計専

門職・企業財務コース」へとそれぞれ名称変更する。なお、各コースの履修モデルに変更はない。 
各コースの教育目標・学修目標とその概要は以下のとおりである。 

 
① 現代企業戦略コース（現名称：ビジネスデザインコース） 
現代企業戦略コースでは、専門基礎科目・専門共通科目の学修を基盤として、「経営管理」「経営組

織」「経営戦略」を中心に、3 つの履修モデル（企業戦略モデル、グローバルビジネスモデル、事業承

継・起業モデル）に沿って、経営学、商学、ビジネス法に関する科目を順次的に学ぶ。 

本コースの教育目標・学修目標は、次のとおりである。 

（１）経営全般に関する基礎的知識や事業創造等に関する知識を修得している。 

（２）経営管理や経営戦略に関する基礎理論を理解し、説明できる。 

（３）様々な情報や知識を活用して、企業経営上の問題を発見できる。 

（４）得た知識を活用・応用し、問題解決に対する方策を提示することができる。 

コース基本科目として「経営組織論Ⅱ」、「経営戦略論Ⅱ」、「生産管理論Ⅰ」、「生産管理論Ⅱ」、「世

界経営史」、「中小企業経営論」、「国際経営概論」、「経営立地論」、「リスクマネジメント論」、「ベンチ

ャービジネス論」、「SDGs と企業」、「サプライチェーンマネジメント論」、「流通システム論」、「貿易

論Ⅰ」、「貿易論Ⅱ」、「コーポレートファイナンス論」、「経営分析Ⅰ」、「経営分析Ⅱ」、「経営情報論Ⅱ」、

「Practical Business English Ⅰ」、「Practical Business English Ⅱ」、「世界経済論」、「商法・会社

法概論」、「企業コンプライアンスとリスク管理」の 24 科目を設定する。 
 
② 人材・組織マネジメントコース（現名称：組織・人材マネジメントコース） 
人材・組織マネジメントコースでは、専門基礎科目・専門共通科目の学修を基盤として、「人的資

源管理論」「経営組織論」を中心に、３つの履修モデル（人材マネジメントモデル、経営組織モデル、

キャリアデザインモデル）に沿って、経営学、心理学、雇用関係法に関する科目を順次的に学ぶ。 

本コースの教育目標・学修目標は、次のとおりである。 

（１） 企業組織の人材マネジメントや制度構築について、人的資源を活用し、運用するための理

論を用いて理解、説明することができる。 
（２） 企業組織の中の人間行動について、組織メンバーとの協働のための理論と、外部環境との

関係性を考える理論を用いて理解し、説明することができる。 
（３） 企業における人材・組織マネジメント上の問題を発見することができる。 
（４） 得た知識を活用・応用し、問題解決に対する方策を提示することができる。 

学則変更の趣旨等ー10



コース基本科目として「経営組織論Ⅱ」、「人的資源管理論」、「世界経営史」、「中小企業経営論」、

「国際経営概論」、「経営心理学」、「経営倫理論」、「リスクマネジメント論」、「リーダーシップ論」、

「キャリアマネジメント論」、「CSR 経営論」、「ダイバーシティ論」、「SDGs と企業」、「ビジネス統計

学Ⅱ」、「社会心理学」、「ホスピタリティ論」、「スポーツマネジメント論」、「ファイナンシャル・プラ

ンニング I」、「ファイナンシャル・プランニングⅡ」、「経営情報論Ⅱ」、「情報管理論」、「日本経済論

Ⅰ」、「日本経済論Ⅱ」、「雇用関係法」の 24 科目を設定する。 
 
③ マーケティング戦略コース（現名称：企画マーケティングコース） 
マーケティング戦略コースでは、専門基礎科目・専門共通科目の学修を基盤として、「マーケティ

ング」「流通」を中心に、3 つの履修モデル（商品開発モデル、消費者心理モデル、インターネットマ

ーケティングモデル）に沿って、マーケティング、商学に関する科目を順次的に学ぶ。 
本コースの教育目標・学修目標は、次のとおりである。 

（１）商品を販売するための仕組み（市場調査、企画・開発、プロモーション、流通チャネル、消

費者行動など）の論理とプロセスが理解でき、説明することができる。 

（２）商品の企画・開発、プロモーション、流通チャネル等にかかわる設計・企画や運営、問題解

決のための提案をすることができる。 

（３）デジタル社会のマーケティングの概念を理解し、インターネットを通じた顧客との関係性構

築や戦略を構想することができる。 

（４）顧客と協働しながら、マーケティングを通じて新たな価値の創造に貢献することができる。 

コース基本科目として、「経営戦略論Ⅱ」、「人的資源管理論」、「生産管理論Ⅰ」、「生産管理論Ⅱ」、

「ビジネスプランニング実践Ⅰ」、「ビジネスプランニング実践Ⅱ」、「ベンチャービジネス論」、「サプ

ライチェーンマネジメント論」、「流通システム論」、「マーケティング戦略論Ⅱ」、「マーケティングリ

サーチ」、「ビジネス統計学Ⅱ」、「広告心理論」、「社会心理学」、「製品開発論」、「ホスピタリティ論」、

「観光論」、「販売管理論Ⅰ」、「販売管理論Ⅱ」、「消費者行動論」、「情報処理論Ⅰ」、「情報処理論Ⅱ」、

「情報管理論」、「ICT ビジネス論」の 24 科目を設定する。 
 
④ 会計専門職・企業財務コース（現名称：会計専門職コース） 
会計専門職・企業財務コースでは、専門基礎科目・専門共通科目の学修を基盤として、「会計学」

「企業財務」を中心に、3 つの履修モデル（会計専門職モデル、会計ファイナンスモデル、企業会計

モデル）に沿って、会計学、ファイナンス、税法に関する科目を順次的に学ぶ。 
本コースの教育目標・学修目標は、次のとおりである。 

（１）取引の内容、会計情報の特徴やその作成プロセスが理解できる。 
（２）組織活動、財やサービスを計数的に測定し、伝達できる。 
（３）組織の経済活動の実態を会計情報として体系的に把握し、問題発見ができる。 
（４）会計情報の有用性を理解し、問題解決や意思決定に応用できる。 

コース基本科目として、「中級簿記」、「工業簿記」、「上級簿記」、「管理会計論」、「原価計算論」、「税

務会計」、「監査論」、「経営分析Ⅰ」、「経営分析Ⅱ」、「財務会計論Ⅰ」、「財務会計論Ⅱ」、「財務会計論
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Ⅲ」、「証券論」、「銀行論」、「保険論」、「コーポレートファイナンス論」、「ファイナンシャル・プラン

ニングⅠ」、「ファイナンシャル・プランニングⅡ」、「CSR 経営論」、「経営情報論Ⅱ」、「商法・会社法

概論」、「企業コンプライアンスとリスク管理」、「租税法Ⅰ」、「租税法Ⅱ」の 24 科目を設定する。 

（2）専門教育科目の編成等 

「専門教育科目」は、「専門基礎科目」、「専門共通科目」、「経営学」、「商学」、「会計学」、「経営情

報」、「体験型学習」、「ビジネス英語」、「経済学」、「法学」、「演習・卒業論文」及び「キャリア形成科

目」に分類される。

専門教育科目の卒業に要する単位数は、上記の「コース基本科目」の選択必修 24 単位を含め、90
単位以上である。これは専門教育における体系的・順次的な教育課程を編成する観点から、現行の 80
単位から増加させるものであり、収容定員を変更する以前と比較して、より専門科目を重視した教育

課程としている。 

「専門教育科目」に関して、科目区分及び設置科目は以下のとおりである。

① 専門基礎科目

この科目区分に設置される科目は、経営学部の学修の柱となる経営学、商学、会計学の基礎知識を

修得するための科目群である。 

「経営学基礎」、「会計学基礎」、「マーケティング基礎」、「ビジネス情報基礎」「データサイエンス

基礎」の 5 科目が 1 年次に配当され、全学生が履修するものとする。そのうち「経営学基礎」、「会計

学基礎」、「マーケティング基礎」の 3 科目 6 単位を必修とする。

② 専門共通科目

この科目区分に設置される科目は、経営に関する専門領域である経営学、商学、会計学及び経営情

報に加え、隣接分野、関連分野である統計学、経済学、民法について基本的な専門知識を修得するた

めの科目群であり、所属するコースに関わらず学修しておくべき科目群である。 

専門共通科目は、「経営管理論Ⅰ」、「経営管理論Ⅱ」、「経営組織論Ⅰ」、「経営戦略論Ⅰ」、「マーケ

ティング戦略論Ⅰ」、「現代産業論Ⅰ」、「現代産業論Ⅱ」、「初級簿記」、「会計学」、「経営情報論Ⅰ」、

「ビジネス統計学Ⅰ」、「企業論」、「民法概論」、「ビジネスプレゼンテーション」、「商業学」、「日本経

営史」、「経営学史」、「経済学基礎」の 18 科目を設置し、1・2 年次に配当する。 
「専門共通科目」のうち、「経営管理論Ⅰ」、「経営組織論Ⅰ」、「経営戦略論Ⅰ」の 3 科目 6 単位を

必修とし、その他の科目から 14 単位以上を選択必修とする。 

③ 経営学

この科目区分に配置される科目は、経営学についての理論的・実践的な理解を通して専門性を修得

するための科目群である。「経営組織論Ⅱ」、「経営戦略論Ⅱ」、「人的資源管理論」、「生産管理論Ⅰ」、

「生産管理論Ⅱ」、「世界経営史」、「中小企業経営論」、「国際経営概論」、「ビジネスプランニング実践

Ⅰ」、「ビジネスプランニング実践Ⅱ」、「経営立地論」、「経営心理学」、「経営倫理論」、「リスクマネジ

メント論」、「リーダーシップ論」、「ベンチャービジネス論」、「キャリアマネジメント論」、「CSR 経

営論」、「ダイバーシティ論」、「SDGs と企業」の 20 科目を設置する。 
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④ 商学 

 この科目区分に配置される科目は、商学についての理論的・実践的な理解を通して専門性を修得す

るための科目群である。「サプライチェーンマネジメント論」、「流通システム論」、「マーケティング

戦略論Ⅱ」、「マーケティングリサーチ」、「ビジネス統計学Ⅱ」、「広告心理論」、「社会心理学」、「製品

開発論」、「ホスピタリティ論」、「観光論」、「スポーツマネジメント論」、「貿易論Ⅰ」、「貿易論Ⅱ」、

「証券論」、「銀行論」、「保険論」、「コーポレートファイナンス論」、「ファイナンシャル・プランニン

グⅠ」、「ファイナンシャル・プランニングⅡ」、「販売管理論Ⅰ」、「販売管理論Ⅱ」、「消費者行動論」

の 22 科目を設置する。 
 
⑤ 会計学 
この科目区分に配置される科目は、会計学についての理論的・実践的な理解を通して専門性を修得

するための科目群である。「中級簿記」、「工業簿記」、「上級簿記」、「管理会計論」、「原価計算論」、「税

務会計」、「監査論」、「経営分析Ⅰ」、「経営分析Ⅱ」、「財務会計論Ⅰ」、「財務会計論Ⅱ」、「財務会計論

Ⅲ」、「会計学特殊講義Ⅰ」、「会計学特殊講義Ⅱ」、「会計学特殊講義Ⅲ」、「会計学特殊講義Ⅳ」の 16
科目を設置する。 
 
⑥ 経営情報 
この科目区分に配置される科目は、経営情報についての理論的・実践的な理解を通して専門性を修

得するための科目群である。「経営情報論Ⅱ」、「情報処理論Ⅰ」、「情報処理論Ⅱ」、「情報管理論」、「ICT
ビジネス論」の 5 科目を設置する。 

 
⑦ 体験型学習 
この科目区分に配置される科目は、現代ビジネスの諸課題を実践的・体験的に学ぶための科目群で

あり、「海外フィールドスタディ」の 1 科目を設置する。 
 
⑧ ビジネス英語 
この科目群に配置される科目は、ビジネスにおいて必要な英語能力を修得するための科目群であ

る。「Practical Business EnglishⅠ」、「Practical Business EnglishⅡ」、「Global Strategic 
Management」、「Financial and Investment Analysis」、「Advanced Practical Business English」、
「International Business in English」、「Information Technology in Business in English」、

「Marketing in English」、「Accounting in English」の 9 科目を設置する。 
 
⑨ 経済学 
この科目区分に配置される科目は、経営学の隣接分野である経済学に関する知識を修得するための

科目群である。「日本経済論Ⅰ」、「日本経済論Ⅱ」、「世界経済論」の 3 科目を設置する。 
 
⑩ 法学 
この科目区分に配置される科目は、経営学の関連分野である法学に関する知識を修得するための科
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目群である。「商法・会社法概論」、「企業コンプライアンスとリスク管理」、「雇用関係法」、「租税法

Ⅰ」、「租税法Ⅱ」の 5 科目を開講する。 
 
⑪ 演習・卒業論文 
本学経営学部の教育課程の特色の一つは、少人数演習教育の重視にある。演習は、4 年間にわたり、

全ての学生が履修するものとし、4 年次の「卒業研究Ａ」、「卒業研究Ｂ」は必修とする。少人数・双

方向型できめ細かな指導を実施できるよう、定員を 20 人程度とし、各学年で 12 クラスを設定する。 

1 年次には大学での学修の基礎と経営学・商学・会計学の基礎を身に付けるために、「基礎演習Ａ」、

「基礎演習Ｂ」を設置する。 

2 年次以降の演習においては、コース別にクラスが設定され、学生は自らが属するコースに応じて

演習クラスを選択し、それぞれのテーマに沿った調査・研究を行う。2 年次の「専門演習ⅠＡ」、「専

門演習ⅠＢ」、3 年次の「専門演習ⅡＡ」、「専門演習ⅡＢ」、そして 4 年次の「卒業研究Ａ」、「卒業研

究Ｂ」においては、専門共通科目及びコース基本科目の履修を通じて学修した知識をもとに、演習で

の共通テーマや各自のテーマについて調査・研究し、報告・討論する活動を年次別により高度なもの

へと高めていく。また、演習テーマに応じて、学外の企業や団体と連携した課題解決型学習にも積極

的に取り組む。 
「卒業研究Ａ」、「卒業研究Ｂ」では、4 年間の学修の集大成として、「卒業論文」もしくは「卒業レ

ポート」の提出を単位認定の条件としている。多数の学生が「卒業論文」を提出できるよう、学生に

強く推奨するとともに、演習担当教員の論文作成指導を強化していく。 
これらを通じて、学位授与の方針（DP）に定める修得すべき能力のうち、特に、実践的な課題解

決力、主体性とコミュニケーション能力、変化への対応力・創造力を培うことを目指している。 
 
⑫ キャリア形成科目 
本学では、学生の生涯を通じた持続的な就業力の育成を目指して、キャリア形成支援を教育の重要

な柱と位置づけ、社会からのニーズに対応した人材を輩出すべくキャリア教育の充実に努めている。 

経営学部生として身に付けるべきキャリアスキルを修得するため、1 年次には「ビジネスキャリア

基礎Ａ」、「ビジネスキャリア基礎Ｂ」、2 年次には「ビジネスキャリア研究Ａ」、「ビジネスキャリア

研究Ｂ」、3 年次には「ビジネスキャリア実践Ａ」、「ビジネスキャリア実践Ｂ」を設置する。これらの

うち、4 単位以上を選択必修と設定する。 

また、企業での就業体験を通じて、現実の企業活動に触れる機会を確保するため、「インターンシ

ップⅠ」、「インターンシップⅡ」、「インターンシップⅢ」、「インターンシップⅣ」、「海外インターン

シップ」の 5 科目を設置する。ビジネスマナーを含め事前・事後の研修を行った上で企業等に派遣す

るものとし、複数の業界・企業での就業を体験できるよう、1・2 年の低学年次から履修できるよう

にする。 
 
（3）共通教育科目の編成等 

「共通教育科目」は、幅広い知識と国際感覚を身に付け、総合的な判断力や豊かな人間性を涵養す

ることを目的とする科目群である。「共通教育科目」は、主に、大学での学びを理解するための「基

礎科目」、幅広い科目群で教養を身に付けるための「一般教養科目」、関心を持った分野をさらに追究
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するための「総合科目」に大きく区分され、段階的に知識を深めながら、豊かな人間性と国際感覚、

総合的に判断する力を養成する。 
「基礎科目」は、大学教育の基礎となる学びを提供する科目群である。「一般教養科目」は、人文

分野、社会分野、自然分野、情報分野、健康分野、学際分野の 6 つの分野から構成され、専門科目の

基礎となるだけでなく、実社会で役立つ幅広い知識を身に付ける科目群である。「総合科目」は情報

分野、学際分野、健康分野、異文化理解分野の 4 つの分野から構成され、「基礎科目」や「一般教養

科目」を学修した上で、関心を持った分野をさらに深く学ぶことができる科目群である。 

以上の「共通教育科目」に関して、卒業に要する単位は 20 単位以上である。 
 
（4）留学生教育について 

これまで本学経営学部では毎年 20～30 人程度の留学生を受け入れてきた。収容定員を変更した後

も、コロナ禍の影響が収まった後は、同程度の留学生を受け入れる計画である。受け入れた留学生の

教育・学生支援・在籍管理については、以下のとおり行う。なお、コロナ禍による入国制限により、

少なくとも当面の間は受入れ数は大幅に減少すると想定しているが、受入れ学生数に合わせて、教育

条件を維持・向上させる。 
留学生教育においては、受け入れた外国人留学生が大学での専門教育に十分に対応できるレベルに

なるよう、1～2 年次に日本語教育を行っている。本学経営学部では、日本語能力試験(JLPT) N2 程

度以上の日本語能力をもつことを基準に外国人留学生の受入れを行っており、N1 レベルの能力を持

つ外国人留学生も多い。しかし、大学において、経営学の専門的な学修を行い、日本語による報告や

レポートを作成するのは容易ではない。そのため、共通教育科目として、「日本語Ⅰ」、「日本語Ⅱ」、

「日本語Ⅲ」、「日本語Ⅳ」、「日本語Ⅴ」、「日本語Ⅵ」、「日本語読解」、「日本語会話」、「日本語表現」、

「日本語総合演習Ａ」、「日本語総合演習Ｂ」を設置し、入学時の日本語能力の試験結果等に基づいて、

習熟度別に編成されたクラスで日本語能力を高め、日本語能力試験（JLPT）N1 の合格を目指してい

る。また、専門教育科目においても、外国人留学生が理解しやすい日本語を意識する、日英中ビジネ

ス用語辞典や英語・中国語の専門図書を図書館に配置・活用する、演習等におけるレポート作成等の

個別指導を行うなど、様々な取組みを通じて、専門的な日本語運用能力の向上を図っている。 
外国人留学生の受入れは、日本が行う知的国際貢献であり、日本における高度外国人材の養成につ

ながるものである。また文化や言語の異なる学生同士が、グループワークやプロジェクトなどでの協

働学習体験を通して、意味ある交流により相互理解を深めながら、他者を理解し、己を見つめなおし、

新しい価値観を創造するという「国際共修」は、グローバルな事業展開がますます重要になっている

企業・社会を支える人材を養成する経営学部にとって、極めて重要である。このような観点から、受

け入れた外国人留学生に対する教育責任を果たし、「国際共修」に取り組む。 
また、外国人留学生の学生支援においては、新入留学生を対象にしたオリエンテーションの実施、

奨学金制度をはじめ各種申請手続きの案内、学生寮や住居の紹介、アルバイトの紹介や実施状況の把

握、出入国の状況把握、日々の生活支援と必要に応じた生活指導などを、国際教育交流センター、学

生部、教務部と連携して取り組んでいる。 
なお、外国人留学生の適切な在籍管理についても、大学として責任をもって実施するとともに、「外

国人留学生の適切な受入れ及び在籍管理の徹底等について（通知）」（令和 2 年 4 月 9 日付け 2 高学

留第 5 号）に基づき、外国人留学生の退学者・除籍者・所在不明者について、定期的に文部科学省へ
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報告を行っている。 
 
以上のとおり、経営学部の教育課程は、以下の「学位授与の方針（DP）」を実現するために編成す

るものであり、コースの設定により、卒業後の将来像を見据えた教育目標が設定され、学生が目的意

識をもって順次的に学修できるよう編成されている。 

＜経営学部経営学科の学位授与の方針（DP）＞ 
経営学部経営学科では、その教育目的である「経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能

力を修得し、技術革新やグローバル化の進展によって産業や社会システムが変化する中で、実践的な

課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題に主体的・創造的に対応できる人材の育成」（学則第２条

第２項（２））を目指しており、学士課程教育を通して以下の知識・能力を身に付けている学生に対

して「学士（経営学）」の学位を授与する。 
1. 経営学の基礎的な概念・理論・命題を理解した上で、経営管理論・商学・会計学といった経営学

の諸領域から多様な知識や技能を身に付け、経営において生じる諸課題を解決する力を身に付

けている。 
2. 情報活用能力、数的処理能力、日本語及び英語運用能力、コミュニケーション能力とともに幅広

い教養及び国際感覚を身に付けている。 
3. 他者と協働しながら主体的に判断し、リーダーシップをもって行動する力を身に付けている。 
4. 産業や社会システムが変化するなかで、柔軟な発想と行動力をもって、新たな価値を創造してい

く力を身に付けている。 

これまで述べてきたとおり、収容定員変更に合わせて、「教学マネジメント指針」を踏まえて教育

課程をさらに充実させる計画であり、収容定員増を行う前と比べて同等以上の教育水準を確保するこ

とができる。また、収容定員変更認可後も、経営学の研究動向や社会情勢・社会的要請に対応して、

引き続き教育課程の充実・改善を図る考えである。 
以上で述べた教育課程については、資料１「教育課程等の概要」に記載のとおりである。 

 
2. 教育方法及び履修指導方法の変更内容について 

 

（1）教育方法 

＜演習を中心とした少人数・双方向型教育＞ 

本学経営学部の教育特色の 1 つは、演習を中心とした少人数・双方向型教育である。少人数教育を

通じて、教員と学生、学生同士の学問的接触と人格的交流を活発に展開し、専門の基礎・発展の教育、

キャリア教育と就職支援まで、4 年間の学士課程教育全体を通して丁寧な教育を実施する。各演習の

クラス規模は 20 人程度とし、グループワークやプレゼンテーションを行うことができる教室環境を

活用して、活発な少人数教育を実施する。収容定員増後も教員陣容の充実を図ることで、演習を中心

とした少人数・双方向型教育を維持する。 
各コース及び各年次の教育・学修指導で中心的な役割を果たすのは演習科目であり、各コースの教

育目標・学修目標と関連付けて行われる。1 年次は着実な基礎の定着を図り、2〜4 年次は各専門演習

においてコース別の指導を充実させ、コースで必要とされる講義科目と演習の役割と機能を十分に検
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討・整理した上で、専門的な能力を養成する。そして、それぞれのテーマに基づいて、講義科目を通

じて修得した知識を各自の調査・研究に結び付けて、「考える力」に結実させ、課題発見能力・解決

能力を向上させることを目指す。そして、4 年次の「卒業研究 A」、「卒業研究 B」では、全ての学生

が 4 年間の集大成として「卒業論文」もしくは「卒業レポート」を完成させる。 
本学は近隣の競合他大学と比べて収容定員が少ないため、演習テーマの多様性を確保することに苦

慮してきた。収容定員変更によって、それを確保することができ、より多くの学生に対して希望する

専門分野を研究する演習クラスを提供することで、演習教育の更なる充実が期待できる。 

なお、収容定員変更に伴い学生数が増加し、特定のコースや演習に希望が集中することも考えられ

るが、これまでの学生のコース選択に基づいて適切なクラス数を設定すること、1年生秋学期に実施

するコース及び演習選択のガイダンスで履修指導を行うことを通じて、適切なコース及び演習の選択

となるよう指導する。それでも想定よりも偏在する場合には、学生のコースと演習の志望順位をもと

に選抜を行う。 

 
＜講義科目における双方向性の重視＞ 

講義科目についても、教育効果を高められるよう、各クラスを適正な規模とするとともに、授業内

及び授業外の学修において双方向性を重視した取組みを実施しており、収容定員変更後もこれらの取

組みは維持し、さらに充実させる。 
専門基礎科目や専門共通科目は、想定される履修者数に応じて、複数クラスを設置する等、適正な

規模でクラスを編成する。また、3・4 年次配当の専門科目を開講する八尾駅前キャンパスでは、講

義室の最大収容人数は 99 人以下としている。花岡キャンパス、八尾駅前キャンパスとも、全ての教

室で ICT を活用した双方向型授業を実施できる環境を整備しており、それらを活用した授業を工夫

し実施する。 
そして、コロナ禍を機に全学的に実施した遠隔授業での経験を活かし、対面授業を再開した後も、

全ての授業科目において、学修管理システム（LMS）を活用して、充実した授業教材の作成と事前配

布や小テスト配信、レポートの提出、質疑・応答などに積極的に取り組んでいる。各授業科目のシラ

バスや初回授業において、学修到達目標、授業計画、授業外の事前・事後の学修を明示していること

と合わせて、密度の高い、双方向のコミュニケーションを重視した授業運営を行う。 
 

＜アクティブラーニング、PBL（課題解決型学習）＞ 

学修における主体性・能動性を引き出すため、アクティブラーニング（能動的学習）を積極的に取

り入れ、演習テーマに応じて、企業等と連携した PBL（課題解決型学習）に取り組む。 
企業経営に関連した学問であるという経営学教育の特性に基づき、また多様な産業界出身の教員が

いることを活かして、具体的な企業事例を活用したケーススタディや様々な業界の企業人のゲストス

ピーカーとしての招聘など、様々な形でアクティブラーニングに取り組む。 
そして、各コースや演習のテーマに応じて、企業等と連携した PBL（課題解決型学習）に取り組

んでいる。コロナ禍の影響によりオンラインでの取組みが中心とならざるを得なかったが、アフター

コロナを見据えて、活発に実施する予定である。そのため、2025 年大阪・関西万博に向け、「TEAM 
EXPO 2025」プログラムに参加し、本学経営学部として独自の取組みを企画・実施する計画である。 
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以上のように、本学では、演習を中心とした少人数・双方向型教育、講義科目における双方向性の

重視、アクティブラーニング・PBL などを通じて教育効果を高め、学生の学修意欲を高めるため、

教育方法の改善・充実に引き続き取り組む計画である。そのために、全学単位の取組みに積極的に取

り組むとともに、経営学部全体、コース別、または経営学・商学・会計学の分野別など、FD 活動に

日常的に取り組んでいる。収容定員変更後もこのような取組みを引き続き充実させる。

（2）履修指導方法 

＜履修指導、オフィスアワー＞ 

本学経営学部では、履修指導においても、少人数教育の利点を生かした取組みを重視しており、収

容定員変更後もそれらの取組みを引き続き実施する。

上述のとおり、教育課程を見直すにあたり、DP に即して、各コースの教育目標・学修目標と連動

させながらカリキュラムツリー、カリキュラムマップを改めて作成した。このカリキュラムツリー、

カリキュラムマップに基づいて、各学期に合わせて、3～4 月と 9 月の年 2 回、学年別・演習別に履

修ガイダンスを実施する。

そして、演習担当教員が、学生個々人の学修状況や進路・関心に応じて、履修すべき科目を指導す

る。また、学期初めと学期終わりには、演習担当教員が学生と個別面談を行い、学修の進捗状況はも

ちろん、取得を目指す資格や課外活動、就職活動・インターンシップなど、様々な側面から指導・支

援を行う。

特に 1 年次学生への履修指導は高大接続を円滑化する観点で重要であり、入学後にオリエンテー

ション等を実施し、教育課程や 4 年間の学修の流れを説明することで履修指導を徹底する。1 年次の

演習科目である「基礎演習 A」、「基礎演習 B」では、教員 1 人に加え、SA（スチューデントアシス

タント）2 人を配置し、きめ細かな指導・支援に取り組んでいる。 
留学生については、上記の履修ガイダンス・履修指導とは別途に、新入留学生を対象にしたオリエ

ンテーションを開催し、日本語教育科目の履修をはじめ、履修指導を行うとともに、アルバイトをは

じめ日本での生活上の指導・支援も併せて行っている。

また、客員・非専任教員を含め全ての教員が、週に１回以上、「オフィスアワー」を設定し、授業

に関する質問をはじめ、学生への相談に応える体制を整えている。加えて、コロナ禍を機に、オンラ

インでのオフィスアワーを導入した経験を活かし、学修管理システム（LMS）や e メールを活用し

た相談も可能とする体制を整えている。

さらに、教務部、学生部、キャリアセンター、エクステンションセンター、国際教育交流センター

なども、多面的に学修支援を行っており、経営学部としても、学生支援部門と緊密に連携して学生支

援に取り組む。

上述のとおり、教育課程を見直すにあたり、DP に即して、各コースの教育目標・学修目標と連動

させながらカリキュラムツリー、カリキュラムマップを改めて作成した。このカリキュラムツリー、

カリキュラムマップに基づいて、各学期に合わせて、3～4 月と 9 月の年 2 回、学年別・演習別に履

修ガイダンスを実施する。特に、１年次の 9 月のガイダンス時には、同時にコース希望調査も実施す

るなど、ガイダンスを丁寧に実施する。またコースの編成については、希望調査の結果とこれま

での実績に基づいて、各コースの想定人数を定め、必要な演習や講義のクラス数を準備する。
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＜履修上限単位、ＧＰＡ制度等＞ 

単位制度を実質化し、学修すべき授業科目を精選することで十分な学修時間を確保し、計画的な学

修を可能とするため、全科目のシラバスで毎回の授業における予習・復習の内容と必要な時間を示す

とともに、履修上限単位を年間履修上限 48 単位、学期履修上限 26 単位と設定している。これによ

って、学生が十分な予復習の時間を確保し、計画的に学修することができる制度を整えている。 
また GPA 制度を導入し、学修指導等に活用している。具体的には、本学では教職員が GPA 等を

容易に確認できるシステム（学修ポートフォリオ）を用いて、GPA を指標とした修学指導が行われ

るとともに、奨学金等の選考にも GPA を活用している。こうした活用の基礎として、教授会での議

論等に基づきながら厳格な成績評価を推進している。 
加えて、学則において、年間に修得すべき標準的な単位数を 31 単位と定め、この単位数を下回る

学生には修学指導を実施し、卒業に向けて計画的に単位を取得するよう指導している。 
 
以上のように経営学部の教育方法と履修指導方法は、演習担当教員を中心とした組織的で充実した

履修指導によって、経営学を専門的・順次的に学ぶことができるように構成されている。収容定員変

更が認可された後にも、同様の取組みを行いながら一層の改善を目指すため、収容定員を変更する前

と比べて同等以上の内容が担保される。 
 
3. 教員組織の変更内容について 

経営学部の専任教員数は、平成 31（令和元）年 4 月の学部設置申請時において、16 人（うち教授

9 人）であったが、教育の充実と今般の収容定員増に備えて 6 人増員し、合計 22 人（うち教授 14
人）をもって構成する。これによって、経営学部の収容定員 880 人の場合に大学設置基準に定める専

任教員数 15 人（うち教授 8 人）を 7 人（教授についても 6 人）上回る教員数となる。また大学全体

では大学設置基準に定める専任教員数 92 人に対して、それを上回る 97 人の専任教員を配置する。 
収容定員数に対する教員数により教員一人当たり学生数を算定すると、経営学部設置申請時に、経

営学部で 50.0 人（収容定員数 800 人／教員数 16 人）であったのに対して、今般の収容定員変更認

可申請時には、40.0 人（収容定員数 880 人／教員数 22 人）と、収容定員の変更前と比較して、同等

以上の内容が担保されている。 
なお、これらの専任教員数については、令和 4 年 3 月の申請時点で確定している人数であり、今後

も、経営学部をはじめ各学部において、専門分野と年齢構成に留意しつつ、計画的に新規採用を進め、

特色ある教育課程を組織的に実施できるよう、教員組織の充実を図る考えである。 

経営学部の専任教員 22 人のうち 14 人が博士の学位を保有しているほか、大手企業等に長年勤め

大学院を経て教員となった者、公認会計士・税理士など専門職の経歴を持つ者など、高度の実務経験

を有する教員が 12 人であるなど、担当科目において十分な研究実績がある教員を配置している。 

22 人の教員組織は、経営学に関する専門教育を主として担当する教員として、経営学分野 9 人、

商学・マーケティング分野 6 人、会計学分野 5 人の合計 20 人、そして教養教育を主として担当する

教員 2 人で構成されている。また、学生の学修指導の充実のため、全ての教員を各自の専門分野等に

即してコース別に配置することとし、現代企業戦略コース 7 人、人材・組織マネジメントコース 3 人、

マーケティング戦略コース 7 人、会計専門職・企業財務コース 5 人とすることを予定している。これ

らにより、経営学部経営学科の教育目標の実現に向けて、主要科目を専任教員が担当し、学生の教育
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を専任教員が組織的に責任を持って行う体制を整備している。 
以上により、経営学部経営学科の教員組織は、収容定員を変更する前と比較して、同等以上の内容

が担保されている。 

 
4. 大学全体の施設・設備の変更内容について 

本学は、大阪府八尾市にある花岡キャンパスと八尾駅前キャンパスの 2 つのキャンパスを一体と

して活用することによって、それぞれの特性を生かした教育研究活動を実施している。 

 

（1）校地、運動場の整備 

本学は、校地面積 68,908.8 ㎡（花岡キャンパス 66,187.8 ㎡、八尾駅前キャンパス 2,721.0 ㎡）を

有しており、収容定員増に伴って大学設置基準上必要となる校地面積（36,000.0 ㎡）は十分に確保さ

れている。 

運動場として、花岡キャンパスにグラウンド（4,326.5 ㎡）が整備されており、学部の正課の体育

授業や課外活動で使用している。花岡キャンパスには、この他にテニスコートや弓道場等が整備され

ている。 

 

（2）校舎等施設の整備 

本学は、校舎面積 34,245.8 ㎡（花岡キャンパス 26,324.3 ㎡、八尾駅前キャンパス 7,921.5 ㎡）を

有しており、収容定員増に伴って大学設置基準上必要となる校舎面積（18,476.2 ㎡）は十分に確保さ

れている。 
花岡キャンパスには、講義室 17 室（収容人数 99 人以下 7 室、収容人数 100 人～150 人以下 8 室、

収容人数 200 人以上 2 室）、演習室 23 室（すべて収容人数 30 人以下）、実験・実習室 1 室、情報処

理学習施設 4 室、語学学習施設 20 室（すべて収容人数 30 人～45 人以下）が設置されており、十分

な教室が整備されている。また、研究室 107 室、学長室、会議室、事務室、図書館、医務室、学生自

習室、院生研究室、学生控室、食堂、体育館、クラブハウス、文化会館、講堂等が整備されており、

教育研究や学生生活に必要なことはキャンパス内でまかなえるようになっている。 

八尾駅前キャンパスには、講義室 11 室、演習室 20 室、実験・実習室 1 室、情報処理学習施設 1
室、専任教員室、学長室、会議室、事務室、図書館、医務室、学生自習室、学生控室、食堂、多目的

室、相談室等が設置されている。校舎内には全館無線 LAN 設備が整備され、すべての演習室に電子

黒板機能付きプロジェクター、一人掛可動机・イスの設置、学生証での入退室管理システムの導入等

が行われ、充実した設備を備える演習室となっている。また、アクティブ・ラーニング教室やプレゼ

ンテーション教室等の各種教室の設置とともに、講義室について最大収容人数を 99 人以下に設定し、

プロジェクター・スクリーンを備えることで、少人数・双方向対話型の教育が可能な教室環境になっ

ている。 
なお、備品については、既設他学部との共用を基本としながらも、経営学部収容定員増までに、設

備機器を一層拡充することにより、教室環境の充実を図る。また、収容定員増後も、毎年度、教員、

学生からの要望及び利用の実態等を考慮しつつ、継続的に整備を図ることとする。 

上記のような教育環境を整備し、本学の校舎面積が、大学設置基準上必要となる面積の 2 倍近くを

有していることから、経営学部の入学定員を 200 人から 220 人に増やしても、教育研究上の支障が
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生じることはなく、大学全体の施設・設備について、収容定員を変更する前と比較して、同等以上の

内容が担保されている。 

【4】2以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画 

本学は、大阪府八尾市にある花岡キャンパスと八尾駅前キャンパスの 2つのキャンパスに教育研究

の拠点を置いている。 

教育研究の運営については、花岡キャンパスでは、1・2 年次の共通教育科目及び 1・2 年次の専門

教育科目を中心とした正課授業や課外活動を、八尾駅前キャンパスでは、3・4 年次の専門教育科目

を中心とした正課授業や各種資格講座を展開しているほか、八尾市の中心部に位置する都市型キャン

パスの立地条件を活かして企業・行政・社会と連携した事業を行っている。両キャンパス間は、無料

のスクールバスにより約 20 分で移動可能であり、両キャンパスを一体として活用することによって、

それぞれの特性を生かした教育研究活動を実施している。 

学生への学修指導においては、各学年の演習クラスでの学修指導を行っているほか、全ての教員が

少なくともいずれかのキャンパスで週 1回以上、対面によるオフィスアワーを設定している。また当

該時間に他のキャンパスで授業を受けている場合などに配慮して、メールや電話での相談、オンライ

ン会議システムを活用した相談も可能とし、学修、学生生活、進路・キャリアに関する相談の機会を

十分に提供し、きめ細かな支援を行っている。 

それぞれの校地における学生の収容定員は、「2 以上の校地において教育を行う場合のそれぞれの

校地ごとの状況」（別記様式第 2 号・別添 3）のとおり、花岡キャンパスでは経営学部経営学科 1・2
年次 440 人を含め 4 学部合計 1,800 人、八尾駅前キャンパスでは経営学部経営学科 3・4 年次 440 人

を含め 4 学部合計 1,800 人である。大学設置基準上必要となる校舎面積は十分に確保され、講義室、

演習室、情報処理学習施設、語学学習施設など教室も十分に整備されており、収容定員を増加しても、

本学が特色とする少人数・双方向型教育をはじめ教育を行う上で問題はない。

なお、「2 以上の校地において教育を行う場合のそれぞれの校地ごとの状況」においては、キャン

パスごとの最大受入定員を収容定員と同数と記載しているが、上記のとおり、十分な校地・校舎面積、

教室等が整備されているため、学生の留年等により在学者数が収容定員を若干上回ることがあって

も、教育上、問題は生じない。

また経営学部の専任教員 22 人の多くは両キャンパスにおいて授業科目を担当するが、両キャンパ

ス間で教職員専用シャトルバスを運行することにより、両キャンパスをドア・ツー・ドアでつないで

おり、不便なく移動することができる。さらに花岡キャンパスでの授業日と八尾駅前キャンパスでの

授業日を可能な限り分けるなど、時間割上も工夫しているため、キャンパス間の移動の負担は最小限

になるよう努めている。 

学生においては、1・2 年次は花岡キャンパス、3・4 年次は八尾駅前キャンパスでの授業を履修す

ることを基本とした時間割を編成するため、2 校地における履修上の問題は生じない。なお、1・2 年

次の必修科目を 2 年次終了までに修得できなかった場合は、3・4 年次でも花岡キャンパスに通学す

る必要があるが、両キャンパスはスクールバスで約 20 分の近距離であること、また花岡キャンパス

への通学は週に 1 回程度であることから、履修上の問題は生じない。そして、1・2 年次配当科目の

学則変更の趣旨等ー21



うち、3・4 年次生も履修することが見込まれる科目などについては、両キャンパスでリピート開講

するなどの対応も行っている。

以上のとおり、近距離にある花岡キャンパスと八尾駅前キャンパスを一体として活用することによ

って、それぞれの特性を活かした教育体制を実施しており、収容定員を変更しても、その体制には変

更はない。 

以上

学則変更の趣旨等ー22
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文章表現入門 1前･後 2 ○ 兼7

数的処理ⅠＡ 1前 2 ○ 兼3

数的処理ⅠＢ 1後 2 ○ 兼3

基礎体育Ａ 1前 1 ○ 1 兼1

基礎体育Ｂ 1後 1 ○ 1 兼1

英語ＣⅠ 1前 2 ○ 兼4

英語ＣⅡ 1後 2 ○ 兼4

英語ＣⅢ 1前 2 ○ 兼2

英語ＣⅣ 1後 2 ○ 兼2

視聴覚英語 1前･後 2 ○ 兼13

英語表現 1前･後 2 ○ 兼14

ドイツ語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1前 2 ○ 兼2

中国語Ⅱ 1後 2 ○ 兼2

韓国語Ⅰ 1前 2 ○ 兼2

韓国語Ⅱ 1後 2 ○ 兼2

ロシア語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

ロシア語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

小計(21科目) － 0 40 0 0 1 0 0 0 兼45 －

哲学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

倫理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

論理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

日本史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

日本近現代史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

東洋史 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

西洋史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

考古学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

言語学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

教育学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

心理学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

日本国憲法 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経済学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

科学技術史 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

数的処理ⅡＡ 1･2前 2 ○ 兼2

数的処理ⅡＢ 1･2後 2 ○ 兼2

統計学Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

数理論理学 2･3･4前 2 ○ 兼1

共
通
教
育
科
目

基
礎
科
目

－

一
般
教
養
科
目

教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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別記様式第２号（その２の１）
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

生物学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

情報システム論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ソフトウェア論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ハードウェア論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ネットワーク論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ワープロ実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼4

表計算実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

データベース実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Ｗeｂデザイン 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

環境論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

平和学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

マスコミ論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

芸術学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

河内学 1･2･3･4前 2 ○ 兼5 オムニバス

現代社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と人権 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

現代社会と教育 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

現代社会と日本語 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

現代社会と科学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と観光 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会とメディア 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

数的推理（数の性質） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

数的推理（確率と図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

判断推理（論理） 1･2･3･4前･後 2 ○ 1 兼1

判断推理（図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 1 兼1

文章理解Ⅰ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

文章理解Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

資料解釈 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

学校ボランティア 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

心とからだの病理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

スポーツ論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

小計(59科目) － 0 118 0 1 2 0 0 0 兼40 －

ワープロ応用 2･3･4前 2 ○ 兼1

表計算応用 2･3･4後 2 ○ 兼1

プログラミング実践 2･3･4前 2 ○ 兼1

情報科学演習 2･3･4前･後 2 ○ 兼1

人権の諸問題 2･3･4前 2 ○ 兼1 隔年

多文化共生論 2･3･4後 2 ○ 兼1 隔年

海運と港湾 2･3･4後 2 ○ 兼1

日本の水産業と世界の水産業 2･3･4前 2 ○ 兼1

日本の農業 2･3･4前 2 ○ 兼1

世界の農業 2･3･4後 2 ○ 兼1

共
通
教
育
科
目

一
般
教
養
科
目

－

総
合
科
目
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

地球と環境 2･3･4後 2 ○ 兼1

資源･エネルギーと環境 2･3･4後 2 ○ 兼1

環境と経営 2･3･4前 2 ○ 兼1

環境と社会 2･3･4後 2 ○ 兼1

環境と海洋 2･3･4後 2 ○ 兼1

環境保全論 2･3･4休 2 ○ 兼1

環境フィールドスタディⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境フィールドスタディⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

ビジネスリテラシー 2･3･4前 2 ○ 兼1

総合演習ａ 2･3･4前 2 ○ 1 兼2

総合演習ｂ 2･3･4後 2 ○ 1 兼2

スポーツ指導論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

スポーツ管理論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生涯スポーツＡ 1･2･3･4前 1 ○ 1 兼1

生涯スポーツＢ 1･2･3･4後 1 ○ 1 兼1

フィットネス実習Ａ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フィットネス実習Ｂ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

トレーニング演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

トレーニング演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼2

東アジア近現代史 2･3･4前 2 ○ 兼1

東アジア女性史 2･3･4前 2 ○ 兼1

英語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

英語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

中国語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

ロシア語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ロシア語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

英語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼2

中国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼1

韓国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼1

英語会話 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

中国語会話 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語会話 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

小計(43科目) － 0 85 0 0 2 0 0 0 兼25 －

英語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

英語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ドイツ語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ドイツ語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

フランス語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

フランス語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

中国語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

中国語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

韓国語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

韓国語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ロシア語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ロシア語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

小計(12科目) － 0 24 0 0 0 0 0 0 兼1 －

共
通
教
育
科
目

総
合
科
目

－

外
国
語
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修
科
目

－
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科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

英検 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＴＯＥＩＣ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＴＯＥＦＬ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＩＥＬＴＳ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

実用独語技能検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

実用仏語技能検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

中国語検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

韓国語能力試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ハングル能力検定試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ロシア語能力検定試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＩＴ資格初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

ＩＴパスポート 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

基本情報技術者 1･2･3･4前･後 4 ○ 兼1

福祉住環境コーディネーター 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

環境社会検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

小計(16科目) － 0 33 0 0 0 0 0 0 兼1 －

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼6 留学生科目

日本語Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼9 留学生科目

日本語Ⅲ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼10 留学生科目

日本語Ⅳ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼6 留学生科目

日本語Ⅴ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1 留学生科目

日本語Ⅵ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2 留学生科目

日本語読解 1･2･3･4前 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語会話 1･2･3･4前 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語表現 1･2･3･4後 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼3 留学生科目

日本語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼3 留学生科目

日本事情入門 1･2･3･4前 2 ○ 兼1 留学生科目

現代日本事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1 留学生科目

小計(13科目) － 0 23 0 1 0 0 0 0 兼16 －

－ 0 323 0 2 2 0 0 0 兼100 －

共
通
教
育
科
目

技
能
資
格
関
連
科
目

－

日
本
語
及
び
日
本
事
情
に
関
す
る
科
目

－

計(164科目) －

R
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

経営学基礎 1前 2 ○ 1 1 1

会計学基礎 1前 2 ○ 2 1

マーケティング基礎 1後 2 ○ 1 1 1

ビジネス情報基礎 1前 2 ○ 1 兼2

データサイエンス基礎 1後 2 ○ 1 兼2

小計(5科目) － 6 4 0 5 2 0 3 0 兼2

経営管理論Ⅰ 1後 2 ○ 2 1 兼1

経営組織論Ⅰ 1後 2 ○ 1 1 兼2

経営戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 1 2 兼1

経営管理論Ⅱ 2前 2 ○ 1 1 兼1

マーケティング戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 1 1

現代産業論Ⅰ 2前 2 ○ 1

現代産業論Ⅱ 2後 2 ○ 1

初級簿記 1前･後 4 ○ 1 1 兼1

会計学 2前 2 ○ 1

経営情報論I 2前 2 ○ 1

ビジネス統計学Ⅰ 2前 2 ○ 1 1

企業論 2前 2 ○ 兼1

民法概論 2前 2 ○ 兼1

ビジネスプレゼンテーション 2前･後 2 ○ 1

商業学 1前 2 ○ 1

日本経営史 1後 2 ○ 兼1

経営学史 2後 2 ○ 兼1

経済学基礎 1後 2 ○ 兼1

小計(18科目) － 6 32 0 8 2 0 4 0 兼8

経営組織論Ⅱ 2前 2 ○ 1 兼2

経営戦略論Ⅱ 2後 2 ○ 1 1 兼1

人的資源管理論 2後 2 ○ 1

生産管理論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

生産管理論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

世界経営史 2後 2 ○ 兼1

中小企業経営論 2･3前 2 ○ 兼1 隔年

国際経営概論 3･4前 2 ○ 兼1

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2前 2 ○ 1

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2後 2 ○ 1

経営立地論 3･4前 2 ○ 1

経営心理学 2･3後 2 ○ 兼1

経営倫理論 3･4後 2 ○ 1

リスクマネジメント論 3･4前 2 ○ 1

リーダーシップ論 3･4後 2 ○ 兼1

ベンチャービジネス論 3･4前 2 ○ 1

キャリアマネジメント論 3･4前 2 ○ 兼1

CSR経営論 3･4前 2 ○ 兼1

ダイバーシティ論 3･4後 2 ○ 兼1

SDGsと企業 3･4前 2 ○ 兼1

小計(20科目) － 0 40 0 4 1 0 1 0 兼9

2後 2 ○ 1

流通システム論 2･3前 2 ○ 兼1

専
門
教
育
科
目

専
門
基
礎
科
目

－

専
門
共
通
科
目

－

経
営
学

－

商
学

サプライチェーンマネジメント論
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

マーケティング戦略論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1 1

マーケティングリサーチ 2･3前 2 ○ 1 1

ビジネス統計学Ⅱ 2･3後 2 ○ 1 1

広告心理論 3･4前 2 ○ 兼1

社会心理学 2前 2 ○ 兼1

製品開発論 3･4後 2 ○ 兼1

ホスピタリティ論 2･3後 2 ○ 兼1

観光論 2･3後 2 ○ 兼1

スポーツマネジメント論 2･3前 2 ○ 兼1

貿易論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

貿易論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

証券論 2･3後 2 ○ 1

銀行論 3･4前 2 ○ 兼1

保険論 3･4前 2 ○ 兼1

コーポレートファイナンス論 3･4前 2 ○ 1

2･3前 2 ○ 兼1

2･3後 2 ○ 兼1

販売管理論Ⅰ 1後 2 ○ 兼1

販売管理論Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

消費者行動論 3･4後 2 ○ 1

小計(22科目) － 0 44 0 6 0 0 1 0 兼8

中級簿記 1･2後 4 ○ 1 兼1

工業簿記 1･2後 4 ○ 1 1

上級簿記 2前 2 ○ 1

管理会計論 2後 2 ○ 1

原価計算論 2前 2 ○ 1

税務会計 2･3前 2 ○ 1

監査論 3･4後 2 ○ 1

経営分析Ⅰ 3･4前 2 ○ 兼1

経営分析Ⅱ 3･4後 2 ○ 兼1

財務会計論Ⅰ 2･3後 2 ○ 1

財務会計論Ⅱ 3･4前 2 ○ 1

財務会計論Ⅲ 3･4後 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅰ 2･3･4前 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅱ 2･3･4後 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅲ 2･3･4前 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅳ 2･3･4後 2 ○ 1

小計(16科目) － 0 36 0 3 0 0 1 0 兼2

経営情報論Ⅱ 2後 2 ○ 1

情報処理論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

情報処理論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

情報管理論 2･3前 2 ○ 兼1

ICTビジネス論 2･3前 2 ○ 1

小計(5科目) － 0 10 0 1 1 0 0 0 兼1

海外フィールドスタディ 1･2･3･4休 2 ○ 1 集中

小計(1科目) － 0 2 0 1 0 0 0 0 兼0

2･3前 2 ○ 兼1

2･3後 2 ○ 兼1

ビ
ジ
ネ

ス
英
語

専
門
教
育
科
目

商
学

ファイナンシャル・プランニングⅠ

ファイナンシャル・プランニングⅡ

－

－

経
営
情
報

－

体
験
型

学
習

会
計
学

－

Practical Business EnglishⅠ

Practical Business EnglishⅡ
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

2･3後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

小計(9科目) － 0 18 0 2 0 0 1 0 兼3

日本経済論Ⅰ 2･3前 2 ○ 兼2

日本経済論Ⅱ 2･3後 2 ○ 兼2

世界経済論 2･3前･後 2 ○ 兼1

小計(3科目) － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼3

商法・会社法概論 2後 2 ○ 1

2･3後 2 ○ 兼1

雇用関係法 2･3後 2 ○ 兼1

租税法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

租税法Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

小計(5科目) － 0 10 0 1 0 0 0 0 兼2

基礎演習Ａ 1前 2 ○ 6 3 3

基礎演習Ｂ 1後 2 ○ 6 3 3

専門演習ⅠＡ 2前 2 ○ 9 3

専門演習ⅠＢ 2後 2 ○ 9 3

専門演習ⅡＡ 3前 2 ○ 11 1

専門演習ⅡＢ 3後 2 ○ 11 1

卒業研究Ａ 4前 2 ○ 10 2

卒業研究Ｂ 4後 2 ○ 10 2

卒業論文 4後 4 ○ 10 2

小計(9科目) － 4 16 0 13 3 0 3 0 兼0

ビジネスキャリア基礎Ａ 1前 2 ○ 2

ビジネスキャリア基礎Ｂ 1後 2 ○ 2

ビジネスキャリア研究Ａ 2前 2 ○ 2

ビジネスキャリア研究Ｂ 2後 2 ○ 2

ビジネスキャリア実践Ａ 3前 2 ○ 2

ビジネスキャリア実践Ｂ 3後 2 ○ 2

インターンシップⅠ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅡ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅢ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅣ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

海外インターンシップ 1･2･3･4休 2 ○ 1 集中

小計(11科目) － 0 18 0 5 1 0 2 0 兼0

－

経
済
学

－

法
学

企業コンプライアンスとリスク管理

－

演
習
・
卒
業
論
文

－

キ
ャ

リ
ア
形
成
科
目

－

ビ
ジ
ネ
ス
英
語

Financial and Investment Analysis

Advanced Practical Business English

International Business in English

Information Technology in Business in English

Marketing in English

Accounting in English

専
門
教
育
科
目

Global Strategic Management
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教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

ファイナンシャルプランナー 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

販売士 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

宅地建物取引士 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

社会保険労務士 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

旅行業務取扱管理者 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ビジネス実務法務検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

法学検定初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 1

法学検定中級 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

法学検定上級 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

簿記検定初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 1

簿記検定中級 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

簿記検定上級 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

小計(12科目) － 0 32 0 1 0 0 0 0 兼0

－ 16 268 0 14 3 0 4 0 兼32

－ 16 591 0 14 4 0 4 0 兼128合計(300科目) －

専
門
教
育
科
目

技
能
資
格
等
関
連

－

計(136科目) －

学則変更の趣旨等　資料ー9



別記様式第２号（その２の１）

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

　合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学における通信教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与す

　る学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関す

　る基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，

　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野 経済学関係

学生の卒業に必要な授業科目及び単位数は、次のとおりとする。

Ａ
欄

共通教育科目
○ 英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語、ロシア語からいずれか１種

類の外国語４単位を含む。
20単位以上

Ｂ
欄

専門教育科目

○
・

・

・

・

必修要件
経営学基礎、会計学基礎、マーケティング基礎、経営管理論Ⅰ、経営組織
論Ⅰ、経営戦略論Ⅰ、卒業研究A、卒業研究Bの8科目16単位必修
経営管理論Ⅱ、マーケティング戦略論Ⅰ、現代産業論Ⅰ、現代産業論Ⅱ、
初級簿記、会計学、経営情報論I、ビジネス統計学Ⅰ、企業論、民法概論、
ビジネスプレゼンテーション、商業学、日本経営史、経営学史、経済学基
礎から14単位以上選択必修
ビジネスキャリア基礎Ａ、ビジネスキャリア基礎Ｂ、ビジネスキャリア研
究Ａ、ビジネスキャリア研究Ｂ、ビジネスキャリア実践Ａ、ビジネスキャ
リア実践Ｂから4単位以上選択必修
コース基本科目から24単位以上選択必修

90単位以上

Ｃ
欄

その他共通教育科目又
は専門教育科目

○
○

共通教育科目及び専門教育科目から14単位
技能資格等及び他学部の専門教育科目のうち別に定める授業科目に関する
単位は、Ｃ欄のその他共通教育科目又は専門教育科目の卒業に要する単位
にのみ算入できる。

14単位以上

124単位

人材・組織マネジメント
コース

(24科目)

経営組織論Ⅱ、人的資源管理論、世界経営史、中小企業経営論、国際経営概論、経営心理学、
経営倫理論、リスクマネジメント論、リーダーシップ論、キャリアマネジメント論、CSR経営
論、ダイバーシティ論、SDGsと企業、ビジネス統計学Ⅱ、社会心理学、ホスピタリティ論、ス
ポーツマネジメント論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、経営情報論Ⅱ、情報管理論、日本経済論Ⅰ、日本経済論Ⅱ、雇用関係法

マーケティング戦略コース
(24科目)

経営戦略論Ⅱ、人的資源管理論、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、ビジネスプランニング実践
Ⅰ、ビジネスプランニング実践Ⅱ、ベンチャービジネス論、サプライチェーンマネジメント
論、流通システム論、マーケティング戦略論Ⅱ、マーケティングリサーチ、ビジネス統計学
Ⅱ、広告心理論、社会心理学、製品開発論、ホスピタリティ論、観光論、販売管理論Ⅰ、販売
管理論Ⅱ、消費者行動論、情報処理論Ⅰ、情報処理論Ⅱ、情報管理論、ICTビジネス論

会計専門職・企業財務コース
(24科目)

中級簿記、工業簿記、上級簿記、管理会計論、原価計算論、税務会計、監査論、経営分析Ⅰ、
経営分析Ⅱ、財務会計論Ⅰ、財務会計論Ⅱ、財務会計論Ⅲ、証券論、銀行論、保険論、コーポ
レートファイナンス論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、CSR経営論、経営情報論Ⅱ、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリスク管理、租
税法Ⅰ、租税法Ⅱ

授業科目 卒業に要する単位数

合計

＜コース基本科目＞

現代企業戦略コース
(24科目)

経営組織論Ⅱ、経営戦略論Ⅱ、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、世界経営史、中小企業経営論、
国際経営概論、経営立地論、リスクマネジメント論、ベンチャービジネス論、SDGsと企業、サ
プライチェーンマネジメント論、流通システム論、貿易論Ⅰ、貿易論Ⅱ、コーポレートファイ
ナンス論、経営分析Ⅰ、経営分析Ⅱ、経営情報論Ⅱ、Practical Business EnglishⅠ、
Practical Business EnglishⅡ、世界経済論、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリ
スク管理
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文章表現入門 1前･後 2 ○ 兼7

数的処理ⅠＡ 1前 2 ○ 兼3

数的処理ⅠＢ 1後 2 ○ 兼3

基礎体育Ａ 1前 1 ○ 1 兼1

基礎体育Ｂ 1後 1 ○ 1 兼1

英語ＣⅠ 1前 2 ○ 兼4

英語ＣⅡ 1後 2 ○ 兼4

英語ＣⅢ 1前 2 ○ 兼2

英語ＣⅣ 1後 2 ○ 兼2

視聴覚英語 1前･後 2 ○ 兼13

英語表現 1前･後 2 ○ 兼14

ドイツ語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1前 2 ○ 兼2

中国語Ⅱ 1後 2 ○ 兼2

韓国語Ⅰ 1前 2 ○ 兼2

韓国語Ⅱ 1後 2 ○ 兼2

ロシア語Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

ロシア語Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

小計(21科目) － 0 40 0 0 1 0 0 0 兼45 －

哲学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

倫理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

論理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

日本史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

日本近現代史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

東洋史 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

西洋史 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

考古学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

言語学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

教育学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

心理学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

日本国憲法 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経済学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

科学技術史 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

数的処理ⅡＡ 1･2前 2 ○ 兼2

数的処理ⅡＢ 1･2後 2 ○ 兼2

統計学Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

数理論理学 2･3･4前 2 ○ 兼1

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

共
通
教
育
科
目

基
礎
科
目

－

一
般
教
養
科
目

花岡キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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花岡キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

生物学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

情報システム論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ソフトウェア論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ハードウェア論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ネットワーク論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ワープロ実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼4

表計算実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

データベース実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Ｗeｂデザイン 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

環境論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

平和学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

マスコミ論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

芸術学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

河内学 1･2･3･4前 2 ○ 兼5 オムニバス

現代社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と人権 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

現代社会と教育 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

現代社会と日本語 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

現代社会と科学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会と観光 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代社会とメディア 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

数的推理（数の性質） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

数的推理（確率と図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

判断推理（論理） 1･2･3･4前･後 2 ○ 1 兼1

判断推理（図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 1 兼1

文章理解Ⅰ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

文章理解Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

資料解釈 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

学校ボランティア 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

心とからだの病理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

スポーツ論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

小計(59科目) － 0 118 0 0 2 0 0 0 兼40 －

情報科学演習 2･3･4前･後 2 ○ 兼1

人権の諸問題 2･3･4前 2 ○ 兼1 隔年

多文化共生論 2･3･4後 2 ○ 兼1 隔年

海運と港湾 2･3･4後 2 ○ 兼1

日本の水産業と世界の水産業 2･3･4前 2 ○ 兼1

日本の農業 2･3･4前 2 ○ 兼1

世界の農業 2･3･4後 2 ○ 兼1

地球と環境 2･3･4後 2 ○ 兼1

資源･エネルギーと環境 2･3･4後 2 ○ 兼1

環境と経営 2･3･4前 2 ○ 兼1

環境と社会 2･3･4後 2 ○ 兼1

環境と海洋 2･3･4後 2 ○ 兼1

－

総
合
科
目

共
通
教
育
科
目

一
般
教
養
科
目
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備考

環境保全論 2･3･4休 2 ○ 兼1

環境フィールドスタディⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境フィールドスタディⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

ビジネスリテラシー 2･3･4前 2 ○ 兼1

総合演習ａ 2･3･4前 2 ○ 1 兼2

総合演習ｂ 2･3･4後 2 ○ 1 兼2

スポーツ指導論 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

スポーツ管理論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生涯スポーツＡ 1･2･3･4前 1 ○ 1 兼1

生涯スポーツＢ 1･2･3･4後 1 ○ 1 兼1

フィットネス実習Ａ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フィットネス実習Ｂ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

トレーニング演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

トレーニング演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼2

東アジア近現代史 2･3･4前 2 ○ 兼1

東アジア女性史 2･3･4前 2 ○ 兼1

英語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

英語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

中国語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

ロシア語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ロシア語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

英語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼2

中国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼1

韓国語コミュニケーション演習 2･3･4前 4 ○ 兼1

英語会話 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

中国語会話 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語会話 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

小計(40科目) － 0 79 0 0 2 0 0 0 兼23 －

英語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

英語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ドイツ語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ドイツ語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

フランス語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

フランス語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

中国語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

中国語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

韓国語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

韓国語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ロシア語研修Ⅰ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

ロシア語研修Ⅱ 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

小計(12科目) － 0 24 0 0 0 0 0 0 兼1 －

－

外
国
語
研
修
科
目

－

総
合
科
目

共
通
教
育
科
目
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備考

英検 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＴＯＥＩＣ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＴＯＥＦＬ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＩＥＬＴＳ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

実用独語技能検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

実用仏語技能検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

中国語検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

中国漢語水平考試（ＨＳＫ） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

韓国語能力試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ハングル能力検定試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ロシア語能力検定試験 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ＩＴ資格初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

ＩＴパスポート 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

基本情報技術者 1･2･3･4前･後 4 ○ 兼1

福祉住環境コーディネーター 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

環境社会検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

小計(16科目) － 0 33 0 0 0 0 0 0 兼1 －

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼6 留学生科目

日本語Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼9 留学生科目

日本語Ⅲ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼10 留学生科目

日本語Ⅳ 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼6 留学生科目

日本語Ⅴ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1 留学生科目

日本語Ⅵ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2 留学生科目

日本語読解 1･2･3･4前 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語会話 1･2･3･4前 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語表現 1･2･3･4後 1 ○ 兼1 留学生科目

日本語総合演習Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼3 留学生科目

日本語総合演習Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼3 留学生科目

日本事情入門 1･2･3･4前 2 ○ 兼1 留学生科目

現代日本事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1 留学生科目

小計(13科目) － 0 23 0 1 0 0 0 0 兼16 －

－ 0 317 0 2 2 0 0 0 兼99 －

共
通
教
育
科
目

技
能
資
格
関
連
科
目

－

日
本
語
及
び
日
本
事
情
に
関
す
る
科
目 －

計(161科目) －

R
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備考

経営学基礎 1前 2 ○ 1 1 1

会計学基礎 1前 2 ○ 2 1

マーケティング基礎 1後 2 ○ 1 1 1

ビジネス情報基礎 1前 2 ○ 1 兼2

データサイエンス基礎 1後 2 ○ 1 兼2

小計(5科目) － 6 4 0 5 2 0 3 0 兼2

経営管理論Ⅰ 1後 2 ○ 2 1

経営組織論Ⅰ 1後 2 ○ 1 1 兼1

経営戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 1 2

経営管理論Ⅱ 2前 2 ○ 1 1

マーケティング戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 1

現代産業論Ⅰ 2前 2 ○ 1

現代産業論Ⅱ 2後 2 ○ 1

初級簿記 1前･後 4 ○ 1 兼1

会計学 2前 2 ○ 1

経営情報論I 2前 2 ○ 1

ビジネス統計学Ⅰ 2前 2 ○ 1

企業論 2前 2 ○ 兼1

民法概論 2前 2 ○ 兼1

ビジネスプレゼンテーション 2前･後 2 ○ 1

商業学 1前 2 ○ 1

日本経営史 1後 2 ○ 兼1

経営学史 2後 2 ○ 兼1

経済学基礎 1後 2 ○ 兼1

小計(18科目) － 6 32 0 6 2 0 4 0 兼7

経営組織論Ⅱ 2前 2 ○ 1 兼1

経営戦略論Ⅱ 2後 2 ○ 1 1

人的資源管理論 2後 2 ○ 1

生産管理論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

生産管理論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

中小企業経営論 2･3前 2 ○ 兼1 隔年

経営心理学 2･3後 2 ○ 兼1

経営倫理論 3･4後 2 ○ 1

小計(8科目) － 0 16 0 2 1 0 2 0 兼3

2後 2 ○ 1

マーケティング戦略論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

マーケティングリサーチ 2･3前 2 ○ 1

ビジネス統計学Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

社会心理学 2前 2 ○ 兼1

スポーツマネジメント論 2･3前 2 ○ 兼1

貿易論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

貿易論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

証券論 2･3後 2 ○ 1

銀行論 3･4前 2 ○ 兼1

2･3前 2 ○ 兼1

2･3後 2 ○ 兼1

販売管理論Ⅰ 1後 2 ○ 兼1

－

専
門
共
通
科
目

－

経
営
学

－

サプライチェーンマネジメント論

商
学

ファイナンシャル・プランニングⅠ

ファイナンシャル・プランニングⅡ

専
門
教
育
科
目

専
門
基
礎
科
目
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販売管理論Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

小計(14科目) － 0 28 0 4 0 0 1 0 兼5

中級簿記 1･2後 4 ○ 1

工業簿記 1･2後 4 ○ 1

上級簿記 2前 2 ○ 1

管理会計論 2後 2 ○ 1

原価計算論 2前 2 ○ 1

財務会計論Ⅰ 2･3後 2 ○ 1

財務会計論Ⅱ 3･4前 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅰ 2･3･4前 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅱ 2･3･4後 2 ○ 1

小計(9科目) － 0 22 0 1 0 0 1 0

経営情報論Ⅱ 2後 2 ○ 1

小計(1科目) － 0 2 0 1 0 0 0 0 兼0

2･3前 2 ○ 兼1

2･3後 2 ○ 兼1

小計(2科目) － 0 4 0 0 0 0 0 0 兼1

日本経済論Ⅰ 2･3前 2 ○ 兼2

日本経済論Ⅱ 2･3後 2 ○ 兼2

世界経済論 2･3前･後 2 ○ 兼1

小計(3科目) － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼3

商法・会社法概論 2後 2 ○ 1

2･3後 2 ○ 兼1

雇用関係法 2･3後 2 ○ 兼1

小計(3科目) － 0 6 0 1 0 0 0 0 兼2

基礎演習Ａ 1前 2 ○ 6 3 3

基礎演習Ｂ 1後 2 ○ 6 3 3

専門演習ⅠＡ 2前 2 ○ 9 3

専門演習ⅠＢ 2後 2 ○ 9 3

小計(4科目) － 0 8 0 11 3 0 3 0 兼0

ビジネスキャリア基礎Ａ 1前 2 ○ 2

ビジネスキャリア基礎Ｂ 1後 2 ○ 2

ビジネスキャリア研究Ａ 2前 2 ○ 2

ビジネスキャリア研究Ｂ 2後 2 ○ 2

小計(4科目) － 0 8 0 0 0 0 2 0 兼0

－ 12 136 0 13 3 0 4 0 兼20

－ 12 453 0 13 4 0 4 0 兼116

－

商
学

会
計
学

Practical Business EnglishⅠ

－

－

Practical Business EnglishⅡ
専
門
教
育
科
目

ビ
ジ
ネ

ス
英
語

計(71科目)

経
営

情
報

－

－

経
済
学

－

法
学

企業コンプライアンスとリスク管理

－

演
習
・
卒
業
論

文

－

キ
ャ

リ
ア
形
成

科
目

－

合計(232科目) －
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別記様式第２号（その２の１）

必
　
修
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・
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教
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師

助
　
教

助
　
手

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

花岡キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場

　合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学における通信教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与す

　る学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関す

　る基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野 経済学関係

学生の卒業に必要な授業科目及び単位数は、次のとおりとする。

Ａ
欄

共通教育科目
○ 英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語、ロシア語からいずれか１種

類の外国語４単位を含む。
20単位以上

Ｂ
欄

専門教育科目

○
・

・

・

・

必修要件
経営学基礎、会計学基礎、マーケティング基礎、経営管理論Ⅰ、経営組織
論Ⅰ、経営戦略論Ⅰ、卒業研究A、卒業研究Bの8科目16単位必修
経営管理論Ⅱ、マーケティング戦略論Ⅰ、現代産業論Ⅰ、現代産業論Ⅱ、
初級簿記、会計学、経営情報論I、ビジネス統計学Ⅰ、企業論、民法概論、
ビジネスプレゼンテーション、商業学、日本経営史、経営学史、経済学基
礎から14単位以上選択必修
ビジネスキャリア基礎Ａ、ビジネスキャリア基礎Ｂ、ビジネスキャリア研
究Ａ、ビジネスキャリア研究Ｂ、ビジネスキャリア実践Ａ、ビジネスキャ
リア実践Ｂから4単位以上選択必修
コース基本科目から24単位以上選択必修

90単位以上

Ｃ
欄

その他共通教育科目又
は専門教育科目

○
○

共通教育科目及び専門教育科目から14単位
技能資格等及び他学部の専門教育科目のうち別に定める授業科目に関する
単位は、Ｃ欄のその他共通教育科目又は専門教育科目の卒業に要する単位
にのみ算入できる。

14単位以上

124単位

人材・組織マネジメント
コース

(24科目)

経営組織論Ⅱ、人的資源管理論、世界経営史、中小企業経営論、国際経営概論、経営心理学、
経営倫理論、リスクマネジメント論、リーダーシップ論、キャリアマネジメント論、CSR経営
論、ダイバーシティ論、SDGsと企業、ビジネス統計学Ⅱ、社会心理学、ホスピタリティ論、ス
ポーツマネジメント論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、経営情報論Ⅱ、情報管理論、日本経済論Ⅰ、日本経済論Ⅱ、雇用関係法

マーケティング戦略コース
(24科目)

経営戦略論Ⅱ、人的資源管理論、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、ビジネスプランニング実践
Ⅰ、ビジネスプランニング実践Ⅱ、ベンチャービジネス論、サプライチェーンマネジメント
論、流通システム論、マーケティング戦略論Ⅱ、マーケティングリサーチ、ビジネス統計学
Ⅱ、広告心理論、社会心理学、製品開発論、ホスピタリティ論、観光論、販売管理論Ⅰ、販売
管理論Ⅱ、消費者行動論、情報処理論Ⅰ、情報処理論Ⅱ、情報管理論、ICTビジネス論

会計専門職・企業財務コース
(24科目)

中級簿記、工業簿記、上級簿記、管理会計論、原価計算論、税務会計、監査論、経営分析Ⅰ、
経営分析Ⅱ、財務会計論Ⅰ、財務会計論Ⅱ、財務会計論Ⅲ、証券論、銀行論、保険論、コーポ
レートファイナンス論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、CSR経営論、経営情報論Ⅱ、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリスク管理、租
税法Ⅰ、租税法Ⅱ

授業科目 卒業に要する単位数

合計

＜コース基本科目＞

現代企業戦略コース
(24科目)

経営組織論Ⅱ、経営戦略論Ⅱ、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、世界経営史、中小企業経営論、
国際経営概論、経営立地論、リスクマネジメント論、ベンチャービジネス論、SDGsと企業、サ
プライチェーンマネジメント論、流通システム論、貿易論Ⅰ、貿易論Ⅱ、コーポレートファイ
ナンス論、経営分析Ⅰ、経営分析Ⅱ、経営情報論Ⅱ、Practical Business EnglishⅠ、
Practical Business EnglishⅡ、世界経済論、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリ
スク管理

学則変更の趣旨等　資料ー17



別記様式第２号（その２の１）

必

修
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択

自

由

講

義

演

習

実
験
・
実
習

教

授

准
教
授

講

師

助

教

助

手

日本国憲法 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

ワープロ実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼4

表計算実践 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

デジタルプレゼンテーション 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Ｗeｂデザイン 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

現代社会と健康 1･2･3･4休 2 ○ 兼1 集中

数的推理（数の性質） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

数的推理（確率と図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

判断推理（論理） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

判断推理（図形） 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

小計(10科目) － 0 20 0 0 0 0 0 0 兼10 －

ワープロ応用 2･3･4前 2 ○ 兼1

表計算応用 2･3･4後 2 ○ 兼1

プログラミング実践 2･3･4前 2 ○ 兼1

情報科学演習 2･3･4前･後 2 ○ 兼1

小計(4科目) － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼3 －

－ 0 28 0 0 0 0 0 0 兼11 －

一
般
教
養
科
目

総
合
科
目

共
通
教
育
科
目

八尾駅前キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

計(14科目) －

－

－

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

学則変更の趣旨等　資料ー18

e-nagano
線



別記様式第２号（その２の１）

必
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・
実
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教
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授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

八尾駅前キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

マーケティング基礎 1後 2 ○ 1

小計(1科目) － 2 0 0 1 0 0 0 0 兼0

経営管理論Ⅰ 1後 2 ○ 兼1

経営組織論Ⅰ 1後 2 ○ 兼1

経営戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 兼1

経営管理論Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

マーケティング戦略論Ⅰ 2前 2 ○ 1

初級簿記 1前･後 4 ○ 1

ビジネス統計学Ⅰ 2前 2 ○ 1

小計(7科目) － 6 10 0 2 0 0 1 0 兼2

経営組織論Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

経営戦略論Ⅱ 2後 2 ○ 兼1

世界経営史 2後 2 ○ 兼1

国際経営概論 3･4前 2 ○ 兼1

ビジネスプランニング実践Ⅰ 2前 2 ○ 1

ビジネスプランニング実践Ⅱ 2後 2 ○ 1

経営立地論 3･4前 2 ○ 1

リスクマネジメント論 3･4前 2 ○ 1

リーダーシップ論 3･4後 2 ○ 兼1

ベンチャービジネス論 3･4前 2 ○ 1

キャリアマネジメント論 3･4前 2 ○ 兼1

CSR経営論 3･4前 2 ○ 兼1

ダイバーシティ論 3･4後 2 ○ 兼1

SDGsと企業 3･4前 2 ○ 兼1

小計(14科目) － 0 28 0 2 1 0 0 0 兼7

流通システム論 2･3前 2 ○ 兼1

マーケティング戦略論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

マーケティングリサーチ 2･3前 2 ○ 1

ビジネス統計学Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

広告心理論 3･4前 2 ○ 兼1

製品開発論 3･4後 2 ○ 兼1

ホスピタリティ論 2･3後 2 ○ 兼1

観光論 2･3後 2 ○ 兼1

保険論 3･4前 2 ○ 兼1

コーポレートファイナンス論 3･4前 2 ○ 1

消費者行動論 3･4後 2 ○ 1

小計(11科目) － 0 22 0 3 0 0 1 0 兼4

中級簿記 1･2後 4 ○ 兼1

工業簿記 1･2後 4 ○ 1

税務会計 2･3前 2 ○ 1

監査論 3･4後 2 ○ 1

経営分析Ⅰ 3･4前 2 ○ 兼1

経営分析Ⅱ 3･4後 2 ○ 兼1

財務会計論Ⅲ 3･4後 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅲ 2･3･4前 2 ○ 1

会計学特殊講義Ⅳ 2･3･4後 2 ○ 1

小計(9科目) － 0 22 0 2 0 0 1 0 兼2

専
門
教
育
科
目

－

商
学

会
計
学

専
門
基

礎
科
目 －

専
門
共
通
科
目

－

経
営
学

－

－
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別記様式第２号（その２の１）
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教
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手

八尾駅前キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

情報処理論Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

情報処理論Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

情報管理論 2･3前 2 ○ 兼1

ICTビジネス論 2･3前 2 ○ 1

小計(4科目) － 0 8 0 1 1 0 0 0 兼1

海外フィールドスタディ 1･2･3･4休 2 ○ 1 集中

小計(1科目) － 0 2 0 1 0 0 0 0 兼0

2･3後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 兼1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

3･4後 2 ○ 1 隔年

小計(7科目) － 0 14 0 2 0 0 1 0 兼3

租税法Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

租税法Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

小計(2科目) － 0 4 0 1 0 0 0 0 兼0

専門演習ⅡＡ 3前 2 ○ 11 1

専門演習ⅡＢ 3後 2 ○ 11 1

卒業研究Ａ 4前 2 ○ 10 2

卒業研究Ｂ 4後 2 ○ 10 2

卒業論文 4後 4 ○ 10 2

小計(5科目) － 4 8 0 11 2 0 0 0 兼0

ビジネスキャリア実践Ａ 3前 2 ○ 2

ビジネスキャリア実践Ｂ 3後 2 ○ 2

インターンシップⅠ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅡ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅢ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

インターンシップⅣ 1･2･3･4休 1 ○ 3 1 集中

海外インターンシップ 1･2･3･4休 2 ○ 1 集中

小計(7科目) － 0 10 0 5 1 0 0 0 兼0

ファイナンシャルプランナー 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

販売士 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

宅地建物取引士 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

社会保険労務士 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

旅行業務取扱管理者 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

ビジネス実務法務検定 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

法学検定初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 1

法学検定中級 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

法学検定上級 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

簿記検定初級 1･2･3･4前･後 1 ○ 1

簿記検定中級 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

簿記検定上級 1･2･3･4前･後 4 ○ 1

小計(12科目) － 0 32 0 1 0 0 0 0 兼0

－ 12 160 0 13 2 0 2 0 兼17

－ 12 188 0 13 2 0 2 0 兼28

－

体
験
型

学
習 －

Global Strategic Management

Financial and Investment Analysis

Advanced Practical Business English

International Business in English

合計(94科目)

計(80科目)

演
習
・
卒
業
論
文

キ
ャ

リ
ア
形
成
科
目

技
能
資
格
等
関
連

法
学

ビ
ジ
ネ
ス
英
語

専
門
教
育
科
目

経
営
情
報

－

－

Information Technology in Business in English

Marketing in English

Accounting in English

－

－

－

－

－
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別記様式第２号（その２の１）
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八尾駅前キャンパス

教 育 課 程 等 の 概 要

（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野 経済学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

　合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学における通信教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与す

　る学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関す

　る基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，

　大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場

学生の卒業に必要な授業科目及び単位数は、次のとおりとする。

Ａ
欄

共通教育科目
○ 英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語、ロシア語からいずれか１種

類の外国語４単位を含む。
20単位以上

Ｂ
欄

専門教育科目

○
・

・

・

・

必修要件
経営学基礎、会計学基礎、マーケティング基礎、経営管理論Ⅰ、経営組織
論Ⅰ、経営戦略論Ⅰ、卒業研究A、卒業研究Bの8科目16単位必修
経営管理論Ⅱ、マーケティング戦略論Ⅰ、現代産業論Ⅰ、現代産業論Ⅱ、
初級簿記、会計学、経営情報論I、ビジネス統計学Ⅰ、企業論、民法概論、
ビジネスプレゼンテーション、商業学、日本経営史、経営学史、経済学基
礎から14単位以上選択必修
ビジネスキャリア基礎Ａ、ビジネスキャリア基礎Ｂ、ビジネスキャリア研
究Ａ、ビジネスキャリア研究Ｂ、ビジネスキャリア実践Ａ、ビジネスキャ
リア実践Ｂから4単位以上選択必修
コース基本科目から24単位以上選択必修

90単位以上

Ｃ
欄

その他共通教育科目又
は専門教育科目

○
○

共通教育科目及び専門教育科目から14単位
技能資格等及び他学部の専門教育科目のうち別に定める授業科目に関する
単位は、Ｃ欄のその他共通教育科目又は専門教育科目の卒業に要する単位
にのみ算入できる。

14単位以上

124単位

人材・組織マネジメント
コース

(24科目)

経営組織論Ⅱ、人的資源管理論、世界経営史、中小企業経営論、国際経営概論、経営心理学、
経営倫理論、リスクマネジメント論、リーダーシップ論、キャリアマネジメント論、CSR経営
論、ダイバーシティ論、SDGsと企業、ビジネス統計学Ⅱ、社会心理学、ホスピタリティ論、ス
ポーツマネジメント論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、経営情報論Ⅱ、情報管理論、日本経済論Ⅰ、日本経済論Ⅱ、雇用関係法

マーケティング戦略コース
(24科目)

経営戦略論Ⅱ、人的資源管理論、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、ビジネスプランニング実践
Ⅰ、ビジネスプランニング実践Ⅱ、ベンチャービジネス論、サプライチェーンマネジメント
論、流通システム論、マーケティング戦略論Ⅱ、マーケティングリサーチ、ビジネス統計学
Ⅱ、広告心理論、社会心理学、製品開発論、ホスピタリティ論、観光論、販売管理論Ⅰ、販売
管理論Ⅱ、消費者行動論、情報処理論Ⅰ、情報処理論Ⅱ、情報管理論、ICTビジネス論

会計専門職・企業財務コース
(24科目)

中級簿記、工業簿記、上級簿記、管理会計論、原価計算論、税務会計、監査論、経営分析Ⅰ、
経営分析Ⅱ、財務会計論Ⅰ、財務会計論Ⅱ、財務会計論Ⅲ、証券論、銀行論、保険論、コーポ
レートファイナンス論、ファイナンシャル・プランニングⅠ、ファイナンシャル・プランニン
グⅡ、CSR経営論、経営情報論Ⅱ、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリスク管理、租
税法Ⅰ、租税法Ⅱ

授業科目 卒業に要する単位数

合計

＜コース基本科目＞

現代企業戦略コース
(24科目)

経営組織論Ⅱ、経営戦略論Ⅱ、生産管理論Ⅰ、生産管理論Ⅱ、世界経営史、中小企業経営論、
国際経営概論、経営立地論、リスクマネジメント論、ベンチャービジネス論、SDGsと企業、サ
プライチェーンマネジメント論、流通システム論、貿易論Ⅰ、貿易論Ⅱ、コーポレートファイ
ナンス論、経営分析Ⅰ、経営分析Ⅱ、経営情報論Ⅱ、Practical Business EnglishⅠ、
Practical Business EnglishⅡ、世界経済論、商法・会社法概論、企業コンプライアンスとリ
スク管理
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学生の確保の見通し等を記載した書類
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学生の確保の見通し等を記載した書類

Ⅰ． 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

１．学生の確保の見通し 

収容定員増を行う経営学部経営学科について、長期的かつ安定的に学生の確保を図ることができる見通

しがあることについて、以下に記述する。 

（１）定員充足の見込み 

１）入学定員設定の考え方 

経営学部経営学科の入学定員を現在の 200 人から 220 人に増員する。

経営学部は、平成 31 年度（令和元年度）の設置以来、教育研究上の目的を達成するため、学位授与の方

針（DP）及び教育課程の編成・実施の方針（CP）に基づいて教育活動を行ってきた。「学則の変更の趣旨

等を記載した書類」の「【2】学則変更（収容定員変更）の必要性」で述べているとおり、特色ある教育課程

を編成・実施し、着実に教育実績を維持・向上させてきた結果、開設以来一貫して、競争的な入学者選抜を

経て 200 人の入学定員を充足させてきた。 
具体的には表 1 のとおりであり、前身の経済学部経営学科においても、開設以来志願者は年々増加して

いたが、経営学部開設を機に大きく志願者が増加し、初年度の平成 31 年度（令和元年度）は、志願倍率が

36.8 倍となった。続く令和 2 年度入試では、前年度入試で非常に高い倍率となったことから志願者に敬遠

されたことに加え、推薦試験における推薦基準の引き上げなど入試制度の見直しを行ったことも相俟って

志願者数は減少したが、志願倍率は依然として 21.0 倍と高かった。新型コロナウイルス感染症の拡大によ

る未曾有の事態の中で志願者数が減少した令和 3 年度入試においても、志願倍率は 12.2 倍という水準を維

持している。

（表１）過去 5 年間の経済学部経営学科・経営学部経営学科の入学定員・志願者数・志願倍率・合格者

数・辞退者数・入学者数・歩留率・定員充足率

入試年度
入学定員

(A)
志願者数

(B)
志願倍率
(B/A)

合格者数
(C)

辞退者数
(C-D)

入学者数
(D)

歩留率
(D/C)

定員
充足率
(D/A)

経済学部経営学科

平成29年度 160人 2,632人 16.5倍 857人 689人 168人 19.6% 105%

平成30年度 160人 3,724人 23.3倍 940人 765人 175人 18.6% 109%

経営学部経営学科

平成31年度 200人 7,360人 36.8倍 1,009人 792人 217人 21.5% 108%

令和2年度 200人 4,209人 21.0倍 1,045人 799人 246人 23.5% 123%

令和3年度 200人 2,439人 12.2倍 894人 681人 213人 23.8% 106%
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さらに、令和 4 年度入試では、志願者数は 5,454 人と回復し、志願倍率は 27.3 倍と高い水準となってい

る。

また、詳しくは後述するが、学生確保の見通しを検証するために、令和 3 年 11 月から令和 4 年 1 月にか

けて実施した第三者機関によるアンケート調査において、「高校卒業後の進路」が「私立大学に進学」、「興

味がある学問系統」が「経営・商学」と回答した高校生のうち、本学経営学部を「受験したいと思う」かつ

「入学したいと思う」と答えた高校生は 463 人と、予定する入学定員を大きく上回る入学意向を得られて

いることからも、志願者を確保できる見込みは十分にある。

なお、高校生等を対象とした入学意向アンケート、企業等を対象とした採用意向アンケートを実施した

時点では、経営学部の概要を記載したリーフレットで、変更後の入学定員を 240 人としていた。しかし、

18 歳人口減の中長期的影響や入国制限による留学生の減少などを総合的に勘案し、入学者選抜機能を適正

な水準で維持し、教育の質を維持・向上する観点から、さらに慎重に検討した結果、変更後の入学定員を

220 人（現在の入学定員の 1.10 倍）とした。これは、経営学部設置以来の平均入学定員超過率が 1.12 倍で

あったという入学者受入れ実績をもとに定員数を見直すものとも言える。

また、今回の入学定員変更による増員分は、日本人学生の確保をもって充足することを想定しており、

外国人留学生は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、若干名の募集とする。以下の「定員を充

足する見込み」は、この方針に沿って記述する。

２）定員を充足する見込み 

①18歳人口と大学進学者数の見通し 

近畿圏の各府県別の 18 歳人口の予測は表 2 のとおりである。これは文部科学省の「学校基本調査」をも

とに 18 歳人口を推計したものである（株式会社リクルートマーケティングパートナーズ資料に基づき作

成）。

（表２）近畿圏の 18 歳人口の推計 

現在、全国的な傾向と同様に近畿圏の 18 歳人口は減少局面に入っており、令和 2 年度（2020 年度）を

基準にした場合、令和 14 年度（2032 年度）には 84.9％となる。 
ただし、文部科学省の「学校基本調査」をもとに、株式会社リクルートマーケティングパートナーズが分

析したところによれば、本学が位置する大阪府の令和 2 年度の地元大学進学率（同一都道府県内大学への
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進学率）は全国平均 44.1％に対し 57.4％と高く、さらに、大学への現役進学率は全国平均 51.1％に対し

56.5％に達しているなど、大学進学意欲は高い。このように、全国的に 18 歳人口が減少する厳しい状況下

にあって、大阪府は地元大学進学率や現役進学率が全国的にみても高い水準にあり、大学進学者の減少幅

は比較的緩やかであることが想定される。 
 
②経営系学部の入学志願動向 

 

〔全国の入学志願動向〕 

本学が設置する経営学部経営学科は、その教育課程の内容等から、競合校の経営学部と受験者層が重な

ると想定される。こうした経営学部について、平成 29 年度から令和 3 年度における全国での学部数・入学

定員数・志願者数・入学者数及び入学定員充足率を示したものが下記の表 3 である。 

（表３）全国の経営学部の学部数・入学定員・志願者数・志願倍率・入学者数・入学定員充足率 

  
 ※日本私立学校・振興共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」各年度版より作成。 

平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、経営学部は志願者数が 239,665 人から 292,165 人へと 52,500 人

（21.9％）増加し、志願倍率も平成 29 年度の 9.29 倍に対し 10.49 倍と高くなった。コロナ禍の影響によ

り、令和 3 年度入試では志願者数は 252,916 人へと前年度比 13.4％減少したものの、平成 29 年度入試時

点より多く、志願倍率も 9 倍以上を維持している。 
経営学部は、社会科学系学部の中でも伝統ある代表的な学部であり、企業をはじめとする継続的事業体

の管理・運営を担う人材を養成する重要な学部である。そして、常に変化する内外の環境において組織を

いかに効率的に運営するかを解明する経営学は、コロナ禍での新しい経営手法やビジネスチャンスを生み

出し、経済・社会を支え発展させる重要な役割を担っている。受験生もそのような経営学の社会的意義に

魅力を感じていると考えられ、今後、18 歳人口の減少で全体的な大学進学希望者が減少する中でも、経営

学部の志願者規模は底堅く推移すると考えられる。 
 

〔近畿圏の入学志願動向〕 

近畿圏の入学志願動向も全国傾向と同じく、経営学部の志願者数は底堅く推移している。資料１（株式

会社進研アド資料に基づき作成）で示しているように、近畿圏の各大学の経営学部の志願者数（一般試験）

は平成 31 年度（令和元年度）から令和 3 年度にかけては減少したものの、中期的に見れば、平成 29 年度

の 68,828 人から令和 3 年度には 78,566 人と、5 年間で 11.4％増加している。 
以上のとおり、経営学部は、近畿圏においても、志願者数の規模が比較的安定していると言える。これは

企業等の経営に直結する学問を学ぶことが、将来、社会人・企業人としてのキャリアにつながるという受

学部数 入学定員 志願者数 志願倍率 入学者数
入学定員
充足率

平成29年度 82 25,796人 239,665人 9.29倍 27,888人 108.11%

平成30年度 80 25,431人 268,888人 10.57倍 27,037人 106.32%

平成31年度 85 26,870人 296,026人 11.02倍 27,887人 103.78%

令和2年度 88 27,861人 292,165人 10.49倍 29,329人 105.27%

令和3年度 89 27,966人 252,916人 9.04倍 28,882人 103.28%
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験生側の意識とともに、経営に関する幅広い専門知識と実践的な課題解決力を備えた人材への企業側のニ

ーズが高まっていること等によるもので、今後も経営学部を志望する志願者規模は底堅いと考えられる。

③大阪府下の私立大学の入学志願動向 

大阪府下の私立大学経営学部における令和 3 年度の入学定員・入学者数・定員充足率を、学校法人河合

塾の「2022 年度入試予想ランキング表」における入試難易度が高い順に並べると、表 4 のとおりとなる。 

（表４）大阪府下の私立大学経営学部の入学定員・入学者数・定員充足率

（注１） 学校法人河合塾が発表した 2022 年度入試予想ランキング表（令和 3 年 6 月更新）を参照。 
（注２） 近畿大学は経営学科夜間主コースを除く。

（注３） 大阪経済大学はビジネス法学科及び第２部経営学科を除く。

※上記の入学定員・入学者数は各大学ＨＰおよび各種受験雑誌より抜粋。

これを見ても分かるとおり、ほとんどの大学で入学定員を充足しており、その平均は 106％である。この

ことから、近隣においても、経営学部の志願動向は堅調であることがわかる。また、本学は入学定員を上回

入学定員 入学者数 定員充足率

経営学科 57.5 650人 663人 102%

国際経営学科 57.5 145人 144人 99%

経営学科 55.0 425人 444人 104%

商学科 55.0 405人 425人 104%

会計学科 55.0 175人 202人 115%

ｷｬﾘｱ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 55.0 175人 184人 105%

追手門学院大学 経営学部 経営学科 50.0 443人 477人 107%

経営学科 50.0 170人 174人 102%

経営情報学科 50.0 100人 96人 96%

大阪経済大学(注3) 経営学部 経営学科 47.5 330人 344人 104%

本学 経営学部 経営学科 45.0 200人 213人 106%

桃山学院大学 経営学部 経営学科 45.0 295人 325人 110%

経営学科 42.5 280人 322人 115%

ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ経営学科 42.5 100人 100人 100%

経営学科 42.5 300人 268人 89%

商学科 42.5 200人 207人 103%

四天王寺大学 経営学部 経営学科 42.5 160人 163人 101%

経営学科 40.0 400人 458人 114%

商学科 40.0 150人 184人 122%

太成学院大学 経営学部 現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 40.0 70人 88人 125%

経営学科 37.5 110人

ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 35.0 110人

国際観光ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 37.5 80人

5,473人 5,816人 106%合計

経営学部

大阪商業大学 総合経営学部

摂南大学 経営学部

大阪学院大学 経営学部

大阪成蹊大学 経営学部

経営学部立命館大学

令和3年度
大学名 学部名 学科名

入試
難易度
(注１)

335人 111%

大阪産業大学

近畿大学(注2) 経営学部
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る志願者を確保した結果、入試難易度も中位に位置している。今後、18 歳人口減少により大学間競争はさ

らに激化することが予想されるものの、今回の入学定員変更と教育課程等の充実により、競合他大学との

競争環境において適切なポジションを確保することで、中長期的にも学生を確保できるものと考える。

④本学の入学志願動向 

ア）経営学部の入学志願動向 

平成 31 年度（令和元年度）の経営学部開設以来、養成する人材像に掲げる人材を輩出するために、特色

ある教育課程を編成・実施してきた。これに伴い、高等学校からの期待や社会的評価が高まる中、入学定員

を大きく上回る志願者を集めており、競争的な入学者選抜を経て入学者を確保してきた。

経営学部の平成 29 年度から令和 4 年度（平成 29～30 年度は経済学部経営学科の実績）までの志願者数

と志願倍率の推移は、表 5 のとおりである。「１）入学定員設定の考え方」でも言及したように、令和 3 年

度入試はコロナ禍の影響により志願者数が大きく減少したものの、令和 4 年度入試では、志願者数が回復

傾向にある。総合型選抜・学校推薦型選抜の志願者数は平成 31 年度（令和元年度）入試の実績近くとなり、

志願倍率は 22.8 倍となった。一般選抜の志願者数は 3,258 人、志願倍率は 29.6 倍、令和 4 年度入試全体で

は志願者数は 5,454 人、志願倍率は 27.3 倍と高い水準となっている。 

（表５）経営学部の志願者数と志願倍率の推移 

※令和 4 年度の入学者数は令和 4 年 3 月 15 日時点の入学予定者数を記載。入学定員充足率は入学者数が未確定の

ため記載していない。

平成29年度 平成30年度
平成31年度
/令和元年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度

160人 160人 200人 200人 200人 200人

168人 175人 217人 246人 213人 226人

105% 109% 108% 123% 106% -

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

75人 70人 85人 85人 85人 90人

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

85人 90人 115人 115人 115人 110人

留学生試験 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名 若干名

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

873人 819人 2,447人 1,374人 917人 2,053人

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

1,699人 2,818人 4,770人 2,671人 1,404人 3,258人

留学生試験 59人 87人 142人 164人 118人 142人

合計 2,632人 3,724人 7,360人 4,209人 2,439人 5,454人

※志願者数合計には帰国生入試、社会人試験を含む

ＡＯ入試・推薦入試/
総合型選抜・学校推薦型選抜

11.6倍 11.7倍 28.8倍 16.2倍 10.8倍 22.8倍

一般入試・センター試験利用入試/
一般選抜・共通テスト利用入試

20.0倍 31.3倍 41.5倍 23.2倍 12.2倍 29.6倍

全体 16.5倍 23.3倍 36.8倍 21.0倍 12.2倍 27.3倍

入学定員充足率

募集人員

志願者数

志願倍率

入学定員

入学者数

経営学部経営学科経済学部経営学科
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中長期的には 18 歳人口減、当面してはコロナ禍という状況下、厳しい大学間競争のもとにあるが、本学

の志願者数からすれば、入学者選抜機能を維持しながら、入学定員に見合う入学者を確保することは十分

に可能であり、本学経営学部への進学需要にも応えるものとなる。また、後述のアンケート結果から確認

できるように、本学経営学部に寄せられる期待は堅調であり、収容定員増に向けた PR 活動や学生募集活

動を通じて、教育特色、教育実績を訴求することで、本学経営学部の入学志願動向は、さらに安定化するも

のと考える。 

 
イ）経営学部以外の学部の入学志願動向 

本学は、経営学部の他に、経済学部（昭和 46 年度設置）、法学部（昭和 46 年度設置）、国際学部（平成

28 年度設置）という 3 つの学部を設置しているが、これら経営学部以外の学部学科の入学志願動向は表 6
のとおりである。この表から分かるように、本学はいずれの学部学科においても、入学定員を充足するに

は十分な志願者数を確保できている。 
 
（表６）過去 5 年間の本学（経済学部経営学科・経営学部経営学科以外の学部学科）の入学定員・ 

志願者数・志願倍率・合格者数・辞退者数・入学者数・歩留率・定員充足率 

 

 

 

 

 

平成29年度 入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 辞退者数 入学者数 歩留率 定員充足率

経済学部経済学科 160人 2,895人 18.1倍 856人 689人 167人 19.5% 104%

法学部法律学科 260人 2,823人 10.9倍 975人 677人 298人 30.6% 114%

国際学部国際学科 140人 1,665人 11.9倍 631人 469人 162人 25.7% 115%

合計（経済学部経
営学科含む）

720人 10,015人 13.9倍 3,319人 2,524人 795人 24.0% 110%

平成30年度 入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 辞退者数 入学者数 歩留率 定員充足率

経済学部経済学科 160人 3,794人 23.7倍 916人 746人 170人 18.6% 106%

法学部法律学科 260人 3,758人 14.5倍 943人 650人 293人 31.1% 112%

国際学部国際学科 140人 2,528人 18.1倍 717人 559人 158人 22.0% 112%

合計（経済学部経
営学科含む）

720人 13,804人 19.2倍 3,516人 2,720人 796人 22.6% 110%

平成31年度/令和元年度 入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 辞退者数 入学者数 歩留率 定員充足率

経済学部経済学科 200人 7,350人 36.8倍 1,199人 972人 227人 18.9% 113%

法学部法律学科 260人 6,801人 26.2倍 1,162人 873人 289人 24.9% 111%

国際学部国際学科 140人 4,720人 33.7倍 959人 795人 164人 17.1% 117%

合計（経営学部経
営学科含む）

800人 26,231人 32.8倍 4,329人 3,432人 897人 20.7% 112%

令和2年度 入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 辞退者数 入学者数 歩留率 定員充足率

経済学部経済学科 200人 4,410人 22.1倍 1,170人 941人 229人 19.6% 114%

法学部法律学科 260人 4,376人 16.8倍 1,175人 902人 273人 23.2% 105%

国際学部国際学科 200人 2,711人 13.6倍 909人 680人 229人 25.2% 114%

合計（経営学部経
営学科含む）

860人 15,706人 18.3倍 4,299人 3,322人 977人 22.7% 113%

令和3年度 入学定員 志願者数 志願倍率 合格者数 辞退者数 入学者数 歩留率 定員充足率

経済学部経済学科 200人 2,447人 12.2倍 986人 755人 231人 23.4% 115%

法学部法律学科 260人 2,303人 8.9倍 1,213人 951人 262人 21.6% 100%

国際学部国際学科 200人 1,312人 6.6倍 748人 534人 214人 28.6% 107%

合計（経営学部経
営学科含む）

860人 8,501人 9.9倍 3,841人 2,921人 920人 24.0% 106%
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以上①～④において記述したとおり、中長期的には 18 歳人口が減少する中にあっても、大阪府は地元大

学進学率や現役進学率が全国的にみても高い水準にあること、経営学部の入学志願動向は全国的にも近畿

圏でも底堅いと考えられること、そして、本学経営学部はもとより、設置する全ての学部において、入学定

員を十分に上回る入学志願者を確保できており、競合他大学との競争環境において適切なポジションを確

保することで、入学定員を 220 人に増員しても、それに見合う志願者及び入学者を長期的かつ安定的に確

保することは十分可能であると考える。

（２）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

本学は、経営学部経営学科の学生確保の見通しについて、客観的に明らかにするため、令和 3 年 11 月か

ら令和 4 年 1 月にかけて、第三者機関（株式会社進研アド）による、高校生及び留学予定者に対するアン

ケート調査を行った。

１）高校生に対するアンケート調査 

高校生に対するアンケート調査は、本学経営学部が収容定員増を予定している令和 5 年度に受験する可

能性が高い、令和 5 年 3 月に高等学校を卒業予定の者（調査時点で高校 2 年生）を対象とした。 
実施エリアは、本学への志願者が多い大阪府を中心に、近隣 2 府 3 県（大阪府・京都府・兵庫県・奈良

県・和歌山県）の通学圏内の高等学校を対象にした。そして、本学への出願実績や在籍者の有無などを踏ま

え、経営学部経営学科の主な募集対象となる高等学校を選び、アンケート調査への協力を依頼した。アン

ケート調査への協力が得られた 129 校にアンケート調査票を送付し、各校の教職員の監督のもとで実施し

た。アンケート集計の締切日までに、公立校 46 校（大阪 35 校、兵庫 3 校、奈良 7 校、和歌山 1 校）、私立

校 56 校（大阪 35 校（他の都道府県に所在する高校の校舎 2 校及び高等専修学校 1 校を含む）、京都 8 校、

兵庫 8 校、奈良 5 校）、合計 102 校から 9,749 件の有効回答を得た。高等学校 1 校当たりの回答者数は平

均約 96 人である。 
回答者（高校生）には、「大阪経済法科大学『経営学部経営学科』の概要」（資料 2）を読んだ上で質問項

目に回答するように求めた。

〔調査結果〕 

調査の主な質問項目は、「高校卒業後の進路」、「興味がある学問系統」、「経営学部の特色に対する魅力度」、

「経営学部への受験意向」、「経営学部への入学意向」などで、選択肢式の合計５問とした。

詳細な調査結果の報告は、資料 3 のとおりである。その要点をまとめると、次のとおりである。 

①経営学部経営学科入学定員 220 人に対して 463 人が経営学部経営学科に「入学したいと思う」と回答し

た。 

「高校卒業後の進路」が「私立大学に進学」、「興味がある学問系統」が「経営・商学」と回答した人のう

ち、本学経営学部経営学科を「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と答えた人（入学意向者）は、

463 人（回答者全体の 4.7%）であり、予定している入学定員 220 人の 2.1 倍の入学意向が見られた。回答

した高校２年生（調査時点）の属性別アンケート結果は、以下のとおりである（図１）。
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（図１）経営学部経営学科への属性別入学意向（高校生アンケート調査） 

 
 
＜性別＞ 
・「男性」の入学意向者は 327 人（男性の回答者 4,940 人の 6.6%）、「女性」の入学意向者は 135 人（女性

の回答者 4,788 人の 2.8%）となった。 
 
＜高校所在地別＞ 
・学生募集の中心である「大阪府」の高等学校在籍者からの入学意向者は 325 人（大阪府の回答者 6,664
人の 4.9%）となり、「大阪府」に限っても、予定している入学定員を十分上回る入学意向が見られた。 

 
＜所属クラス別＞ 
・経営学部を志望する可能性の高い「文系クラス」の所属者からの入学意向者は 311 人（文系クラスの回

答者 5,329 人の 5.8%）となった。 
 
このように、本学経営学部経営学科に「入学したいと思う」と答えた入学意向者は、予定している入学定

員 220 人の 2 倍以上となり、大きく上回っている。 
大阪府下の全日制・定時制の高等学校が 254 校（令和 3 年度学校基本調査による）ある中で、大阪府下

のアンケート実施校は 67 校（他の都道府県に所在する高校の校舎 2 校及び高等専修学校 1 校を除く）であ

り、アンケート実施率は学校数ベースで、26.4％に過ぎない。また、アンケート実施校でも高等学校の事情
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に応じて実施クラス数は異なっており、当然、実際の募集対象者は拡大する。加えて、経営学部経営学科で

は、アンケート調査を実施したエリア以外からも、中国・四国、九州・沖縄など西日本を中心に遠方からの

志願者・入学者も多く、そのような点でも募集対象者は拡大する。今後、アンケートを実施していない高校

も含め、積極的な募集活動を行うことで、十分な志願者が集まり、経営学部経営学科の入学定員に見合う

入学者を確保できると考える。 
 
②アンケート結果から見える特徴 

高校生に対するアンケート調査の実施に際し、本学経営学部経営学科が予定している教育の特色に対す

る魅力度を調査した。詳細は資料 3 のとおりであるが、その特徴を表すと、図２のとおりである。 
 
（図２）高校生アンケートに見る本学経営学部経営学科の特色の魅力度 

 
まず最も魅力度が高く現れたのは、「多様な進路に合わせて専門性を深める４つのコース」であり、「と

ても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計で 61.0％となった。次に魅力度が高いのは、「経営学、

商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成」であり、2 つの回答の合計で 59.3％となってい

る。なお「とても魅力を感じる」という回答のみで見ても、同じく「多様な進路に合わせて専門性を深める

４つのコース」が最も高く、「経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成」が次点と

なっており、進路に合わせたコース制と少人数教育に対する期待が高いことが見て取れる。 
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以下、魅力度の高い順に挙げると、「ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リアル”を学ぶ」

（59.2％）、「１年次から全員が実践的な学び「PBL（課題解決型学修）」に挑戦する」（55.5％）となってお

り、すべての特色項目で回答者の半数以上が「魅力を感じる」と回答している。

２）外国人留学生の受入れ実績と留学予定者に対するアンケート調査 

①外国人留学生の受入れ実績と定員変更にあたっての考え方 

本学経営学部には、例年、多数の外国人留学生からの入学希望がある。これを受けて、経営学部において

は、知的国際貢献や高度外国人材の養成、また、学内で異なる文化を持つ学生が共に学ぶ「国際共修」を促

進する観点から、外国人留学生を対象とした入学者選抜を実施し、表 7 のとおり、競争的な入学者選抜を

経て、入学者を受け入れてきた。

（表７）過去 5 年間の経済学部経営学科・経営学部経営学科における留学生入試の 
志願者数・受験者数・合格者数・受験倍率・辞退者数・入学者数・歩留率

しかし、世界的な新型コロナウイルスの感染拡大や、それに伴う日本政府及び各国政府による渡航制限

等により、この２年間で、渡日する外国人留学生は大きく減少している。特に、大学への進学を希望する留

学生が多く在籍する日本語学校の生徒数の減少は極めて大きい。出入国管理統計では、留学生の新規入国

は、コロナ禍前の令和元年度と比べて、令和 2 年度は 121,637 人から 49,748 人へと約 6 割の減少、令和 3
年度上半期は 61,520 人から 7,078 人へと約 9 割の減少となっている。令和 4 年 3 月 1 日から入国制限が

段階的に緩和され、留学生の新規入国も可能となったが、通常、日本語学校で 1～2 年の学修を経て大学に

進学することを踏まえれば、日本語学校からの入学者は、短期的にはほとんど見込めないと思われる。

したがって、今般の経営学部収容定員増にあたっては、少なくとも令和 5 年度入試では、留学生の入学

者をほとんど受け入れられないことも想定する必要がある。そのため、当面は日本人学生等のみで入学定

員を満たすことを前提とし、新型コロナウイルスの感染状況及び入国制限の緩和の動向等に注視しながら、

留学生の受入れを行うことが現実的であることから、留学生対象の入学試験の募集人員は若干名として募

集する。そして、令和 4 年以降の状況を踏まえて、令和 6 年度入試以降における留学生の受入れ計画を改

めて検討・実施していく。

②留学予定者に対するアンケート調査 

上述のとおり、令和 5 年度入試では留学生対象の入学試験の募集人員は若干名として募集するが、入国

制限が緩和され、留学生の志願者・入学者が回復していくことを想定して、留学予定者に対するアンケー

ト調査を実施することとした。

入試年度 志願者数
受験者数

(A)
合格者数

(B)
受験倍率
(A/B)

辞退者数
(B-C)

入学者数
(C)

歩留率
(C/B)

経済学部経営学科

平成29年度 59人 59人 26人 2.3倍 5人 21人 80.8%

平成30年度 87人 87人 23人 3.8倍 1人 22人 95.7%

経営学部経営学科

平成31年度 142人 142人 32人 4.4倍 5人 27人 84.4%

令和2年度 164人 164人 34人 4.8倍 3人 31人 91.2%

令和3年度 118人 118人 53人 2.2倍 14人 39人 73.6%
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留学予定者に対するアンケート調査は、前述のとおり、日本国内の日本語教育機関における留学生が極

めて少ないことから、本学に出願実績のある外国の学校を対象にして実施した。本学が収容定員増を予定

している令和 5 年度に日本への留学を希望し、2022 年 4 月から 2023 年 3 月の間に学校教育における 12
年の課程を修了する予定の者を対象とした。アンケート調査への協力が得られた 3 ヶ国（中国、ベトナム、

インドネシア）の 12 校にアンケート調査票を送付し、各校の教職員の監督のもとで実施するよう依頼した。

このうち、ベトナムとインドネシアでは、新型コロナウイルスの感染拡大による授業のオンライン化や臨

時休校の影響で、実施には至らず、アンケート集計の締切日までに、中国の高級中学等 8 校から 95 件の有

効回答を得た（いずれも令和 4 年 6 月高校（高級中学等）卒業予定の者。調査時点での学年は高校３年生）。 
回答者（留学予定者）には、「大阪経済法科大学『経営学部経営学科』の概要」（資料 2）を読んだ上で質

問項目に回答するように求めた。

〔調査結果〕 

調査の主な質問項目は、「高校卒業後の進路」、「興味がある学問系統」、「経営学部の特色に対する魅力度」、

「経営学部への受験意向」、「経営学部への入学意向」などで、選択肢式の合計５問とした。

詳細な調査結果の報告は、資料 4 のとおりである。その要点をまとめると、次のとおりである。 

①留学予定者 27人が経営学部経営学科に「入学したいと思う」と回答した。 

「高校卒業後の進路」が「日本の私立大学に進学」、「興味がある学問系統」が「経営・商学」と回答した

人のうち、本学経営学部経営学科を「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と答えた人（入学意向

者）は、27 人（回答者全体の 28.4%）であり、令和 5 年度に予定している若干名の募集人員に対し十分な

規模の入学希望者がいることが確認できる（図３）。

（図３）経営学部経営学科への属性別入学意向（留学予定者アンケート調査）
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新型コロナウイルスの感染拡大や、それに伴う日本政府及び各国政府による渡航制限等により、留学の

実現可能性がいまだ不安定な中でこのような結果を得られたことは、本学の経営学部経営学科の教育内容

が、日本への留学予定者に十分に魅力を感じさせるものであることを表している。今後、中期的には、入国

制限が緩和され留学生の志願者・入学者が回復していくことが期待される中にあって、入学者選抜機能を

維持しながら一定の留学予定者を受け入れていくことは十分可能であると考える。

②アンケート結果から見える特徴 

留学予定者に対するアンケート調査の実施に際し、本学経営学部経営学科が予定している教育の特色に

対する魅力度を調査した。詳細は資料 4 のとおりであるが、その特徴を表すと、図４のとおりである。 

（図４）留学予定者アンケートに見る本学経営学部経営学科の特色の魅力度

まず最も魅力度が高く現れたのは、「１年次から全員が実践的な学び「PBL（課題解決型学修）」に挑戦

する」であり、「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」の合計で 86.3％となった。次に魅力度が

高いのは、「ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リアル”を学ぶ」であり、2 つの回答の合計

で 84.2％となっている。日本の高校生と比較し、実践的な学びや実務家教員からの教授に対する期待が高

いことが見て取れる。
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以下、「経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成」、「多様な進路に合わせて専門

性を深める４つのコース」が次点となっており、すべての特色項目で回答者の 80％以上が「魅力を感じる」

と回答している。

３）アンケート調査実施時からの変更点 

①予定する定員数の変更

アンケートを実施した際に配布した経営学部の概要を記載したリーフレット「大阪経済法科大学『経営

学部経営学科』の概要」（資料 2）では、変更後の入学定員を 240 人としていた。しかし、18 歳人口減の中

長期的影響や入国制限による留学生の減少などを総合的に勘案し、入学者選抜機能を適正な水準で維持し、

教育の質を維持・向上する観点から、さらに慎重に検討した結果、変更後の入学定員を 220 人（現在の入

学定員の 1.10 倍）とした。これは、経営学部設置以来の平均入学定員超過率が 1.12 倍であったという入

学者受入れ実績をもとに定員数を見直すものとも言える。アンケート実施時から 20 人減としたものである

ことから、アンケートの有効性に影響を与えないものと考えている。

②コース名称の変更

アンケートを実施した際に配布した経営学部の概要を記載したリーフレット「大阪経済法科大学『経営

学部経営学科』の概要」（資料 2）では、コース名称について現行のものを記載していたが、各コースの教

育目標・学修目標を学生が希望する進路や関心により適合した名称へと改めることを目的として、「現代企

業戦略コース」、「人材・組織マネジメントコース」、「マーケティング戦略コース」、「会計専門職・企業財務

コース」へとそれぞれ名称変更を行う予定である。各コースの教育目標・学修目標に変更はなく、コースの

もとに置く履修モデルも変更はないため、アンケートの有効性に影響を与えないものと考えている。

なお、「大阪経済法科大学『経営学部経営学科』の概要」（資料２）には、「記載の内容は現在構想中の予

定であり、変更される可能性があります」と記載している。

（３）学生納付金の設定の考え方 

学生納付金については、収容定員増に際して変更することなく、現行と同額とする。

〔本学経営学部の初年度納付金〕

  入学金   200,000 円 
  授業料   996,000 円 
  委託徴収金   19,000 円  

合計 1,215,000 円 
※授業料については「ステップアップ制」をとっており、2 年次以降の授業料は、2 年次 1,016,000 円、

3 年次 1,036,000 円、4 年次 1,056,000 円としている。

※施設設備費、実験・実習・体育費、教育充実費特別納付金、維持費等については求めていない。

大阪府下私立大学経営学部の初年度納付金は資料 6 のとおりであり、その平均額は 1,276,763 円（うち

入学金 231,538 円、授業料 866,277 円、施設設備費 106,308 円、実験・実習・体育費 3,077 円、教育充実

費特別納付金 40,000 円、維持費他 1,538 円、委託徴収金 28,025 円）となっている。 
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本学経営学部の初年度納付金 1,215,000 円は、これら他大学の平均よりも低額であり、学生納付金の設

定上も十分に競争力を確保でき、学生募集上においても問題ないと考える。

２．学生確保に向けた具体的な取組状況 

（１）令和 4年 2月までの取組み 

これまで述べてきたとおり、経営学部の入学志願動向は堅調であるが、18 歳人口の減少や厳しい大学間

競争を踏まえ、周到なＰＲ活動及び学生募集活動が必要である。これまで本学が培ってきた学生募集力を

活かし、組織的に広報活動を展開していく。

なおＰＲ活動については、文部科学省の定めに則り、受験生・高等学校の誤解を招かないよう、「構想中」

であることを明記するなど、適切に実施している。

具体的には、高校生に対して令和 4 年 1 月以降、株式会社リクルートマーケティングパートナーズや株

式会社進研アドなどが発行する高校生向け進学情報誌に、経営学部に関する広告を掲載するなどのＰＲ活

動を開始している。

（２）令和 4年 3月以降の取組み（予定を含む） 

収容定員変更認可申請後は、経営学部経営学科の収容定員増について「認可申請中」と明記し、より本格

的にＰＲ活動を実施する。

具体的には、まず、3 月 27 日実施予定のオープンキャンパスで、経営学部収容定員増を認可申請中であ

ることの紹介を行う。また、5 月に発行の大学案内パンフレットに、経営学部の教育内容・特色を掲載する

とともに、各種リーフレット等を作成し、資料請求者に発送する。

また、志望校を具体的に検討する期末テスト終了後（7 月中旬）や予備校の模擬試験前後に、進学情報会

社を通じて経営系志望者に対する WEB メール広告を実施し、より幅広く高校生の興味・関心を引き付け

る。そして、10 月までにオープンキャンパスを 10 回以上実施し、経営学部の特色・魅力を高校生・保護者

に対面型の広報を通じて、分かりやすく伝えていく。

さらに、高校教員向けには、5 月から 6 月にかけて、「大学紹介・入試説明会」を大阪・京都・兵庫・奈

良・和歌山など近畿圏 7 会場及びオンラインで実施するとともに、大阪府下高校をはじめ近畿通学圏を中

心に、延べ 1,000 校程度の高校訪問を実施し、収容定員増を認可申請中であることについて周知の徹底を

図る。

収容定員増の認可の後は、直ちにホームページ等を通じて、受験生・高等学校にその旨を周知するとと

もに、変更後の入学定員に基づく入学試験要項を作成するなど、速やかに学生募集活動を実施できるよう、

万全の準備を整える予定である。

学生の確保の見通し等ー15



Ⅱ． 人材需要の動向等社会の要請 

１. 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

経営学部は、「経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能力を修得し、技術革新やグローバル化

の進展によって産業や社会システムが変化する中で、実践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの諸課題

に主体的・創造的に対応できる人材の育成」（学則第２条第２項（２））を目的としている。

そのために、経営学部では、経営学の基礎的な概念・理論・命題を理解した上で、経営管理論・商学・会

計学といった経営学の諸領域から多様な知識や技能を身に付け、経営において生じる諸課題を解決するこ

とができる人材を養成している。そして、4 年間を通した学修指導とキャリア教育を実施して、社会の様々

な分野で活躍するための就業力育成に向けた教育を展開している。

２. 上記１が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠

本学では、これまでも経済学部経営学科（平成 26 年度設置）の教育を通じて、地元関西を中心に、製造

業、流通業、金融業、情報通信業、サービス業をはじめとした産業界の第一線に立つビジネスパーソンをは

じめ、自ら事業をはじめる起業家や公認会計士、税理士等の高度専門職業人等、社会の様々な分野で活躍

する卒業生を輩出してきた。

今回の定員増の計画は、既設の経営学部経営学科（平成 31 年度（令和元年度）設置）の定員増を行うも

のであり、養成する人材像や教育研究上の目的を変更するものではない。

以上の認識を基礎として、以下に、上記１で説明した人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目

的が、社会的・地域的な人材需要の動向を踏まえたものであることを具体的に説明する。

（１）社会的・地域的な人材需要の動向 

人材需要に関しては、日本の労働市場において、人口減少、少子高齢化に伴う企業の人手不足感の高ま

りを背景として長期にわたり改善傾向が続いていたが、新型コロナウイルス感染症の影響で大きく悪化し

た。労働市場の需給関係を反映する有効求人倍率は、「一般職業紹介状況（令和 2 年度分）」（令和 3（2021）
年 4 月 30 日、厚生労働省）によると、令和元（2019）年度の 1.55 倍から令和 2 年（2020）年度には 1.10
倍まで低下した。産業別には、「労働力調査（基本集計）2020 年度（令和 2 年度）平均」（令和 3（2021）
年 4 月 30 日、総務省統計局）によると、宿泊・飲食サービス業の就業者が大幅に減少している。 
近畿圏の労働市場においては、「大阪労働市場ニュース（令和 2 年度分）」（令和 3（2021）年 3 月、大阪

労働局）によると、令和 2（2020）年度の大阪の有効求人倍率は 1.18 倍（全国 1.10 倍）で前年より 0.56
ポイント低下し、平成 26（2014）年度（1.12 倍）に次ぐ、低い水準となった。 
そのような中、大卒の雇用環境においては、令和 4（2022）年 3 月卒業予定の大学生・大学院生を対象

とした「第 38 回ワークス大卒求人倍率調査（2022 年卒）」（令和３年４月、リクルートワークス研究所）

（資料 7）によれば、大卒求人倍率は、1.50 倍となった。2021 年度は微減したものの求人倍率は 1.50 倍

台を維持し、底堅い結果となった。学生の民間企業就職希望者数 45.0 万人に対し、求人件数 67.6 万人と

求人総数は 22.6 万人の超過需要となっている。しかし、コロナ禍による景況感の不透明さにより、中小企

業やコロナ禍の影響を受けやすい業種で採用予定数は減少している。業種別に見ると、建設業 6.40 倍、製

造業 1.71 倍、流通業 8.12 倍、金融業 0.21 倍、サービス・情報業 0.31 倍となっている。 
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一方で、中長期的には、コロナ禍前から人口減少下における経済の持続的な成長に向けた労働力確保が

課題となっている。「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」（平成 29（2017）年 7 月、国立社会保障・人

口問題研究所）によると、生産年齢人口の減少は、今後、より加速するとみられており、平成 27（2015）
年の 7,728 万人から令和 22（2040）年には 5,978 万人まで落ち込むと推計されている。実際、「令和元年

度年次経済財政報告」（令和元（2019）年 7 月、内閣府）における「人手不足の現状と要因」では、幅広い

業種で人手不足感が高まり、有効求人倍率は 1.6 倍台と 45 年ぶりの高水準となっており、年齢別では若年

層の人手不足感が高く、中長期的に若年層の人材需要はさらに高まると考えられる。

そして、「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」（平成 30（2018）年 11 月、中央教育審議会答

申）によると、2040 年に必要とされる人材像は「普遍的な知識・理解、汎用的な技能を中核としながら、

専攻分野についての専門性を有するだけではなく、幅広い教養を身に付け、時代の変化に合わせて積極的

に社会を支え、論理的思考力を持って社会を改善していく資質を有する人材」と記されている。このよう

な人材を養成するために、高等教育では「個々人の可能性を最大限に伸長する教育」を行うことが期待さ

れている。 

産業界においては、「Society5.0 に向けた大学教育と採用に関する考え方」（令和 2（2020）年 3 月、一

般社団法人日本経済団体連合会）（資料 8）の中で、Society5.0 で求められる人材を「最終的な専門分野が

文系・理系であることを問わず、リテラシー（数理的推論・データ分析力、論理的文章表現力、外国語コミ

ュニケーション力など）、論理的思考力、規範的判断力、課題発見・解決能力、未来社会の構想・設計力、

高度専門職に必要な知識・能力が求められ、これらを身に付けるためには、基盤となるリベラルアーツ教

育が重要である」と示している。加えて、「Society5.0 に求められる能力を育成するには、大学において、

少人数、双方向型のゼミや実験、産学連携の実践的な課題解決 （Project Based Learning：PBL）型の教

育、海外留学体験などを拡充することが有効である。」と記されている。

こうした社会からの要請を整理していくと、社会的な需要は、基礎的で普遍的な知識と技能を持ってい

ること、問題意識をもって主体的に改善に取り組める課題解決力を有していることであると言える。 

また、企業が自社の成長や日本経済の成長との関連で、どのような分野を大学で学ぶ・教えることが重

要だと考えているかについて、帝国データバンク大阪支社が近畿地区企業を対象にアンケート調査を実施

している（平成 27（2015）年 9 月、株式会社帝国データバンク大阪支社「特別企画：近畿地区 大学に求

める教育分野に対する企業の意識調査」）（資料 9）。その調査結果によれば、「大学で学ぶ・教えることが重

要な分野（複数回答）」に関する設問で、「自社の成長」においては、「工学系」が 43.7％で最も高く、「経

済・経営・商学系統」が 42.5％で続いている。「日本経済の成長」においては、「経済・経営・商学系統」

が 63.6％で最も高い。このように、「経済・経営・商学系統」の学部は、近畿地区企業から、企業の成長や

日本経済の成長において重要な役割を担っていると考えられている。

さらに、大阪では、令和 7（2025）年に国際博覧会の開催が決定している。この「大阪・関西万博」は

2,800 万人の入場者が目標とされており、観光産業はもちろんのこと、周辺インフラの整備や会場の建設な

ど、関西経済の幅広い業種で大きな経済効果が見込まれ、今後の人材需要も高まることが予想されている。

本申請の収容定員変更後に受け入れる学生は、まさにこの時期に社会へ輩出されるため、「大阪・関西万博」

を機に拡大する関西圏の人材需要にも応えるものと考える。

コロナ後に求められる人材に関しては、「特別企画：新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査」

（令和 2（2020）年 10 月、株式会社帝国データバンク）（資料 10）によると、新型コロナウイルス感染症

の影響が続くなか、採用活動において、4 割を超える企業で「意欲的である」ことや「コミュニケーション

能力が高い」ことを重視している。平成 29（2017）年 2 月調査と比較すると、「能動型人材」や「協働型
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人材」といった資質を重視する傾向は同様であるが、創造性があることや問題意識が高いことなどを含む

「変革型人材」を望む傾向が高まっている。さらに、ウィズコロナ、アフターコロナではデジタル領域のリ

テラシー、最新技術の修得に加え、新たな就業環境に適応する能力、既存のビジネスやプロセスの変革を

実行する柔軟な行動力を備えた人材が求められている。

本学経営学部では、経営学を中心とする幅広い専門知識と多様な応用能力を修得し、技術革新やグロー

バル化の進展によって産業や社会システムが変化する中で、実践的な課題解決力を備え、現代ビジネスの

諸課題に主体的・創造的に対応できる人材を養成することを目指しており、幅広い業種での活躍が期待さ

れている。想定される進路との関係で見ると新型コロナウイルス禍の打撃が大きい非製造業では依然厳し

い状況が続くと思われるものの、製造業ではデジタル関連を中心に業績回復が鮮明になっていることから、

産業別の人材需要を的確に見定め、それに合わせたキャリア教育・就職指導を行い、学生の希望進路と企

業等の人材需要に応えていく。

以上のように、予測困難な時代を迎えて、これまで以上に、企業や社会が直面する諸課題に創造的に対

応できる人材に対する需要が高くなると思われる。経営学部の教育研究上の目的は、それらの人材需要の

動向を踏まえたものとなっている。 

さらに、地元関西では、2025 年の万博関連の動きが徐々に本格化していくこともコロナ後の景気回復の

後押しとなり、新卒採用を通じた人的資源の強化も期待される。就業人口の減少を背景とした人手不足と

いう構造的要因もあることから、中長期的に大卒の人材需要は堅調に推移するものと想定される。後に詳

述するが、第三者機関による企業・団体の採用意向調査アンケートでは、コロナ禍による厳しい経済環境

にあっても、92.4％にあたる 654 社の企業・団体が「採用したいと思う」と回答しており、採用意向を有

する企業・団体が採用を想定する人数の合計は 1,184 人と、予定している入学定員 220 人の 5 倍以上とな

っている。これは、創立以来 50 年にわたる本学に対する評価の結果であるとともに、様々な業界の企業・

団体がアフターコロナを見据え、経営学を中心とした専門知識とビジネスの諸課題に主体的・創造的に対

応できる人材を求めていることの証左であると言える。

（２）経営学部におけるキャリア形成支援と就業力育成及び就職実績 

＜キャリア形成支援と就業力育成について＞ 

本学の経営学部では、社会的・地域的な人材需要の動向に即した実践的な課題解決力をはじめ社会的・

職業的自立に必要な能力を養成し、一般的なキャリア形成に必要とされる素養に加え、経営学部の学問特

性を活かし、専門性に裏打ちされた「就業力」を強化している。そして、学部特性を踏まえた幅広い業界で

活躍できる人材を育成するために、4 年間を通した段階的・体系的なキャリア教育及び支援・就職指導を展

開している。 

経営学部が想定する主な進路は、製造業、流通業、金融業、情報通信業、サービス業をはじめとした産業

界の第一線に立つビジネスパーソンをはじめ、自ら事業をはじめる起業家や公認会計士、税理士等の高度

専門職業人、大学院等も想定している。これらの多様な進路を実現するため、ビジネスの現場で活躍する

企業人に求められる基本的な知識や実践的なスキルが身につく専門教育科目での学修の他、1～4 年次に開

講しているインターンシップを含むキャリア教育科目群、3 年次における就活スタートダッシュセミナー、

全学生を対象とする進路面談と正課内外を通じたきめ細かなキャリア形成支援・就職指導を行っている。 

さらには、高度専門職をはじめ特定の職業に必要な能力、特定分野の専門知識・技能の証明となる資格
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について、経営学部生に対し、経営学部の全体あるいはコース別の推奨資格について、関連する正課科目

及び対策講座を示している。本学では、多様な資格・検定試験の対策講座（経済・会計系、語学系、法律系、

情報系、スキルアップ系など幅広い分野）を正課外で開設し、学生のキャリア支援の一環として資格取得

の支援をしている。また、正課外講座として「特修講座（S コース）」を開講し、正課の授業と並行して、

会計専門職等をめざす学生への学修を指導している。 

このように、経営学部では、社会的・地域的な人材需要の動向に即して、幅広い業界で活躍できる就業力

の育成、キャリア教育及び就職支援・指導を実施しており、学生の進路実現に向けた体制を整えている。 

 

＜就職実績について＞ 

平成 31 年度（令和元年度）に開設した経営学部は、まだ卒業生を出していないため、参考として経済学

部経営学科の過去 4 年間（平成 29（2017）年度～）の就職実績を示すと、表 8 のとおりである。本学の令

和 2 年度の経済学部経営学科の就職実績は、卒業者 139 人、進学者数 2 人、就職希望者数 128 人、就職者

数 119 人、就職率（就職者／就職希望者）93.0％であった（外国人留学生を除く就職率は 97.3％）。主な産

業別就職率は、流通業（卸売・小売）41.2％、サービス業 19.3％、不動産業・物品賃貸業 11.8％などであ

る。 
就職実績はコロナ禍の深刻な影響があっても踏みとどまっている状況である。令和 3 年度に関しても、

コロナ禍の影響で就職環境は依然不透明な状態ではあるが、本学の企業との信頼関係に基づく豊富な求人

件数を活かして、学生への就職支援・指導を継続して実施している。 

（表８）過年度本学経済学部経営学科就職率 
 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

(令和元年度) 
令和 2 年度 

卒業者数 168 人 180 人 168 人 139 人 
進学者数 4 人 17 人 17 人 2 人 
就職希望者数 145 人 146 人 132 人 128 人 
就職者数 143 人 142 人 128 人 119 人 
就職率（就職者/就職希望者） 98.6％ 97.3％ 97.0％ 93.0％ 
就職率（外国人留学生を除く） 100.0％ 97.8％ 97.1％ 97.3％ 
就職率全国平均 98.0％ 97.6％ 98.0％ 96.0％ 
注）就職者数は、「正規の職員・従業員」「正規の職員等でない者」の合計とし、「一時的な仕事に就いた者」は算入していない。 
 
堅調な就職実績を支えるものの一つが、本学への求人件数の豊富さである。ここ数年は 10,000 件以上の

求人件数を保っている（表 9）。求人件数の豊富さは、本学の社会的認知度や本学卒業生の社会的評価が向

上していることの反映であり、本学に対する社会的・地域的な人材需要は堅調であることを示している。 

（表９）本学の求人件数の推移（全学部合計） 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

(令和元年度) 
令和 2 年度 

求人件数 5,688 件 11,393 件 12,301 件 12,082 件 11,027 件 
卒業生数 547 人 562 人 595 人 700 人 706 人 
卒業生 1 人当たり件数 10.4 件 20.3 件 20.7 件 17.3 件 15.6 件 

注）本学の学部は全て人文・社会科学系であり、企業等から医療系学部のように学部を指定した求人ではなく、本学の全学部に対する求人として受

理している。そのため、求人件数は大学全体とし、その求人件数に対する卒業生数も大学全体で表を作成している。 
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令和 2 年度の求人件数を都道府県エリア別に見ると、表 10 のとおり、本学が位置する大阪府（1,601 件）

及び多くの企業が本社を置く東京都（3,038 件）を中心に、広く全国から求人を集めることができている。

このことは、本学在学生の出身地域は地元大阪をはじめ近畿圏を中心に、広く全国から志願者・入学者が

得られているが、Ｕターン就職、地方創生のニーズにも合致していると考える。

さらに、本学は、地方自治体７県（愛媛県・香川県・岡山県・福井県・高知県・福岡県・三重県）と就職

支援に関する協定を締結しており、今後も拡大していく予定である。これは、人材需要に関する地域社会

からの期待に応える体制を整え、本学と地方自治体が協力し、学生への就職支援を強化するとともに U タ

ーン、I ターン就職を促進することを目的としている。 

（表１０）本学の令和 2 年度都道府県エリア別求人件数（全学部合計） 
都道府県エリア 求人件数 都道府県エリア 求人件数

近畿 3,012 件 北海道・東北 265 件
（三重県） （200 件） 関東 4,340 件
（滋賀県） （160 件） （東京都） （3,038 件）
（京都府） （358 件） 北陸・甲信越 578 件
（大阪府） （1,601 件） 中部 1,739 件
（兵庫県） （451 件） 中国・四国 662 件
（奈良県） （170 件） 九州・沖縄 427 件
（和歌山県） （72 件） その他 4 件

総計 11,027 件

また、令和 2 年度の業界別求人件数は、表 11 のとおり全国では、流通（卸売、小売）2,541 件、製造業

1,786 件、サービス業全般 1,584 件、医療・福祉 1,546 件、情報通信業 1,356 件、建設業 1,070 件、運輸

業・郵便業 382 件、不動産業 219 件、金融業・保険業 211 件、学術研究、専門・技術サービス業 182 件な

どとなっている。大阪府下では、流通（卸売、小売）438 件、製造業 274 件、サービス業全般 214 件とな

っている。このように、現時点においても地域的な人材需要に応えるだけでなく、学生の進路選択に十分

に応えるだけの求人件数を確保している。収容定員増後は、更に求人拡大に向けた企業訪問を展開する計

画である。

（表１１）令和 2 年度業界別求人件数（全学部合計） 
NO. 業 種 名 全国（総計） 大阪府

件 数 割 合 件 数 割 合

1 流通業（卸売、小売） 2541 件 23.04% 438 件 27.36%
2 製造業 1786 件 16.20% 274 件 17.11%
3 サービス業全般 1584 件 14.36% 214 件 13.37%
4 医療・福祉 1546 件 14.02% 225 件 14.05%
5 情報通信業 1356 件 12.30% 147 件 9.18%
6 建設業 1070 件 9.70% 130 件 8.12%
7 運輸業・郵便業 382 件 3.46% 69 件 4.31%
8 不動産業 219 件 1.99% 39 件 2.44%
9 金融業・保険業 211 件 1.91% 21 件 1.31%
10 学術研究、専門・技術サービス業 182 件 1.65% 26 件 1.62%
11 公務員 94 件 0.85% 14 件 0.87%
12 農業・林業・漁業・鉱業 38 件 0.34% 1 件 0.06%
13 電気・ガス・熱・水道供給業 18 件 0.16% 3 件 0.19%

総 計 11,027 件 1,601 件

加えて、業界別求人件数で上位５位に入る業種と本学の経済学部経営学科の卒業生の業界別就職割合を

みると表 12 のとおりである。本学を卒業した学生の 7 割以上が、地域的な人材需要があると確認できる上
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位の業界に就職していることが分かる。

（表１２）過年度本学経済学部経営学科業界別就職割合

NO. 業 種 名 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 
(令和元年度) 

令和 2 年度 

1 流通業（卸売、小売） 32.2% 31.7% 32.8% 41.2%
2 製造業 11.9% 6.3% 9.4% 8.4%
3 サービス業全般 20.3% 30.3% 24.2% 17.6%
4 医療・福祉 2.1% 0.7% 5.5% 7.6%
5 情報通信業 7.7% 6.3% 7.8% 5.0%

1～5 の小計 74.1% 75.4% 79.7% 79.8%
6～13 その他の業種合計 25.9% 24.6% 20.3% 20.2%

総 計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

以上のとおり、本学のこれまでの就職実績や求人件数から見ても、この度の収容定員変更は、地元大阪

をはじめ地域の人材需要に合致したものであると言える。また、2025 年「大阪・関西万博」の開催により、

関西経済では大きな経済効果が見込まれ、今後の人材需要も高まることが予想されていることからも、地

域的な人材需要により一層応えるため、収容定員の変更が求められていると考える。

＜外国人留学生に関する卒業後の進路を踏まえた人材需要について＞ 

本学の外国人留学生を対象とした求人件数の推移を示したものが表 13 である。ここ数年は、3,000 件を

超える求人件数を保っており、1 人あたりの求人件数は 20 件を超えている。 

（表１３）本学の外国人留学生対象求人件数の推移（全学部合計）

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 
(令和元年度) 

令和 2 年度 

求人件数 2,604 件 3,027 件 3,155 件 3,464 件 
卒業生数 134 人 146 人 149 人 149 人 
卒業生 1 人当たり件数 19.4 件 20.7 件 21.2 件 23.2 件 

注）平成 29 年度から求人に関する新システムを導入したため、外国人留学生対象での条件検索が可能になっている。 

令和 2 年度の外国人留学生対象の求人件数を都道府県エリア別に見ると、表 14 のとおり、本学が位置す

る大阪府（443 件）を中心に近畿エリアで 807 件の求人を受け付けている。 

（表１４）本学の令和 2 年度都道府県エリア別求人件数（外国人留学生対象） 
都道府県エリア 求人件数 都道府県エリア 求人件数

近畿 807 件 北海道・東北 74 件
（三重県） （48 件） 関東 1,593 件
（滋賀県） （38 件） （東京都） （1,169 件）
（京都府） （108 件） 北陸・甲信越 151 件
（大阪府） （443 件） 中部 535 件
（兵庫県） （122 件） 中国・四国 179 件
（奈良県） （32 件） 九州・沖縄 122 件
（和歌山県） （16 件） その他 3 件

総計 3,464 件

また、業界別求人件数は表 15 のとおり、流通業（卸売・小売）747 件、製造業 644 件、情報通信業 585
件、サービス業全般 475 件などとなっており、大阪エリアも同様の傾向で、外国人留学生の進路選択に十

分に応えられる求人件数を確保している。本学に寄せられる外国人留学生対象求人の件数、エリア別、業
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界別求人から日本就職をめざす本学の外国人留学生に対する人材需要は堅調であることを示している。 

（表１５）令和 2 年度業界別求人件数（外国人留学生対象） 
NO. 業 種 名 総計（全体） 大阪府 

件 数 割 合 件 数 割 合 
1 流通業（卸売、小売） 747 件 21.56% 118 件 26.64% 
2 製造業 644 件 18.59% 77 件 17.38% 
3 情報通信業 585 件 16.89% 62 件 14.00% 
4 サービス業全般 475 件 13.71% 49 件 11.06% 
5 医療・福祉 381 件 11.00% 46 件 10.38% 
6 建設業 310 件 8.95% 34 件 7.67% 
7 運輸業・郵便業 125 件 3.61% 28 件 6.32% 
8 不動産業 75 件 2.17% 11 件 2.48% 
9 学術研究、専門・技術サービス業 62 件 1.79% 8 件 1.81% 
10 金融業・保険業 31 件 0.89% 5 件 1.13% 
11 公務員 20 件 0.58% 5 件 1.13% 
12 農業・林業・漁業・鉱業 7 件 0.20% 0 件 0% 
13 電気・ガス・熱・水道供給業 2 件 0.06% 0 件 0% 

総 計 3,464 件  443 件  
 
平成 31 年度（令和元年度）に開設した経営学部は、まだ卒業生を出していないため、参考として、本学

外国人留学生の就職実績を示すと表 16 のとおりである。なお、令和 2 年度における就職率の低下は、新型

コロナウイルス感染拡大の影響で、企業の業績悪化の影響やインバウンド需要の減少から日本国内の外国

人留学生に対する募集数自体が減少したこと、母国に帰国して就職を希望する外国人留学生が例年より増

加したこと、母国と日本との往来が厳しく制限され、日本国内及び母国での就職活動が滞ったことが大き

な要因である。卒業後も外国人留学生に対し就職に向けた各種情報を提供するとともに、卒業生への就職

活動の支援を継続している。 

（表１６）過年度本学外国人留学生の日本国内就職率 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

(令和元年度) 
令和 2 年度 

卒業者数 109 人 134 人 146 人 149 人 149 人 
帰国者数 43 人 68 人 67 人 60 人 75 人 
日本国内進学者数 26 人 22 人 31 人 31 人 24 人 

日
本
国
内 

就職希望者数 40 人 44 人 46 人 55 人 48 人 
就職者数 34 人 40 人 42 人 50 人 33 人 
就職率 
（就職者/就職希望者） 

85.0% 90.9% 91.3% 90.9% 68.8% 

就職率全国平均 
（就職/日本国内計－進学） 

82.0% 81.5% 80.5% 79.7% － 
注）就職者数は、「正規の職員・従業員」「正規の職員等でない者」の合計とし、「一時的な仕事に就いた者」は算入していない。 

注）就職率全国平均は、独立行政法人日本学生支援機構が実施している外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果より大学（学部）の日本国

内での就職率を記載している。 

 

進学希望者には、演習担当教員が専攻する分野に応じた受験校選択や出願にあたっての助言、研究計画

書指導を行っている。令和 2 年度の外国人留学生の日本国内進学者数は 24 人で、主な進学先は本学大学院

経済学研究科の他、大阪大学大学院経済学研究科、一橋大学大学院経済学研究科、名古屋大学大学院人文

学研究科、神戸大学大学院経済学研究科、大阪府立大学院経済学研究科、関西大学大学院東アジア文化研

究科、近畿大学大学院経済学研究科等である。 
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日本国内就職を希望する外国人留学生へは、前述した本学への求人件数の豊富さに加え、大阪外国人雇

用サービスセンターとも連携した求人紹介も行っており、外国人留学生の日本国内就職の進路選択に十分

に応えられる求人件数を確保し、個別支援を行っている。令和 2 年度の外国人留学生の日本国内就職者 33
人のうち 16 人は本社所在地が近畿エリアの企業である。そして、就職先の業界は流通業（卸売・小売）13
人、サービス業全般 10 人、製造業 4 人、不動産業 4 人、その他 2 人である。 
母国に帰国しての就職に関しては、現地のエージェントと連携した日系企業の求人紹介を実施している。

今後は、現地でのインターンシップ企業開拓など、帰国後の就職についても可能な支援を実施していく予

定である。 
本学の経営学部では、経営学の基礎的な概念・理論・命題を理解した上で、経営管理論・商学・会計学と

いった経営学の諸領域から多様な知識や技能を身に付け、経営において生じる諸課題を解決することがで

きる人材を養成している。加えて、グローバルな事業展開がますます重要になっている地元大阪に所在す

る企業からの外国人材に対する期待も大きいと考えられる。さらに、2025 年の「大阪・関西万博」の開催

により、関西経済では、大きな経済効果が見込まれ、今後の人材需要も高まることが予想されている。これ

らのことから、本申請の収容定員変更後に受け入れる外国人留学生は、拡大する関西圏の人材需要にも応

えるものと考える。 
 

（３）企業・団体への採用意向調査に基づく本学経営学部生への人材需要 

本学は、経営学部の卒業生の進路・就職の見通しについて、客観的に明らかにするため、2,340 社の企業・

団体を対象に令和 3 年 11 月から令和 4 年 1 月にかけて、第三者機関（株式会社進研アド）によるアンケー

ト調査を行った。調査にあたっては、本学卒業生の就職に実績のある企業・団体の人事・採用担当者宛にア

ンケート調査票を送付し実施した。回答者（企業・団体の人事・採用担当者）には、「大阪経済法科大学『経

営学部経営学科』の概要」（資料 2）を読んだ上で、質問項目に回答するよう依頼した。 
なお、企業・団体に対するアンケートを実施した時点から、P.14 の「３）アンケート調査実施時からの

変更点」で述べているとおり、入学定員及びコース名称を変更するが、入学意向のアンケート調査と同様

に、企業等の採用意向のアンケート結果の有効性に問題はないと考える。 
主な質問項目は、「回答企業・団体の基本情報と採用動向」、「経営学部経営学科の魅力度」、「経営学部経

営学科の社会的必要性」、「経営学部経営学科卒業生の採用意向」等で、選択肢式の 10 問と記述式の 1 問、

合計 11 問とした。2,340 社の企業・団体に調査を行い、708 社（30.3％）の有効回答を得た。第三者機関

による詳細な調査結果の報告は、資料 5 のとおりである。その要点をまとめると、次のとおりである。 
 

[調査結果（要点）] 

回答企業・団体の 97.7％にあたる 692 社が本学経営学部を卒業した人材の社会的必要性について「必要

だと思う」、また、回答企業・団体の 92.4％にあたる 654 社が「採用したいと思う」と回答した。採用意向

を有する企業・団体が採用を想定する人数は合計 1,184 人であり、予定している入学定員 220 人の 5 倍以

上となっている（図５）。 
 
 
 
 
 

学生の確保の見通し等ー23



（図５）経営学部経営学科卒業生に対する採用意向（企業アンケート調査）

以上のように、経営学部を卒業した人材の社会的必要性並びに採用の見通しに関して、今回の調査対象

となった多くの企業・団体から、経営学部が養成する人材に対する社会的必要性が認められ、定員を大き

く上回る「採用したい」との回答を得ることができた。よって、第三者機関による客観的な調査の結果から

も、本学経営学部が養成する人材に対しては、社会的・地域的な人材需要は高いと判断できる。

以上
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■平成29年度～令和3年度　近畿圏の私立大学経営学部の志願者数（一般試験）

大学 都道府県 学部
平成29年度

(2017年度)

平成30年度

(2018年度)

平成31年度

/令和元年度

(2019年度)

令和2年度

(2020年度)

令和3年度

(2021年度)

京都産業大学 京都 経営学部 7,577 7,928 9,163 9,932 6,737

京都橘大学 京都 経営学部 - - - - 1,648

立命館大学 大阪 経営学部 11,467 9,755 9,104 13,187 8,924

龍谷大学 京都 経営学部 6,692 6,501 6,793 6,336 7,243

追手門学院大学 大阪 経営学部 2,020 3,061 4,768 5,404 5,339

大阪学院大学 大阪 経営学部 441 649 1,367 1,322 657

大阪経済大学 大阪 経営学部 4,852 6,490 6,301 5,967 4,018

大阪経済法科大学 大阪 経営学部 - - 8,788 4,831 2,555

大阪産業大学 大阪 経営学部 1,004 1,289 1,810 1,837 2,244

大阪商業大学 大阪 総合経営学部 1,309 1,144 3,786 5,101 2,243

近畿大学 大阪 経営学部 22,502 27,756 24,886 24,295 22,481

四天王寺大学 大阪 経営学部 385 495 581 484 372

摂南大学 大阪 経営学部 3,745 5,939 6,840 3,897 4,080

桃山学院大学 大阪 経営学部 1,316 1,907 3,149 2,703 1,891

太成学院大学 大阪 経営学部 50 56 173 252 71

大阪成蹊大学 大阪 経営学部 - - - 1,261 731

甲南大学 兵庫 経営学部 3,034 3,498 3,653 3,127 2,364

神戸学院大学 兵庫 経営学部 2,434 3,616 5,086 4,337 3,377

園田学園女子大 兵庫 経営学部 - - - - 99

武庫川女子大 兵庫 経営学部 - - - 1,792 1,431

関西国際大 兵庫 経営学部 - - 284 42 61

合計 68,828 80,084 96,532 96,107 78,566
注１）志願者数は一般試験及びセンター試験利用入試／共通テスト利用入試の合計
注２）本学を除く他大学志願者数は、株式会社進研アドのデータに基づく

入試年度
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大阪経済法科大学
「経営学部 経営学科」

入学定員増に関するニーズ調査
結果報告書

【高校生対象調査】

令和４年２月

株式会社 進研アド

Ⓒ Shinken-Ad. Co., Ltd. All Rights Reserved.
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１．調査目的

３．調査項目

高校生対象調査

• 性別

• 高校種別

• 高校所在地

• 所属クラス

• 高校卒業後の希望進路

• 興味のある学問分野

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向

２．調査概要

高校生対象 調査概要

高校生対象調査

調査対象 高校２年生

調査エリア 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

調査方法 高校留置き調査

調査
対象数

依頼数
（依頼校数）

18,491人（129校）

有効回収数
（回収校数）

9,749人（102校）
有効回収率：52.7％

調査時期 2021年11月20日（土）～2022年１月17日（月）

調査実施機関 株式会社 進研アド

2023年４月入学定員増予定の大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に関して、
高校生のニーズを把握する。

学生の確保の見通し等　資料ー10



高校生対象 調査結果まとめ
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高校生対象 調査結果まとめ

回答者の属性

高校卒業後の希望進路や興味のある学問分野

※本調査は、大阪経済法科大学の「経営学部 経営学科」に対する需要を確認するた
めの調査として設計。大阪経済法科大学の主な学生募集エリアである京都府、大阪
府、兵庫県、奈良県、和歌山県に所在する高校の高校２年生に調査を実施し、
9,749人から回答を得た。

• 回答者の性別は「男性」が50.7％、「女性」が49.1％である。

• 回答者の在籍高校種別は「公立」が40.2％、「私立」が59.8％である。

• 回答者の在籍高校所在地は、大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」が

68.4％。「京都府」「兵庫県」がともに11.9％である。

• 回答者の所属クラスは「文系クラス（文系コース）」が54.7％。「その他」が19.0％、

「コース選択はない」が18.0％である。

• 回答者の高校卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、「私立大学に進学」

の割合が59.0％で最も高い。次いで「専門学校・専修学校に進学」が31.1％と続く。

私立大学への進学希望者が多いことから、大阪経済法科大学がターゲットとする高

校生の意見を聴取できていると考えられる。

• 回答者の興味のある学問分野を複数回答で聴取したところ、「経営学部 経営学

科」の学びと関連する「経済学」が19.1％、「経営・商学」が17.7％である。
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高校生対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべて

の項目において５割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｄ．【多様な進路に合わせて専門性を深める４つのコー

ス】１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザイン」「組織・人材マネジメント」「企

画マーケティング」「会計専門職」の４つのコースから選択。２年次からは、将来を見

据えた各コースで、専門分野の知識を深めることができます。」（61.0％）である。

次に魅力度が高いのは、「Ｃ．【経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で

就業力を養成】経営学や隣接する商学、会計学の専門知識を幅広く修得します。ま

た、演習（ゼミ）をはじめとする少人数教育を通じて、変化の激しい企業経営への対

応力を磨くとともに就業力を養成し、希望進路を実現します。」（59.3％）、さらに「Ａ．

【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リアル”を学ぶ】（株）リコーや日本

ヒューレットパッカード（同）等、日本の大手メーカーをはじめとしてビジネスの世界で

活躍してきた実務家教員から、実践的な専門知識を得る授業が豊富に開講されて

います。」（59.2％）、「Ｂ．【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課題解決型学

修）」に挑戦する】シャープ（株）、第一生命保険（株）等、企業との協働を通して、学

んだ知識を実際の課題解決に結び付ける力を養成します。」（55.5％）。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の割合

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向・入学意向

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を「受験したいと思う」と答えた人は、

11.4％（9,749人中、1,115人）である。

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を「受験したいと思う」と答えた1,115人

のうち、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に「入学したいと思う」と回答し

た人は、87.7％（978人）である。
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高校生対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向者数

◇高校所在地別

• 大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」の高校在籍者からの入学意向は

10.4％（6,664人中、694人）と、予定している入学定員数の３倍以上となる入学意

向者がみられた。

◇高校卒業後の希望進路別

• 大阪経済法科大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えて

いる回答者の入学意向は13.6％（5,750人中、782人）と、予定している入学定員

数の３倍以上となる入学意向者がみられた。

◇興味のある学問分野別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の学びと関連する「経営・商学」に興

味がある回答者の入学意向は30.1％（1,726人中、519人）と、予定している入学

定員数の２倍以上となる入学意向者がみられた。

◇大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に魅力を感じている入学意向

者の数は、いずれの特色でも予定している入学定員数の３倍以上となっている。

属性別

ここからは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ４で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を

入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は10.0％（978人）で、予定している入学定員数220人

の４倍以上となる入学意向者がみられた。
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高校生対象 調査結果まとめ

前述の入学意向者の条件をさらに精緻な条件に設定し、

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ１で「私立大学に進学」と回答し、かつ、Ｑ２で「経営・商学」と回答した人の中で、

Ｑ４で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を

精緻な条件に合致する入学意向者と定義し、分析を行う。

◇高校所在地別

• 大阪経済法科大学の所在地である「大阪府」の高校在籍者からの精緻な条

件に合致する入学意向は4.9％（6,664人中、325人）と、予定している入学定

員数を上回る精緻な条件に合致する入学意向者がみられた。

◇大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に魅力を感じている精緻な

条件に合致する入学意向者の数は、いずれの特色でも予定している入学定

員数を上回っている。

属性別

• 回答者全体における精緻な条件に合致する入学意向は4.7％（463人）で、予定し

ている入学定員数220人の２倍以上となる精緻な条件に合致する入学意向者がみ

られた。

学生の確保の見通し等　資料ー15
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文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択は
ない

その他 無回答

全体 (n=9,749) 54.7 4.9 18.0 19.0 3.5 

【単位：％】

200 40 60 80 100

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

無
回
答

(n=9,749)

11.9 

68.4 

11.9 
7.4 

0.5 0.0 
0%

20%

40%

60%

(n=9,749)
男性

50.7%

女性

49.1%

無回答

0.2%

(n=9,749)

国立

0.0%

公立

40.2%

私立

59.8%

無回答

0.0%

■性別

■所属クラス

回答者の属性（性別／高校種別／高校所在地／所属クラス）

■高校種別

■高校所在地

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー17
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■高校卒業後の希望進路

高校卒業後の希望進路

Ｑ１. あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。以下の項目から、あてはまる番号

すべてに○をつけてください。（いくつでも）

国
公
立
大
学
に
進
学

私
立
大
学
に
進
学

短
期
大
学
に
進
学

専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

就
職

そ
の
他

無
回
答

(n=9,749)

13.5 

59.0 

9.9 

31.1 

12.7 
5.4 

0.7 
0%

20%

40%

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー18
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興味のある学問分野

■興味のある学問分野

Ｑ２. あなたは、どのような学問に興味がありますか。以下の項目から、興味のある学問分野の番号すべてに○を

つけてください。（いくつでも） （現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）

経
済
学

経
営
・
商
学

法
学

（
政
治
学
な
ど
含
む

）

社
会
学

文
学

（
心
理
学

、
考
古
学

、

地
理
学

、
歴
史
学

、
哲
学

な
ど
含
む

）

語
学

（
言
語
学
な
ど
含
む

）

国
際
関
係
学

教
員
養
成
・
教
育
学

生
活
科
学

（
食
物
・
栄
養
学

、

被
服
学

、
児
童
学
な
ど
含
む

）

芸
術
学

（
美
術
・
デ
ザ
イ
ン

、

音
楽
な
ど
含
む

）

(n=9,749)19.1 
17.7 

7.0 8.2 

14.8 

8.6 8.0 

11.8 

7.0 

12.1 

0%

10%

20%

総
合
科
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

そ
の
他

ま
だ
決
め
て
い
な
い

無
回
答

1.4 

11.4 

4.8 
3.5 4.6 

2.6 

13.6 14.6 

0.5 
0%

10%

20%

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー19
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■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の割合

Ｑ３. 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」には、以下のような特色があります。それぞれの特色について、あなたは
どの程度魅力を感じますか。（それぞれ、あてはまる番号１つに〇）

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に
対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」を合計した割合と必ずしも一致しない

(各n=9,749)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員
から“リアル”を学ぶ】
（株）リコーや日本ヒューレットパッカード（同）
等、日本の大手メーカーをはじめとしてビジ
ネスの世界で活躍してきた実務家教員から、
実践的な専門知識を得る授業が豊富に開講
されています。

59.2

Ｂ．

【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課
題解決型学修）」に挑戦する】
シャープ（株）、第一生命保険（株）等、企業と
の協働を通して、学んだ知識を実際の課題
解決に結び付ける力を養成します。

55.5

Ｃ．

【経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人
数教育で就業力を養成】
経営学や隣接する商学、会計学の専門知識
を幅広く修得します。また、演習（ゼミ）をはじ
めとする少人数教育を通じて、変化の激しい
企業経営への対応力を磨くとともに就業力を
養成し、希望進路を実現します。

59.3

Ｄ．

【多様な進路に合わせて専門性を深める４
つのコース】
１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザ
イン」「組織・人材マネジメント」「企画マーケ
ティング」「会計専門職」の４つのコースから
選択。２年次からは、将来を見据えた各コー
スで、専門分野の知識を深めることができま
す。

61.0

16.9 

15.4 

18.5 

19.3 

42.3 

40.2 

40.9 

41.6 

25.1 

28.2 

25.0 

23.4 

13.7 

14.2 

13.6 

13.4 

2.0 

2.1 

2.1 

2.2 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

学生の確保の見通し等　資料ー20
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入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=9,749)

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

【単位：％】

200 40 60 80 100

10.0

（978人）

1.4

（137人）
85.8

（8,365人）

2.8

（269人）

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=9,749)

11.4 

（1,115人）
85.8 

（8,365人）

2.8

（269人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

入学したいと思う 入学したいと思わない 無回答

受験
意向者

(n=1,115)
87.7

（978人）

12.3

（137人）

0.0

（0人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への
受験意向／入学意向／受験意向別入学意向

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向

Ｑ４. あなたは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を受験してみたいと思いますか。あなたの気持ちに近い方の番号
１つに○をつけてください。（１つだけ）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向

Ｑ５. あなたは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に合格したら、入学したいと思いますか。あなたの気持ちに近い方の
番号１つに○をつけてください。（１つだけ） ※入試方式は問いません。

「受験したいと思う」と答えた1,115人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向別入学意向

学生の確保の見通し等　資料ー21



13

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

＜属性別＞ 入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=9,749) 978人 

男性 (n=4,940) 663人 

女性 (n=4,788) 313人 

高
校

所
在
地

別 大阪府 (n=6,664) 694人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=5,329) 615人 

国公立大学に進学 (n=1,316) 207人 

私立大学に進学 (n=5,750) 782人 

経済学 (n=1,864) 537人 

経営・商学 (n=1,726) 519人 

【経済学】ｏｒ【経営・商学】・計 (n=2,487) 667人 

特色Ａ　魅力あり (n=5,770) 910人 

特色Ｂ　魅力あり (n=5,415) 868人 

特色Ｃ　魅力あり (n=5,784) 919人 

特色Ｄ　魅力あり (n=5,944) 901人 

無回答

性
別

興
味
の
あ
る

学
問
分
野
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

「
経
営
学
部
　
経
営
学
科

」

の
特
色
に
対
す
る

魅
力
度
別

受験したいと思う 受験したいと
思わない

【単位：％】

200 40 60 80 100

10.0 

13.4 

6.5 

10.4 

11.5 

15.7 

13.6 

28.8 

30.1 

26.8 

15.8 

16.0 

15.9 

15.2 

1.4 

1.9 

0.9 

1.4 

1.5 

2.3 

1.9 

3.6 

3.7 

3.5 

2.0 

2.1 

2.1 

2.0 

85.8 

81.4 

90.3 

85.5 

84.4 

80.2 

81.9 

64.8 

63.2 

66.8 

81.2 

80.9 

81.1 

81.9 

2.8 

3.3 

2.3 

2.7 

2.6 

1.8 

2.6 

2.7 

3.1 

2.9 

1.0 

1.0 

1.0 

0.9 

入学

意向者数

（※）

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ４で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を

入学意向者と定義する。

学生の確保の見通し等　資料ー22
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全体 (n=9,749) 463人 

男性 (n=4,940) 327人 

女性 (n=4,788) 135人 

高
校

所
在
地

別 大阪府 (n=6,664) 325人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=5,329) 311人 

特色Ａ　魅力あり (n=5,770) 427人 

特色Ｂ　魅力あり (n=5,415) 406人 

特色Ｃ　魅力あり (n=5,784) 441人 

特色Ｄ　魅力あり (n=5,944) 426人 

性
別

「
経
営
学
部
　
経
営
学
科

」

の
特
色
に
対
す
る

魅
力
度
別

4.7 

6.6 

2.8 

4.9 

5.8 

7.4 

7.5 

7.6 

7.2 

【単位：％】

50 10 15

精緻な条件に

合致する

入学意向者数

（※）

私立大学に進学＆経営・
商学＆受験したい＆

入学したいと思う

それ以外 無回答

全体 (n=9,749)

4.7 

（463人）

92.5 

（9,017人）

2.8

（269人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に合致する入学意向
（私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向）

※精緻な条件に合致する入学意向者数＝「私立大学に進学」かつ 「経営・商学」かつ「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に
合致する入学意向＜私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向＞

前述の入学意向者の条件をさらに精緻な条件に設定し、

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Q１で「私立大学に進学」と回答し、かつ、Q２で「経営・商学」と回答した人の中で、

Ｑ４で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「入学したいと思う」と回答した人を

精緻な条件に合致する入学意向者と定義する。

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に合致する入学意向
（私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向）
＜属性別＞

学生の確保の見通し等　資料ー23
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入学定員増に関するニーズ調査
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【日本への留学予定者対象調査】
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１．調査目的

３．調査項目

日本への留学予定者対象調査

• 性別

• 高校（高級中学等）所在地（国・都市名）

• 所属クラス

• 高校卒業後の希望進路

• 興味のある学問分野

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向

２．調査概要

日本への留学予定者対象 調査概要

日本への留学予定者対象調査

調査対象
外国の学校に在籍しており、

2022年４月～2023年３月に学校教育における
12年の課程を修了する予定の者

調査エリア 中国／ベトナム／インドネシア

調査方法 学校留置き調査（Web回答）

国別依頼校数／
有効回収数

中国：９校、ベトナム：１校、インドネシア：２校

合計12校に依頼を行い、

うち中国の８校（95人）から回答を得た。

調査時期 2021年12月13日（月）～2022年１月７日（金）

調査分析実施機関 株式会社 進研アド

2023年４月入学定員増予定の大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に関して、
日本への留学予定者のニーズを把握する。

学生の確保の見通し等　資料ー28



日本への留学予定者対象 調査結果まとめ
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日本への留学予定者対象 調査結果まとめ

回答者の属性

高校卒業後の希望進路や興味のある学問分野

※本調査は、大阪経済法科大学の「経営学部 経営学科」に対する需要を確認するた
めの調査として設計。外国の学校に在籍しており、2022年４月～2023年３月に学校
教育における12年の課程修了予定者に調査を実施し、中国に所在する高校（高級
中学等）在籍者の95人から回答を得た。

• 回答者の性別は「男性」が57.9％、「女性」が42.1％である。

• 回答者の在籍高校（高級中学等）所在地（国・都市名）は、「中国・蘇州市」が

43.2％。次いで「中国・常州市」が30.5％、「中国・無錫市」が16.8％である。

• 回答者の所属クラスは「文系クラス（文系コース）」が45.3％。「理系クラス（理系

コース）」が25.3％、「コース選択はない」が16.8％である。

• 回答者の高校卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、「日本の私立大学

に進学」の割合が70.5％で最も高い。次いで「日本の日本語学校に進学」が46.3％

と続く。日本の私立大学への進学希望者が多いことから、大阪経済法科大学がター

ゲットとする日本への留学予定者の意見を聴取できていると考えられる。

• 回答者の興味のある学問分野を複数回答で聴取したところ、「経営学部 経営学

科」の学びと関連する「経営・商学」が52.6％で最も高い。次いで「経済学」が

44.2％と続く。

学生の確保の見通し等　資料ー30
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日本への留学予定者対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべ

ての項目において８割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｂ．【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課題解決型

学修）」に挑戦する】シャープ（株）、第一生命保険（株）等、企業との協働を通し

て、学んだ知識を実際の課題解決に結び付ける力を養成します。」（86.3％）であ

る。

次に魅力度が高いのは、「Ａ．【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リ

アル”を学ぶ】（株）リコーや日本ヒューレットパッカード（同）等、日本の大手メー

カーをはじめとしてビジネスの世界で活躍してきた実務家教員から、実践的な専門

知識を得る授業が豊富に開講されています。」（84.2％）、さらに「Ｃ．【経営学、商

学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成】経営学や隣接する商学、

会計学の専門知識を幅広く修得します。また、演習（ゼミ）をはじめとする少人数教

育を通じて、変化の激しい企業経営への対応力を磨くとともに就業力を養成し、希

望進路を実現します。」「Ｄ．【多様な進路に合わせて専門性を深める４つのコー

ス】１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザイン」「組織・人材マネジメント」

「企画マーケティング」「会計専門職」の４つのコースから選択。２年次からは、将来

を見据えた各コースで、専門分野の知識を深めることができます。」（ともに

82.1％）。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の割合

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向・入学意向

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を「受験したいと思う」と答えた人は、

62.1％（95人中、59人）である。

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を「受験したいと思う」と答えた59人のう

ち、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に「入学したいと思う」と回答した人

は、81.4％（48人）である。
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日本への留学予定者対象 調査結果まとめ

◇高校卒業後の希望進路別

• 大阪経済法科大学を受験・入学する可能性が高い「日本の私立大学に進学」を考

えている回答者の入学意向は56.7％（67人中、38人）である。

◇興味のある学問分野別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の学びと関連する「経営・商学」に興味

がある回答者の入学意向は60.0％（50人中、30人）である。

◇大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に魅力を感じている人の入学意

向は、いずれの特色でも５割を超えており、入学意向者の数はすべて40人を超え

ている。

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向者数

ここからは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ13で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ14で「入学したいと思う」と回答した人を

入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は50.5％（48人）である。

属性別
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日本への留学予定者対象 調査結果まとめ

前述の入学意向者の条件をさらに精緻な条件に設定し、

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ７で「日本の私立大学に進学」と回答し、かつ、Ｑ８で「経営・商学」と回答した人の中で、

Ｑ13で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ14で「入学したいと思う」と回答した人を

精緻な条件に合致する入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における精緻な条件に合致する入学意向は28.4％（27人）である。

◇大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度別

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に魅力を感じている人の精

緻な条件に合致する入学意向は、いずれの特色でも３割を超えており、精緻

な条件に合致する入学意向者の数はすべて25人を超えている。

属性別

学生の確保の見通し等　資料ー33



日本への留学予定者対象 調査結果
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文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択は
ない

その他 無回答

全体 (n=95) 45.3 25.3 16.8 12.6 

0.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

中
国
・
蘇
州
市

中
国
・
常
州
市

中
国
・
無
錫
市

中
国
・
太
倉
市

中
国
・
連
雲
港
市

中
国
・
南
京
市

無
回
答

(n=95)

43.2 

30.5 

16.8 

4.2 4.2 
1.1 0.0 

0%

20%

40%

(n=95)
男性

57.9%

女性

42.1%

無回答

0.0%

■性別

■所属クラス

回答者の属性
（性別／高校（高級中学等）所在地（国・都市名）／所属クラス）

■高校（高級中学等）所在地（国・都市名）

【単位：％】
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日
本
の
私
立
大
学
に

進
学

日
本
の
日
本
語
学
校
に

進
学

日
本
の
専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

自
国
内
で
進
学

就
職

そ
の
他

無
回
答

(n=95)
70.5 

46.3 

14.7 
5.3 4.2 

22.1 

0.0 
0%

20%

40%

60%

■高校卒業後の希望進路

高校卒業後の希望進路

Ｑ７. あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。以下の項目から、あてはまる番号

すべてをご選択ください。（いくつでも）

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー36
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総
合
科
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

そ
の
他

ま
だ
決
め
て
い
な
い

無
回
答

6.3 5.3 

14.7 

43.2 

14.7 

6.3 7.4 6.3 
0.0 

0%

20%

40%

経
営
・
商
学

経
済
学

法
学

（
政
治
学
な
ど
含
む

）

社
会
学

文
学

（
心
理
学

、
考
古
学

、

地
理
学

、
歴
史
学

、
哲
学

な
ど
含
む

）

語
学

（
言
語
学
な
ど
含
む

）

国
際
関
係
学

教
員
養
成
・
教
育
学

生
活
科
学

（
食
物
・
栄
養
学

、

被
服
学

、
児
童
学
な
ど
含
む

）

芸
術
学

（
美
術
・
デ
ザ
イ
ン

、

音
楽
な
ど
含
む

）

(n=95)

52.6 

44.2 

8.4 

17.9 

30.5 

12.6 14.7 12.6 14.7 
18.9 

0%

20%

40%

興味のある学問分野

■興味のある学問分野

Ｑ８. あなたは、どのような学問に興味がありますか。以下の項目から、興味のある学問分野の番号すべてを

ご選択ください。（いくつでも）（現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）

【単位：％】
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(各n=95)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員
から“リアル”を学ぶ】
（株）リコーや日本ヒューレットパッカード（同）
等、日本の大手メーカーをはじめとしてビジ
ネスの世界で活躍してきた実務家教員から、
実践的な専門知識を得る授業が豊富に開講
されています。

84.2

Ｂ．

【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課
題解決型学修）」に挑戦する】
シャープ（株）、第一生命保険（株）等、企業と
の協働を通して、学んだ知識を実際の課題
解決に結び付ける力を養成します。

86.3

Ｃ．

【経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人
数教育で就業力を養成】
経営学や隣接する商学、会計学の専門知識
を幅広く修得します。また、演習（ゼミ）をはじ
めとする少人数教育を通じて、変化の激しい
企業経営への対応力を磨くとともに就業力を
養成し、希望進路を実現します。

82.1

Ｄ．

【多様な進路に合わせて専門性を深める４
つのコース】
１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザ
イン」「組織・人材マネジメント」「企画マーケ
ティング」「会計専門職」の４つのコースから
選択。２年次からは、将来を見据えた各コー
スで、専門分野の知識を深めることができま
す。

82.1

44.2 

46.3 

44.2 

38.9 

40.0 

40.0 

37.9 

43.2 

11.6 

10.5 

14.7 

12.6 

4.2 

3.2 

3.2 

5.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の割合

Ｑ９～12. 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」には、以下のような特色があります。
それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。（それぞれ、あてはまる番号１つをご選択ください）

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に
対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」を合計した割合と必ずしも一致しない

学生の確保の見通し等　資料ー38
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入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=95)

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

【単位：％】

200 40 60 80 100

50.5

（48人）

11.6

（11人）

37.9

（36人）

0.0

（0人）

入学したいと思う 入学したいと思わない 無回答

受験
意向者

(n=59)
81.4

（48人）

18.6

（11人）

0.0

（0人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=95)
62.1 

（59人）

37.9 

（36人）

0.0

（0人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への
受験意向／入学意向／受験意向別入学意向

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向

Ｑ13.あなたは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を受験してみたいと思いますか。
あなたの気持ちに近い方１つをご選択ください。（１つだけ）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への入学意向

Ｑ14.あなたは、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に合格したら、入学したいと思いますか。
あなたの気持ちに近い方１つをご選択ください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた59人のみ抽出

「受験意向（Ｑ13）」と「入学意向（Ｑ14）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向別入学意向

学生の確保の見通し等　資料ー39
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入学したいと思う 入学したいと
思わない

全体 (n=95) 48人 

男性 (n=55) 30人 

女性 (n=40) 18人 

日本の私立大学に進学 (n=67) 38人 

日本の日本語学校に進学 (n=44) 18人 

経営・商学 (n=50) 30人 

経済学 (n=42) 26人 

【経営・商学】ｏｒ【経済学】・計 (n=56) 33人 

特色Ａ　魅力あり (n=80) 47人 

特色Ｂ　魅力あり (n=82) 47人 

特色Ｃ　魅力あり (n=78) 46人 

特色Ｄ　魅力あり (n=78) 46人 

「
経
営
学
部
　
経
営
学
科

」

の
特
色
に
対
す
る

魅
力
度
別

受験したいと思う 受験したいと
思わない

無回答

性
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

興
味
の
あ
る

学
問
分
野
別

【単位：％】

200 40 60 80 100

50.5 

54.5 

45.0 

56.7 

40.9 

60.0 

61.9 

58.9 

58.8 

57.3 

59.0 

59.0 

11.6 

7.3 

17.5 

10.4 

18.2 

10.0 

9.5 

12.5 

12.5 

13.4 

12.8 

12.8 

37.9 

38.2 

37.5 

32.8 

40.9 

30.0 

28.6 

28.6 

28.8 

29.3 

28.2 

28.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

入学

意向者数

（※）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ13で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ14で「入学したいと思う」と回答した人を

入学意向者と定義する。

＜属性別＞

学生の確保の見通し等　資料ー40
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日本の私立大学に
進学＆経営・商学＆

受験したい＆
入学したいと思う

それ以外 無回答

全体 (n=95)
28.4 

（27人）

71.6 

（68人）

0.0

（0人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

全体 (n=95) 27人 

男性 (n=55) 18人 

女性 (n=40) 9人 

特色Ａ　魅力あり (n=80) 27人 

特色Ｂ　魅力あり (n=82) 27人 

特色Ｃ　魅力あり (n=78) 26人 

特色Ｄ　魅力あり (n=78) 26人 

性
別

「
経
営
学
部
　
経
営
学
科

」

の
特
色
に
対
す
る

魅
力
度
別

28.4 

32.7 

22.5 

33.8 

32.9 

33.3 

33.3 

【単位：％】

0 20 40

精緻な条件に

合致する

入学意向者数

（※）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に合致する入学意向
（日本の私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向）

※精緻な条件に合致する入学意向者数＝「日本の私立大学に進学」かつ 「経営・商学」かつ「受験したいと思う」かつ「入学したいと思う」と回答した人の人数

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に合致する入学意向
（日本の私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向）

＜属性別＞

前述の入学意向者の条件をさらに精緻な条件に設定し、

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、

Ｑ７で「日本の私立大学に進学」と回答し、かつ、Ｑ８で「経営・商学」と回答した人の中で、

Ｑ13で「受験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ14で「入学したいと思う」と回答した人を

精緻な条件に合致する入学意向者と定義する。

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」への精緻な条件に
合致する入学意向＜日本の私立大学進学×経営・商学×受験意向×入学意向＞

学生の確保の見通し等　資料ー41
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1

企業対象調査

調査対象 企業の採用担当者

調査エリア

（発送エリア）

北海道、岩手県、福島県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、

石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、

愛媛県、高知県、福岡県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県

調査方法 郵送調査

調査
対象数

依頼数 2,340社

回収数（回収率） 708社（30.3％）

調査時期 2021年11月20日（土）～2022年１月５日（水）

調査実施機関 株式会社 進研アド

１．調査目的

３．調査項目

企業対象調査

• 人事採用への関与度

• 本社所在地

• 業種

• 従業員数

• 正規社員の平均採用人数

• 本年度の採用予定数

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した人材の社会的必要性

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生に対する採用意向

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生の毎年の採用想定人数

• ＜参考＞「経営学部 経営学科」卒業生の採用想定職種

２．調査概要

企業対象 調査概要

2023年４月入学定員増予定の大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に関して、
企業のニーズを把握する。

学生の確保の見通し等　資料ー49



企業対象 調査結果まとめ

学生の確保の見通し等　資料ー50



3

※本調査は、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対する人材需要を確認するた
めの調査として設計。大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の卒業生就職先とし
て想定される企業の人事関連業務に携わっている人を対象に調査を実施した。

• 本調査の回答企業は708企業。

• 回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の決裁権があり、選考にか

かわっている」人は22.9％、「採用の決裁権はないが、選考にかかわっている」人

が68.5％と、採用や選考にかかわる人事担当者からの意見を聴取できていると考

えられる。

• 回答企業の本社所在地は、「大阪府」が44.5％で最も多く、大阪経済法科大学の

所在地である地元エリアの企業にも意見を聴取できていると考えられる。

• 回答企業の業種としては「卸売・小売」が34.3％で最も多い。次いで「製造業」が

17.2％、「サービス業」が11.3％である。

• 回答企業の従業員数（正規社員・職員）は、「100名～500名未満」が49.2％で最も

多い。次いで「500名～1,000名未満」が18.6％、「1,000名～5,000名未満」が

15.1％と、100名以上の比較的規模が大きい企業が多くを占める。

企業対象 調査結果まとめ

回答企業（回答者）の属性

回答企業の採用状況（過去３か年）／本年度の採用予定数

• 回答企業の平均的な正規社員の採用人数は、「１名～５名未満」「10名～20名未

満」がともに19.2％で最も多い。次いで「５名～10名未満」が18.1％、「20名～30名

未満」が11.6％である。採用人数規模は様々であるが、毎年正規社員を採用して

いる企業がほとんどである。

• 回答企業の本年度の採用予定数は、「昨年度並み」が63.6％で最も多い。次いで

「増やす」が23.2％である。

学生の確保の見通し等　資料ー51
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企業対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度（※）は、すべ

ての項目で９割を超える。

• 最も魅力度が高いのは、「Ｂ．【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課題解決型

学修）」に挑戦する】企業との協働を通して、学んだ知識を実際のビジネスの現場

での課題解決に結び付ける力、コミュニケーション能力を養成します。」（97.0％）

であり、「とても魅力を感じる」と回答した人の割合も64.4％で最も高い。

次に魅力度が高いのは、「Ａ．【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リア

ル”を学ぶ】ビジネスの世界で活躍してきた実務家教員から、実社会に視点（現場

経験）をおいた実践的な専門知識を得る授業が豊富に開講されています。」

（95.9％）、さらに「Ｄ．【多様な進路に合わせて専門性を深める４つのコース】１年

次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザイン」「組織・人材マネジメント」「企画マー

ケティング」「会計専門職」の４つのコースから選択。２年次からは、将来を見据えた

各コースで、専門分野の知識を深めることができます。」（94.4％）、「Ｃ．【経営学、

商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成】経営学や隣接する商

学、会計学の専門知識を幅広く修得します。また、演習（ゼミ）をはじめとする少人

数教育を通じて、変化の激しい企業経営への対応力を磨くとともに就業力を養成

し、希望進路を実現します。」（93.4％）。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の割合

学生の確保の見通し等　資料ー52
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企業対象 調査結果まとめ

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生に対する
採用意向・毎年の採用想定人数

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生を「採用したいと思う」と答えた企

業は、92.4％（708企業中、654企業）であり、その企業数は予定している入学定員

数220人の2倍以上となっている。

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の卒業生を「採用したいと思う」と答えた

654企業へ、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生の採用を毎年何名

程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は1,184人で、予定してい

る入学定員数220人の５倍以上となっている。このことから、安定した人材需要があ

ることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 地元エリアである「大阪府」に本社がある企業からの採用意向は、92.4％（315企

業中、291企業）。採用想定人数の合計は529人で、予定している入学定員数の２

倍以上となっている。

◇業種別

• 「卸売・小売」の企業からの採用意向は、95.1％（243企業中、231企業）。採用想

定人数の合計は428人で、予定している入学定員数を上回っている。

• 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した人材の社会的必要性につい

ては、97.7％（708企業中、692企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企業か

らこれからの社会にとって必要な人材であると捉えられていることがうかがえる。

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した人材の
社会的必要性

学生の確保の見通し等　資料ー53
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企業対象 調査結果まとめ

• 「経営学部 経営学科」の卒業生を採用する際に、採用想定職種（業務内容）とし

て最も多くあげられたのは、「営業職(企画営業、法人営業、個人営業、MRなど)」

であり、その割合は65.3％である。

• 次いで、「財務、会計、経理に関わる事務」で25.5％、「人事、組織管理、運営に関

わる事務」で21.9％、「営業・販売事務（金融・保険事務、営業・販売アシスタントな

ど）」で21.1％、「接客・販売（飲食、ショップ、美容エステなどでの接客・販売業

務）」で20.2％、「経営企画、経営、マネジメント」で17.3％と続く。

＜参考＞「経営学部 経営学科」卒業生の採用想定職種

学生の確保の見通し等　資料ー54
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兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

無
回
答

8.8 
3.1 1.6 0.7 0.8 1.1 

4.0 
0.4 0.6 2.1 2.0 0.3 0.8 0.1 0.1 0.3 0.4 0.0 

0%

20%

40%

北
海
道

宮
城
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

(n=708)

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

12.9 

1.1 0.4 0.1 0.6 0.3 0.6 0.1 
3.8 

0.3 1.6 
5.8 

44.5 

0%

20%

40%

採用の決裁権が
あり、選考に

かかわっている

採用の決裁権は
ないが、選考に
かかわっている

採用時には
直接かかわらず、

情報や意見を収集・
提供する立場にある

無回答

全体 (n=708) 22.9 68.5 5.2 

3.4 

【単位：％】

200 40 60 80 100

回答企業（回答者）の属性（人事採用への関与度／本社所在地）

■人事採用への関与度
Ｑ１. アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。（あてはまる番号１つに○）

■本社所在地
Ｑ２. 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー56
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農
・
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・
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建
設
業

製
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水
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業
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報
通
信
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運
輸
業

卸
売
・
小
売

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

飲
食
店
・
宿
泊
業

医
療
・
福
祉

複
合
サ
ー

ビ
ス
事
業

サ
ー

ビ
ス
業

公
務

そ
の
他

無
回
答

(n=708)

0.0 
4.2 

17.2 

1.0 

7.1 5.5 

34.3 

4.5 2.8 3.5 3.8 
1.4 

11.3 

0.0 
3.2 

0.0 
0%

10%

20%

30%

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
～

5
0
0
名
未
満

5
0
0
名
～

1
,
0
0
0
名
未
満

1
,
0
0
0
名
～

5
,
0
0
0
名
未
満

5
,
0
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=708)

4.8 7.3 

49.2 

18.6 
15.1 

4.8 
0.1 

0%

20%

40%

■業種
Ｑ３. 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

回答企業（回答者）の属性（業種／従業員数）

■従業員数
Ｑ４. 貴社・貴団体の従業員数（正規社員・職員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

【単位：％】

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー57
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増やす 昨年度並み 減らす 未定 採用予定
なし

無回答

全体 (n=708) 23.2 63.6 6.4 4.9 

2.0 0.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

０
名

１
名
～

５
名
未
満

５
名
～

1
0
名
未
満

1
0
名
～

2
0
名
未
満

2
0
名
～

3
0
名
未
満

3
0
名
～

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=708)

0.3 

19.2 18.1 19.2 

11.6 
10.3 10.3 10.3 

0.7 

0%

10%

20%

正規社員の平均採用人数／本年度の採用予定数

Ｑ５. 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な従業員（正規社員・職員）の採用数について、お教えください。
（あてはまる番号１つに○）

■正規社員の平均採用人数

■本年度の採用予定数

Ｑ６. 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー58
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(各n=708)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員
から“リアル”を学ぶ】
ビジネスの世界で活躍してきた実務家教員
から、実社会に視点（現場経験）をおいた実
践的な専門知識を得る授業が豊富に開講さ
れています。

95.9

Ｂ．

【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課
題解決型学修）」に挑戦する】
企業との協働を通して、学んだ知識を実際の
ビジネスの現場での課題解決に結び付ける
力、コミュニケーション能力を養成します。

97.0

Ｃ．

【経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人
数教育で就業力を養成】
経営学や隣接する商学、会計学の専門知識
を幅広く修得します。また、演習（ゼミ）をはじ
めとする少人数教育を通じて、変化の激しい
企業経営への対応力を磨くとともに就業力を
養成し、希望進路を実現します。

93.4

Ｄ．

【多様な進路に合わせて専門性を深める４
つのコース】
１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザ
イン」「組織・人材マネジメント」「企画マーケ
ティング」「会計専門職」の４つのコースから
選択。２年次からは、将来を見据えた各コー
スで、専門分野の知識を深めることができま
す。

94.4

53.5 

64.4 

37.7 

38.8 

42.4 

32.6 

55.6 

55.5 

3.7 

2.8 

6.4 

5.2 

0.1 

0.0 

0.0 

0.1 

0.3 

0.1 

0.3 

0.3 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の割合

Ｑ７. 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」には、以下のような特色があります。貴社・貴団体（ご回答者）にとって、
これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。（それぞれ、あてはまる番号１つに○）

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」の特色に
対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」を合計した割合と必ずしも一致しない

学生の確保の見通し等　資料ー59
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
合
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

合
計

（
※

）

％ 50.5% 27.2% 10.1% 1.5% 4.6% 1.7%

企業数 330 178 66 10 30 11 625

名 330 356 198 40 150 110 1,184

 全体 654 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=708)
92.4

（654企業）

5.9

（42企業）

1.7

（12企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=708)
97.7

（692企業）

1.3

（9企業）

1.0

（7企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した人材の社会的
必要性／卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた654企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生に対する採用意向

Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）では、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、
採用したいと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生の毎年の採用想定人数

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した人材の社会的必要性
Ｑ８. 貴社・貴団体（ご回答者）は、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、

今後、社会が求める人材として必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

Ｑ10.Ｑ９で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
採用を考える場合、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、毎年何名程度の採用を
想定されますか。（あてはまる番号１つに○）

学生の確保の見通し等　資料ー60



13

全体 (n=708) 654企業 1,184人 

関東以北 (n=114) 111企業 250人 

　東京都 (n=91) 89企業 218人 

近畿 (n=462) 423企業 722人 

　大阪府 (n=315) 291企業 529人 

製造業 (n=122) 110企業 143人 

卸売・小売 (n=243) 231企業 428人 

複合サービス事業・サービス業 (n=90) 79企業 169人 

100名～500名未満 (n=348) 325企業 514人 

500名～1,000名未満 (n=132) 126企業 220人 

1,000名以上 (n=141) 135企業 344人 

増やす (n=164) 161企業 372人 

昨年度並み (n=450) 417企業 690人 

特色Ａ　魅力あり (n=679) 635企業 1,157人 

特色Ｂ　魅力あり (n=687) 638企業 1,161人 

特色Ｃ　魅力あり (n=661) 618企業 1,132人 

特色Ｄ　魅力あり (n=668) 623企業 1,136人 

必要だと思う (n=692) 648企業 1,174人 

必要だと思わない (n=9) 1企業 2人 

社
会
的

必
要
性
別

本
社
所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
数
別

「
経
営
学
部

経
営
学
科

」

の
特
色
に
対
す
る

魅
力
度
別

本
年
度
の

採
用

予
定
数
別

92.4 

97.4 

97.8 

91.6 

92.4 

90.2 

95.1 

87.8 

93.4 

95.5 

95.7 

98.2 

92.7 

93.5 

92.9 

93.5 

93.3 

93.6 

11.1 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用

意向企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数＜属性別＞

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」卒業生に
対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」に対して、Ｑ９で「採用したいと思う」と回答し
た企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Q10で回答した企業
が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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＜参考＞
「経営学部 経営学科」卒業生の採用想定職種

Ｑ11.Ｑ９で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
貴社・貴団体では、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生を採用する際に、
採用職種（業務内容）としてあてはまるものをお答えください。（あてはまる番号すべてに○）

■「経営学部 経営学科」卒業生の採用想定職種

【単位：％】

学生の確保の見通し等　資料ー62
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Ｑ１． アンケートにお答えいただいている方の、人事採用への関与度をお教えください。

（あてはまる番号１つに○）

1. 採用の決裁権があり、選考にかかわっている

2. 採用の決裁権はないが、選考にかかわっている

3. 採用時には直接かかわらず、情報や意見を収集・提供する立場にある

Ｑ２． 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

Ｑ３． 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 農・林・漁・鉱業 2. 建設業 3. 製造業

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5. 情報通信業 6. 運輸業

7. 卸売・小売 8. 金融・保険業 9. 不動産業

10. 飲食店・宿泊業 11. 医療・福祉 12. 複合サービス事業

13. サービス業 14. 公務 15. その他　　

Ｑ４． 貴社・貴団体の従業員数（正規社員・職員）について、ご回答ください。（あてはまる番号１つに○）

1. 50名未満 2. 50名～100名未満 3. 100名～500名未満

4. 500名～1,000名未満 5. 1,000名～5,000名未満 6. 5,000名以上

Ｑ５． 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な従業員（正規社員・職員）の採用数について、お教えください。

（あてはまる番号１つに○）

1. 0名 2. 1名～5名未満 3. 5名～10名未満

4. 10名～20名未満 5. 20名～30名未満 6. 30名～50名未満

7. 50名～100名未満 8. 100名以上

Ｑ６． 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(あてはまる番号１つに○)

1. 増やす 2. 昨年度並み 3. 減らす

4. 未定 5. 採用予定なし

裏面へ続く→

「経営学部　経営学科」に関するアンケート
<経営学部　経営学科／入学定員増>構想中

　このアンケートは採用ご担当者の皆様からご意見をお伺いし、より充実した大学や学部・学科にするため
の参考資料とさせていただくものです。このアンケートで得られた情報や回答内容は、上記の目的のため
の統計資料としてのみ活用し、個人を特定することは一切ありません。
つきましては、ぜひアンケートへのご協力をお願いいたします。

※このアンケートや同封したリーフレットに記載されている事項は、すべて予定であり内容が変更になる可能性があります。

はじめに、貴社・貴団体についてお伺いいたします。

本社（本部）所在地 都 ・ 道 ・ 府 ・ 県　←１つに○

大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」は、2023年4月（令和5年）より入学定員増を構想しています。

大阪経済法科大学

調査票

学生の確保の見通し等　資料ー64
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調査票

Ｑ７． 大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」には、以下のような特色があります。

貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。

（それぞれ、あてはまる番号１つに○） とても ある程度 あまり まったく

魅力を 魅力を 魅力を 魅力を
感じる 感じる 感じない 感じない

Ｑ８． 貴社・貴団体（ご回答者）は、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、

今後、社会が求める人材として必要だと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 必要だと思う 2. 必要だと思わない

Ｑ９． 貴社・貴団体（ご回答者）では、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、

採用したいと思われますか。（あてはまる番号１つに○）

1. 採用したいと思う 2. 採用したいと思わない

Ｑ10． Ｑ９で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

採用を考える場合、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生について、

毎年何名程度の採用を想定されますか。（あてはまる番号１つに○）

1. １名 2. ２名 3. ３名

4. ４名 5. ５名～９名 6. 10名以上

Ｑ11． Ｑ９で「１．採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

貴社・貴団体では、大阪経済法科大学「経営学部 経営学科」を卒業した学生を採用する際に、

採用職種（業務内容）としてあてはまるものをお答えください。（あてはまる番号すべてに○）

1. 2. 人事、組織管理、運営に関わる事務 3.

4. 5. 6.

7. 8. 9.

10. 11. 12.

13. 14. 15.

16. 17. 18.

19. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２ ３ ４

２ ３ ４

C.

【経営学、商学、会計学を幅広く学び、少人数教育で就業力を養成】
経営学や隣接する商学、会計学の専門知識を幅広く修得します。また、演習
（ゼミ）をはじめとする少人数教育を通じて、変化の激しい企業経営への対
応力を磨くとともに就業力を養成し、希望進路を実現します。

→ １ ２ ３ ４

B.
【１年次から全員が実践的な学び「ＰＢＬ（課題解決型学修）」に挑戦する】
企業との協働を通して、学んだ知識を実際のビジネスの現場での課題解決
に結び付ける力、コミュニケーション能力を養成します。

→ １

D.

【多様な進路に合わせて専門性を深める４つのコース】
１年次に基礎を学び、２年次に「ビジネスデザイン」「組織・人材マネジメント」
「企画マーケティング」「会計専門職」の４つのコースから選択。２年次から
は、将来を見据えた各コースで、専門分野の知識を深めることができます。

→ １ ２

営業職（企画営業、法人営業、
個人営業、ＭＲなど）

財務、会計、経理に関わる事務

経営企画、経営、マネジメント
営業・販売事務（金融・保険事務、
営業・販売アシスタントなど）

受付、秘書など一般事務（電話応接、
案内、その他事務関連）

～質問は以上です。ご協力ありがとうございました。～

接客・販売（飲食、ショップ、
美容エステなどでの接客・販売業務）

企画開発、商品開発、事業開発
生産工程・物流管理（物流、資材購買、
貿易、運輸、配送などの管理業務）

自社の宣伝・広報、マーケティング、
ＩＲ

クリエイティブ、デザイン業務

教育・医療・福祉系専門職
データ解析、データオペレーション、
市場調査

エンジニア、ＩＴエンジニア、
技術開発業務

大阪経済法科大学では、2023年4月（令和5年）に
「経営学部 経営学科」の入学定員増を構想しています。

※ ここからは、アンケートに同封しているリーフレットをご覧いただいた上でお答えください ※

A.
【ビジネスの世界で活躍してきた多くの教員から“リアル”を学ぶ】
ビジネスの世界で活躍してきた実務家教員から、実社会に視点（現場経験）
をおいた実践的な専門知識を得る授業が豊富に開講されています。

→ １

品質管理、安全管理、危機管理、
法務、知財管理

コンサルティング、アドバイザー業務 金融系専門職 不動産系専門職

３ ４

学生の確保の見通し等　資料ー65



■大阪府下他私大経営学部の初年度納付金（令和4年度）

（単位：円）

入学金 授業料 施設
設備費

実験・実習
・体育費

教育充実費
特別納付金

維持費他 委託徴収金

立命館大学（経営学科） 1,204,600 200,000 974,600 0 0 0 0 30,000
立命館大学（国際経営学科） 1,331,000 200,000 1,101,000 0 0 0 0 30,000
近畿大学 1,362,400 250,000 1,085,000 0 0 0 20,000 7,400
追手門学院大学 1,242,000 160,000 850,000 185,000 0 0 0 47,000
大阪経済大学 1,173,000 270,000 710,000 140,000 40,000 0 0 13,000
摂南大学 1,233,700 250,000 920,000 0 0 50,000 0 13,700
桃山学院大学 1,279,000 230,000 729,000 300,000 0 0 0 20,000
大阪学院大学 1,290,660 200,000 928,000 140,000 0 0 0 22,660
大阪産業大学 1,110,400 250,000 792,000 0 0 40,000 0 28,400
四天王寺大学 1,485,000 300,000 837,000 320,000 0 0 0 28,000
大阪商業大学 1,305,000 200,000 740,000 0 0 300,000 0 65,000
太成学院大学 1,297,000 250,000 800,000 100,000 0 130,000 0 17,000
大阪成蹊大学 1,284,160 250,000 795,000 197,000 0 0 0 42,160

平均 1,276,763 231,538 866,277 106,308 3,077 40,000 1,538 28,025
本学（参考） 1,215,000 200,000 996,000 0 0 0 0 19,000

各大学ホームページ及び学校法人河合塾のデータを参照し、私立大学団体連合会が定める区分に基づき表を作成

大学
初年度納付金

資料6
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1000 1000

4

300 38.1 0.1 0.2%

7.2 4.0 35.7%

1.88 5.28

300 999 12.3 0.8 6.0%

12.6 2.6 17.2%

0.12 0.98

1000 4999 12.7 0.1 +0.7%

14.3 3.2 +29.1%

0.25 0.89

5000 4.5 0.1 +3.0%

10.9 3.7 +51.0%

0.19 0.41

4

1 2 1996 3 4 2010 3

2 2021 3 2020

8.05 3.94 2.86 2.67 2.72 3.97 2.89 3.57 6.06 9.54 8.20 2.80 4.87
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2010 3

2 1000 1000

2021 3 2020

402,900 303,000 275,700 266,300 262,500 379,200 402,200 409,500 425,600 462,900 449,000 382,300 381,400

- +116,700 +23,000 +7,300 +16,100 +37,300

- +44.5% +6.1% +1.8% +3.9% +8.8%

47,800 68,700 82,400 81,400 80,600 83,900 112,100 98,500 66,000 46,700 52,100 112,400 72,300

- +20,900 +13,700 +3,300 +28,200 +5,400 +60,300

- +43.7% +19.9% +4.1% +33.6% +11.6% +115.7%

162,700 133,600 131,600 131,100 126,900 142,000 145,100 147,200 146,200 156,200 159,600 131,000 123,100

- +15,100 +3,100 +2,100 +10,000 +3,400

- +11.9% +2.2% +1.4% +6.8% +2.2%

108,100 133,700 136,300 140,300 123,600 119,200 118,100 125,300 100,700 109,100 130,300 151,600 125,500

- +25,600 +2,600 +4,000 +7,200 +8,400 +21,200 +21,300

- +23.7% +1.9% +2.9% +6.1% +8.3% +19.4% +16.3%

+100 +4,700 +9,200 +20,600 +2,400

114,800 103,700 107,900 110,300 110,500 115,500 123,300 128,200 134,400 143,000 144,300 126,100 127,000

- +4,200 +2,400 +200 +5,000 +7,800 +4,900 +6,200 +8,600 +1,300 +900

- +4.1% +2.2% +0.2% +4.5% +6.8% +4.0% +4.8% +6.4% +0.9% +0.7%

174,200 164,400 145,200 135,600 140,300 137,100 116,700 114,700 132,300 137,600 133,800 110,700 142,900

- +4,700 +17,600 +5,300 +32,200

- +3.5% +15.3% +4.0% +29.1%

+59,400 +60,700 +37,300 +25,300 +29,800 +21,600 +15,900

44,900 41,600 44,500 46,100 43,600 45,800 48,700 49,400 48,900 51,400 51,800 43,600 44,900

- +2,900 +1,600 +2,200 +2,900 +700 +2,500 +400 +1,300

- +7.0% +3.6% +5.0% +6.3% +1.4% +5.1% +0.8% +3.0%

116,900 88,900 91,000 77,200 81,200 83,000 69,800 83,400 124,200 138,800 123,300 72,400 109,300

- +2,100 +4,000 +1,800 +13,600 +40,800 +14,600 +36,900

- +2.4% +5.2% +2.2% +19.5% +48.9% +11.8% +51.0%

+72,000 +47,300 +46,500 +31,100 +37,600 +37,200 +21,100 +34,000 +75,300 +87,400 +71,500 +28,800 +64,400

3

0

0

9

9

9

4

9

9

9

5

0

0

0
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10.3 1.1 +11.5%

1.6 0.1 +4.5 0.39 6.40

22.8 0.6 2.7%

13.3 1.3 9.2% 0.11

1.71

26.7 0.7 2.4%

3.3 0.5 12.5% 0.84

8.12

1.0 200 2.1

4.5 1.1 +31.2% 0.07 0.21

6.9 0.4 5.7%

22.3 1.0 +4.5% 0.03

0.31
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2021 3 2020

学生の確保の見通し等　資料ー75



Press Release
2021 4 27

10

1996 3 2010 3

2009 3

2021 3 2020

82,400 69,600 63,400 60,100 60,600 83,600 80,400 82,500 88,500 89,800 88,200 92,500 103,100

- +500 +23,000 +2,100 +6,000 +1,300 +4,300 +10,600

- +0.8% +38.0% +2.6% +7.3% +1.5% +4.9% +11.5%

19,900 13,800 12,800 11,300 12,700 14,900 13,000 13,200 9,400 9,400 14,200 15,400 16,100

- +1,400 +2,200 +200 +0 +4,800 +1,200 +700

- +12.4% +17.3% +1.5% +0.0% +51.1% +8.5% +4.5%

236,300 208,800 211,400 200,400 189,400 236,600 262,200 261,400 265,300 279,400 279,200 233,900 227,600

- +2,600 +47,200 +25,600 +3,900 +14,100

- +1.2% +24.9% +10.8% +1.5% +5.3%

142,100 154,400 167,100 146,800 144,900 148,700 151,900 135,300 130,100 141,600 141,400 146,200 132,800

- +12,300 +12,700 +3,800 +3,200 +11,500 +4,800

- +8.7% +8.2% +2.6% +2.2% +8.8% +3.4%

285,400 204,000 195,700 212,300 214,700 265,200 280,000 293,300 302,300 341,900 333,400 273,800 267,300

+16,600 +2,400 +50,500 +14,800 +13,300 +9,000 +39,600

+8.5% +1.1% +23.5% +5.6% +4.8% +3.1% +13.1%

61,300 48,900 49,700 56,900 45,100 48,300 49,600 42,000 26,700 27,200 30,200 37,600 32,900

+11,500 +800 +7,200 +3,200 +1,300 +500 +3,000 +7,400

+23.1% +1.6% +14.5% +7.1% +2.7% +1.9% +11.0% +24.5%

13,100 11,600 10,600 9,700 9,800 11,600 11,300 10,600 10,800 10,900 10,700 9,700 9,500

+100 +1,800 +200 +100

+1.0% +18.4% +1.9% +0.9%

63,100 57,300 57,000 50,200 55,900 52,500 49,400 56,300 58,200 52,500 37,900 34,300 45,000

+15,200 +5,700 +6,900 +1,900 +10,700

+31.7% +11.4% +14.0% +3.4% +31.2%

+50,000 +45,700 +46,400 +40,500 +46,100 +40,900 +38,100 +45,700 +47,400 +41,600 +27,200 +24,600 +35,500

108,100 87,900 78,600 71,300 69,000 85,500 85,400 86,500 88,200 91,500 93,200 73,100 68,900

+16,500 +1,100 +1,700 +3,300 +1,700

+23.9% +1.3% +2.0% +3.7% +1.9%

160,600 181,300 168,300 169,300 167,100 158,800 152,800 175,100 198,800 201,500 215,800 213,600 223,200

+20,700 +1,000 +22,300 +23,700 +2,700 +14,300 +9,600

+12.9% +0.6% +14.6% +13.5% +1.4% +7.1% +4.5%

+52,500 +93,400 +89,700 +98,000 +98,100 +73,300 +67,400 +88,600 +110,600 +110,000 +122,600 +140,500 +154,300
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2022 10

59.2 37.3 6.1

5.5

5000

75.2

20.9

10

2022

1971

2309 2.3 25.8 71.9
160 1.9 10.6 87.5
794 2.1 27.6 70.3
429 3.0 24.5 72.5
104 0.0 6.7 93.3
810 2.3 30.1 67.5
160 1.9 10.6 87.5
438 3.2 29.2 67.6
356 0.8 25.6 73.6
13 0.0 7.7 92.3
165 1.8 20.0 78.2
158 3.2 37.3 59.5
210 0.5 26.2 73.3
219 5.5 22.8 71.7
104 0.0 6.7 93.3
27 3.7 25.9 70.4
130 1.5 59.2 39.2
115 2.6 6.1 91.3
25 4.0 16.0 80.0
177 2.3 31.6 66.1
915 2.4 27.5 70.1
754 1.7 25.2 73.1
511 2.3 24.9 72.8
129 3.9 20.9 75.2
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5,761 4,745 1,016

1,289 27.2 385 37.9
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東京都港区南青山 2-5-20 

TEL: 03-5775-3163 

https://www.tdb.co.jp 

景気動向オンライン https://www.tdb-di.com 
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はじめに 

新型コロナウイルスの影響が依然として続くなか、企業にとって新しい生活様式に対する新規

需要の拡大や政府が推進している緊急経済対策の実施などは好材料となっている。他方で、今後

の感染状況が見通せず、先行きの不透明感から雇用や就業環境などに悪影響を及ぼすことも危惧

されている。 

そこで、帝国データバンクは、新型コロナウイルス感染症に対する企業の見解について調査を

実施した。本調査は、TDB景気動向調査 2020年 10月調査とともに行った。 

※調査期間は 2020年 10月 19日～31日、調査対象は全国 2万 3,695社で、有効回答企業数は 1万

1,448 社（回答率 48.3％）。なお、新型コロナウイルス感染症に関する調査は、2020 年 2月から

毎月実施し、今回で 9回目

※本調査の詳細なデータは景気動向オンライン（https://www.tdb-di.com）に掲載している

調査結果（要旨） 

1.新型コロナウイルス感染症による自社の業績への影響、『マイナスの影響がある』と見込む企業

は 79.0％、6カ月連続で減少し 8カ月ぶりに 8割を下回った。内訳をみると、「既にマイナスの

影響がある」が 69.2％。また、「今後マイナスの影響がある」（9.8％）は 2カ月連続で減少し 1

割を下回った

2.『マイナスの影響がある』を業種別にみると、「旅館・ホテル」が 97.4％で最も高い。以下、「飲

食店」、「広告関連」（ともに 92.7％）、「繊維・繊維製品・服飾品卸売」（90.4％）、「娯楽サービ

ス」（90.3％）が続く

3.『プラスの影響がある』は、スーパーマーケットなどの「各種商品小売」が 46.5％で最も高く

なったほか、「飲食料品小売」（17.9％）、「飲食料品・飼料製造」（11.7％）など飲食料品を取り

扱う業種が続いた。以下、「家電・情報機器小売」（10.5％）や「繊維・繊維製品・服飾品小売」

（9.1％）が上位に並ぶ

4.新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、採用活動において、どのような人材像を求めて

いるかを尋ねたところ、「意欲的である」が 43.1％で最も高かった（3つまでの複数回答、以下

同）。次いで、「コミュニケーション能力が高い」（41.0％）、「素直である」（25.4％）、「真面目、

または誠実な人柄である」（19.5％）が続いた

特別企画 ： 新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（2020年 10月） 

求める人材像、コミュニケーション能力が高い人材が増加 

～ 業績へマイナスを見込む企業は 79.0％、8 カ月ぶりに 8 割を下回る ～ 
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特別企画: 新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（2020年 10月） 
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1. 業績へマイナスを見込む企業は 79.0％、8 カ月ぶりに 8 割を下回った

新型コロナウイルス感染症（以下、新型

コロナ）により自社の業績にどのような影

響があるか尋ねたところ、『マイナスの影

響がある』（「既にマイナスの影響がある」

と「今後マイナスの影響がある」の合計）

と見込む企業は 79.0％となった。9月から

1.6 ポイント減となり、8 カ月ぶりに 8 割

を下回った。 

また、「影響はない」とする企業は 13.4％

だったほか、『プラスの影響がある』（「既に

プラスの影響がある」と「今後プラスの影

響がある」の合計）は 3.8％となり、0.2ポ

イント増で 2カ月ぶりの増加となった。

業種別にみると、『マイナスの影響があ

る』と見込む企業は、「旅館・ホテル」が

97.4％で最も高く、「Go To トラベルにより、ようやく回復の兆しがみえてきたが、申請作業の手

間などから従業員が疲弊している」（旅館、大阪府）というように、取り巻く環境の厳しさは続い

ている。次いで、「飲食店」、「広告関連」（ともに 92.7％）が上位に並んだ。 

また、『プラスの影響がある』と見込む企業は、スーパーマーケットなどを含む「各種商品小売」

（46.5％）が、4 割超となったほか、「飲食料品小売」（17.9％）、「飲食料品・飼料製造」（11.7％）

など飲食料品を取り扱う業種が上位にあがっている。また、「園芸への新規参入や家庭での取り組

み時間の増加など、2020年 5月よりプラスの影響が出ており、売り上げの増加が続いている」（複

合肥料製造、茨城県）とあるように、新たなニーズに対応した需要の拡大も好材料となっている。 

 

新型コロナウイルス感染症による業績への影響 

69.2%

68.4%

68.0%

68.4%

66.6%

62.8%

56.9%

46.5%

30.2%

9.8%

12.3%

14.4%

14.3%

17.9%

23.3%

31.8%

33.8%

33.2%

13.4%

11.2%

9.3%

10.2%

8.2%

6.5%

4.0%

9.0%

16.9%

3.8%

3.6%

3.8%

3.1%

3.0%

2.8%

2.7%

2.1%

1.7%

3.9%

4.6%

4.4%

4.0%

4.2%

4.6%

4.6%

8.6%

18.0%

既にマイナス

の影響がある

今後マイナス

の影響がある
分からない

注1：母数は、有効回答企業1万1,448社。2020年9月調査は1万1,689社、同年8月調査は1万2,000社、

同年7月調査は1万1,732社、同年6月調査は1万1,275社、同年5月調査は1万1,979社、

同年4月調査は1万1,961社、同年3月調査は1万1,330社、同年2月調査は1万704社

影響はない
プラスの

影響がある

2月 63.4%

3月 80.3%

2020年

10月
79.0%

注2：下線の値は『マイナスの影響がある』（「既にマイナスの影響がある」と「今後マイナスの影響が

ある」の合計）の割合

注4：小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはならない

4月 88.8%

5月 86.1%

注3：『プラスの影響がある』は、「既にプラスの影響がある」と「今後プラスの影響がある」の合計

6月 84.5%

7月 82.7%

8月 82.5%

80.6%9月

97.4 
92.7 
92.7 

90.4 
90.3 
90.0 

89.7 
89.5 

88.4 
87.9 

旅館・ホテル

飲食店

広告関連

繊維・繊維製品・服飾品卸売

娯楽サービス

パルプ・紙・紙加工品製造

繊維・繊維製品・服飾品製造

出版・印刷

人材派遣・紹介

繊維・繊維製品・服飾品小売

（％）

46.5
17.9

11.7
10.5

9.1
7.4

6.5
6.3
6.2
5.5

各種商品小売

飲食料品小売

飲食料品・飼料製造

家電・情報機器小売

繊維・繊維製品・服飾品小売

飲食料品卸売

化学品卸売

専門商品小売

農・林・水産

化学品製造

（％）

業績に『プラスの影響がある』割合 
～ 上位 10業種 ～ 

業績に『マイナスの影響がある』割合 
～ 上位 10業種 ～ 
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2. 企業が求める人材像、「意欲的」で「コミュニケーション能力」がある人材 

 
新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、採用活動において、どのような人材像を求めてい

るかを尋ねたところ、「意欲的である」が 43.1％で最も高かった（3 つまでの複数回答、以下同）。

次いで、「コミュニケーション能力が高い」（41.0％）

が 4割台で続き、以下、「素直である」（25.4％）、「真

面目、または誠実な人柄である」（19.5％）、「専門的

なスキルを持っている」（18.1％）が上位となった。 

従業員数別にみると、100人以下の企業で、「意欲

的である」がトップとなった。他方、101人以上の企

業においては「コミュニケーション能力が高い」が

トップとなっており、とりわけ「301人～1,000人」

「1,000 人超」の企業では 2 社に 1 社がコミュニケ

ーション能力を重視していた。 

また、「5人以下」の企業においては、「専門的なス

キルを持っている」（21.1％）が唯一 2割を超えてお

り、小さな企業ほどより即戦力となる人材を欲して

いる様子が表れた。他方で、300 人を超える企業で

は、「創造性がある」や「主体性がある」、「問題意識

が高い」といった人材像が上位にあがっていた。 

2017年 2月に実施した「人材確保に関する企業の

意識調査」と比較すると、多くの企業が意欲的であ

ることやコミュニケーション能力が高い人材などを

求める傾向は変わっていないが、その割合は低下し

ている。一方で、リーダーシップや主体性の高さな

どを求める企業が増加した。加えて、問題意識が高い「変革型人材」や専門的なスキルを持つ人材

を望む傾向が高まった。 

 

 

 

 

 

 

  

求める人材像 
～ 従業員数別、上位 5項目 ～（複数回答、3つまで） 

～ 
（％）

1 意欲的である 36.2 意欲的である 44.5 意欲的である 44.0 意欲的である 44.7

2 コミュニケーション能力が高い 35.5 コミュニケーション能力が高い 38.1 コミュニケーション能力が高い 41.1 コミュニケーション能力が高い 43.3

3 素直である 24.8 素直である 27.8 素直である 28.7 素直である 24.0

4 専門的なスキルを持っている 21.1 真面目、または誠実な人柄である 22.5 真面目、または誠実な人柄である 19.4 専門的なスキルを持っている 18.2

5 真面目、または誠実な人柄である 19.8 専門的なスキルを持っている 18.7 専門的なスキルを持っている 16.5 真面目、または誠実な人柄である 17.7

1 コミュニケーション能力が高い 46.6 コミュニケーション能力が高い 53.2 コミュニケーション能力が高い 50.0

2 意欲的である 45.1 意欲的である 43.1 意欲的である 38.6

3 素直である 21.4 主体性がある 18.2 創造性がある 24.3

4 専門的なスキルを持っている 17.6 創造性がある 15.6 主体性がある 21.4

5 真面目、または誠実な人柄である 16.6 専門的なスキルを持っている 14.6 問題意識が高い 17.1

51人～100人5人以下 6人～20人 21人～50人

101人～300人 301人～1,000人 1,000人超

（％） （pt）

意欲的である 49.0 (1) 43.1 (1) -5.9

行動力がある 13.5 (7) 14.6 (7) 1.1

前向きな考え方ができる 10.6 (8) 13.2 (9) 2.6

主体性がある 10.2 (10) 13.3 (8) 3.1

情熱をもっている 7.0 (14) 6.0 (15) -1.0

勇気がある 0.8 (23) 0.9 (22) 0.1

71.3 - 70.8 - -0.5

コミュニケーション能力が高い 38.6 (2) 41.0 (2) 2.4

素直である 32.2 (3) 25.4 (3) -6.8

真面目、または誠実な人柄である 20.3 (4) 19.5 (4) -0.8

明るい性格である 19.1 (5) 14.8 (6) -4.3

リーダーシップがとれる 6.6 (15) 10.9 (12) 4.3

78.4 - 76.5 - -1.9

創造性がある 10.3 (9) 11.7 (10) 1.4

問題意識が高い 8.6 (13) 11.2 (11) 2.6

好奇心が強い 5.6 (16) 5.5 (16) -0.1

型にはまらない考え方ができる 1.9 (19) 2.8 (19) 0.9

国際感覚を持ち合わせている 1.6 (20) 1.3 (21) -0.3

革新力がある 0.8 (22) 1.5 (20) 0.7

25.8 - 29.9 - 4.1

専門的なスキルを持っている 15.6 (6) 18.1 (5) 2.5

忍耐力がある 9.7 (11) 8.6 (14) -1.1

精神的にたくましい 8.9 (12) 9.8 (13) 0.9

成長志向が強い 5.1 (17) 4.7 (17) -0.4

バイタリティがある 3.0 (18) 3.2 (18) 0.2

はっきりとした個性がある 0.9 (21) 0.8 (23) -0.1

38.3 - 39.7 - 1.4

注1：カッコ内は各調査時の順位

注2：母数は、有効回答企業1万1,448社。2017年2月調査は1万82社

注3：類型は、2017年2月調査で設定した4類型を踏襲し、各項目

　　　 いずれか1つでも回答した割合

変化人材像 今回調査
2017年2月

調査

能
動
型
人
材

協
働
型
人
材

変
革
型
人
材

地
力
型
人
材

類型

求める人材像 
（複数回答、3つまで） 
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まとめ 

本調査の結果、新型コロナウイルス感染症により業績にマイナスの影響があると見込む企業は

8カ月ぶりに 8割を下回った。2020年 4月の 88.8％をピークに 6カ月連続で減少となった。 

政府が推進する需要喚起策により一部では回復の兆しがみられるものの、「旅館・ホテル」や「飲

食店」などの業種では、依然として厳しい経営環境が続いている。一方で、プラスの影響を見込む

企業は、スーパーマーケットなどを中心に、飲食料品を取り扱う業種で好調が持続している。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、企業が求める人材像は、4割を超える企業

で意欲的であることやコミュニケーション能力が高いことを重視していた。2017年 2月調査と比

較すると、「能動型人材」や「協働型人材」といった資質を重視する傾向は同様であるが、創造性

があることや問題意識が高いことなどを含む「変革型人材」を望む傾向も高まった。 

さらに、企業からは、「オンラインでのコミュニケーションスキルを求める」（経営コンサルタ

ント、東京都）とあるように、今後定着するであろう新たな就業環境に適応する能力が求められ

ている。 

新型コロナウイルスは依然として、国民生活や経済活動に影響を与えている。11 月に入り、再

び全国での新規感染者が 1,000 人を超えるなど警戒を怠ることはできない。企業においては、感

染抑制のため柔軟な対応を行いつつ、中長期的に新たな社会環境への適応が求められよう。 

＜参 考 資 料＞ 

・ 園芸への新規参入や家庭での取り組み時間の増加など、2020年5月よりプラスの影響が出ており、売上の増加が続いてい

る（複合肥料製造、茨城県）

・ 新型コロナウイルスの影響から自社の食品包装材料は15％ぐらい増産した。これからも年率5％ぐらい成長する見込み（プ

ラスチック成形材料製造、長野県）

・ 長期的にはサプライチェーンの見直しや国内移管等のプラス要因も発生してくると考えている（工業用プラスチック製品製

造、富山県）

・ 新型コロナウイルスにより海外営業が一切できなくなった。しかし、ホームページやFacebookなどを活用し全世界へ営業活

動を行っている。その成果が表れ、国内外から引き合いがある（一般産業用機械・装置製造、沖縄県）

・ インターネットやスマートフォンを利用した広告に注力してきたことで、自社商品の展示場への集客が増加。個人消費者へ

の営業活動の方が、直売が増加して利益率向上に大きく寄与（建築材料卸売、埼玉県）

・ ホームセンタ業界はフォローの風が吹いており、新しい顧客を如何にして継続的に来てもらうかが課題（荒物小売、高知県）

・ 優秀な人材を獲得するチャンスと思っており、社員の入替に期待もある（一般貸切旅客自動車運送、静岡県）

・ 新型コロナウイルスの影響で在宅時間が増えれば、買い物需要が増加し我々物流業の需要も増えていく（一般貨物自動

車運送、東京都）

・ 新型コロナウイルスの感染防止を機にテレワークを積極的に取り入れ、時短や残業削減など勤務時間を見直し、業務効率

の向上に力を入れている（ソフト受託開発、富山県）

・ 新型コロナウィルス感染症により企業の業務スタイルが変化しているなか、自社の開発・販売するパッケージはペーパーレ

ス、電子契約などに適した製品となるため、今後の営業展開を拡張する必要があると感じている（パッケージソフトウェア、

東京都）

企業の意見（前向きな影響など、一部抜粋）
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

株式会社帝国データバンク データソリューション企画部 産業データ分析課 

担当：池田 直紀（080-4900-8758）、旭 海太郎（080-4899-2468）  

TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,695 社、有効回答企業 1 万 1,448 社、回答率 48.3％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用

を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

548 1,301
798 1,871
848 667

3,535 396
610 874

11,448

（2）業界（10業界51業種）

65 67
125 33

1,861 24
381 16

飲食料品・飼料製造業 383 38
繊維・繊維製品・服飾品製造業 116 89
建材・家具、窯業・土石製品製造業 251 142
パルプ・紙・紙加工品製造業 110 43
出版・印刷 181 10
化学品製造業 439 497
鉄鋼・非鉄・鉱業 547 55
機械製造業 511 10
電気機械製造業 350 19
輸送用機械・器具製造業 109 128
精密機械、医療機械・器具製造業 76 38
その他製造業 100 62
飲食料品卸売業 391 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 198 185
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 351 109
紙類・文具・書籍卸売業 99 497
化学品卸売業 294 69
再生資源卸売業 38 292
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 319 123
機械・器具卸売業 965 24
その他の卸売業 353 201

49
11,448

（3）規模

2,017 17.6%

9,431 82.4%

(3,396) (29.7%)

11,448 100.0%

(279) (2.4%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（462）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（3,008）

放送業

サービス

（1,827）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,173）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業

学生の確保の見通し等　資料ー101



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

- 学長
ナカイ　ヒデオ

中井　英雄
＜令和3年4月＞

経済学博士
大阪経済法科大学学長
（令和3.4～令和5.3）

現　職
（就任年月）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有

学位等
月額基本給
（千円）

名簿（学長）ー1


	基本計画書
	基本計画書
	組織の移行表

	校地校舎等の図面
	(1)都道府県内における位置関係の図面
	(2)最寄駅からの距離、交通機関及び所要時間がわかる図面
	(3)校舎、運動場等の配置図

	学則
	大阪経済法科大学学則（案）
	変更事項を記載した書類
	変更部分の新旧対照表

	学則変更の趣旨（本文）
	目次
	【1】学則変更（収容定員変更）の内容
	【2】学則変更（収容定員変更）の必要性
	【3】学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容
	【4】２以上の校地において教育研究を行う場合の具体的計画

	学則変更の趣旨（資料）
	目次
	教育課程等の概要（大学全体）
	教育課程等の概要（花岡キャンパス）
	教育課程等の概要（八尾駅前キャンパス）

	学生の確保の見通し等を記載した書類（本文）
	Ⅰ．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況
	１．学生の確保の見通し
	（１）定員充足の見込み
	（２）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要
	（３）学生納付金の設定の考え方

	２．学生確保に向けた具体的な取組状況

	Ⅱ．人材需要の動向等社会の要請
	１．人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）
	２．上記１が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠


	学生の確保の見通し等を記載した書類（資料）
	資料目次
	資料１平成29～令和３年度　近畿圏の私立大学経営学部の志願者数（一般試験）
	資料２大阪経済法科大学「経営学部経営学科」の概要
	資料３大阪経済法科大学「経営学部経営学部」入学定員増に関するニーズ調査報告書【高校生対象調査】
	資料４大阪経済法科大学「経営学部経営学科」入学定員増に関するニーズ調査報告書【留学予定者対象調査】
	資料５大阪経済法科大学「経営学部経営学科」入学定員増に関するニーズ調査報告書【企業対象調査】
	資料６大阪府下他私大経営学部の初年度納付金（令和４年度）
	経営学部

	資料７第38回ワークス大卒求人倍率調査（2022年卒）（リクルートワークス研究所）
	資料８Society 5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方（一般社団法人日本経済団体連合会）
	資料９近畿地区　大学に求める教育分野に対する企業の意識調査（帝国データバンク）
	資料１０新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（帝国データバンク）

	教員名簿
	学長の氏名等




